
経済産業省が実施した政策評価についての個別審査結果 

 

１ 審査の対象 

「政策評価に関する基本方針」（平成 17年 12月 16日閣議決定。以下「基本方針」

という。）では、政策評価の円滑かつ着実な実施のため、総務省は「各行政機関が実施

した政策評価について、その実施手続等の評価の実施形式において確保されるべき客

観性・厳格性の達成水準等に関する審査」等に重点的かつ計画的に取り組むこととさ

れている。 

今回審査の対象とした政策評価は、次のとおりである。 

 

「平成 22年度予算概算要求等に係る事前評価書」（平成 21年 12月４日付け平成 21・

12・04広第１号による送付分）における事業評価方式による 226件（注）の政策評価

（事前） 

 
（注）送付を受けた284件の政策評価のうち、研究開発を対象とした政策評価（57件）及び個々の公共事

業を対象とした政策評価（１件）を除いた226件の政策評価。また、研究開発を対象とした政策評価
及び個々の公共事業を対象とした政策評価については、別途整理する予定である。 

 

２ 審査の考え方と点検の項目 

事前評価は、政策の決定に先立ち、当該政策に基づく活動により得られると見込ま

れる政策効果を基礎として、的確な政策の採択や実施の可否の検討に有用な情報を提

供する見地から行うものとされている（基本方針Ⅰ－４－ア）。事前評価については、

個々の研究開発、公共事業及び政府開発援助並びに規制に関して、その実施が義務付

けられている（行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号。以

下「評価法」という。）第９条及び行政機関が行う政策の評価に関する法律施行令（平

成 13年政令第 323号）第３条）。 

 

これら以外の政策については、評価法上は事前評価の実施が義務付けられているわ

けではなく、また、必ずしも確立された手法による政策効果の把握が可能となってい

るわけではないが、各府省における政策評価の実施状況をみると、それぞれが定めた

基本計画等に基づいて、評価法で義務付けられた政策のほか、自発的・積極的に新規

の施策・事業等を対象として事前評価が行われている。 

こうしたことを踏まえつつ、更に質の高い政策評価の実施に向けた今後の課題等を

明らかにする観点から、以下の点検項目により審査を行う。 

 

（政策効果の把握について） 

評価法では、行政機関は、その所掌に係る政策について、適時に、その政策効果を

把握し、これを基礎として、必要性、効率性又は有効性の観点その他当該政策の特性

に応じて必要な観点から評価を行うこととされている（評価法第３条第１項）。政策の

実施によって何らかの効果が得られることは、当該政策の必要性が認められるための

前提であり、どのような効果が発現したかをもって得ようとする効果が得られたとす

るのか、その状態を具体的に特定することが求められている。 



この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

○ 政策の実施により得ようとする効果はどの程度のものかなど、具体的に特定され

ているか。 

 

（事前評価の結果の妥当性の検証について） 

事前評価については、政策効果が発現した段階においてその結果の妥当性を検証す

ること等により得られた知見を以後の事前評価にフィードバックする取組を進めてい

くことが重要である（基本方針Ⅰ－４－ウ）。 

政策の実施により「得ようとする効果」を的確に把握するためには、効果の把握の

方法が特定されており、かつ、それが効果をできる限り具体的（定量的）に把握でき

るものであることが望ましい。 

また、政策効果が発現した段階における事後的な検証を適切に行うためには、実際

に得られた効果が当初得ようとしていた効果との関係でどのように評価されることと

なるのかを、事前評価の段階で明らかにしておくことが望ましい。 

この審査において点検を行っているのは、次の項目である。 

① 事後的な検証を行うこととしているか。また、その時期は特定されているか。 

② 事後的な検証が予定されている場合、政策効果の把握の方法は、得ようとする効

果が実際に得られたかどうかを事後的に把握することが可能な程度に特定されてい

るか。 

 

３ 審査の結果 

「平成 22年度予算概算要求等に係る事前評価書」における事業評価方式による 226

件の政策評価（事前）についての審査の結果（事実確認の整理結果）は、以下のとお

りである。 

 
（全体注） 各府省の評価の実施状況を踏まえた課題等の整理・分析については、今年度内に別途取りま

とめる予定である。 

 



1

中小企業雇用
情勢対応人材
支援事業（補
助）

（事業の目標）
平成23年度までの３ヶ年にお

いて、
①事業参加者の満足度につい
て、自己設定した目標を達成す
ること。
②事業参加者の就職決定数・参
加企業の人材確保数について、
自己設定した目標を達成するこ
と。
③地域の特性、業種の特性等に
応じた中小企業等のための就職
ネットワークが構築され、各地
域において自立的に運営される
こと。
を目標とする。

・ジョブカフェ利用者数
・ジョブカフェ新規登録者数
・就職決定者数
・ジョブカフェ登録企業数
・ジョブカフェ登録企業におけ
る人材確保充足数
・ジョブカフェ拠点数

○平成21年
度

○

政策評価審査表（事業評価（事前）関係）

施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定

1．経済産業政策

効果の把握の方法の特定性政　　策

△ 我が国企業に就職意志のある、
能力・意欲の高いアジア等の留
学生に対し、奨学金や人材育成
から就職支援までの一連の事業
を通じ、アジア等の諸外国との
ネットワーク形成、大学等の連
携・補完による地域グローバル
戦略の推進、我が国大学・企業
のグローバル化、我が国の産業
競争力強化を図る。
そのため、本事業の３年度目
（平成21年度）からは、留学生
の人材育成及び就職にどれくら
い有効だったかを測定し、さら
に効果的・効率的な事業となる
よう、課題の洗い出しや分析を
行い、プログラムの質を高め
る。
また、本事業の４年度目（平成
22年度）からは、①高度専門留
学生育成事業については、国費
奨学生だけでなく私費奨学生の
採用を進めるとともに、大学を
主体とした産業界等と連携し構
成されるコンソーシアムが、本
事業を通じて開発された人材育
成プログラムと、海外の大学・
留学生、国内の産業界との密な
ネットワークを活用し、留学生
の人材育成を継続する自立化に
向けた体制を検討し、５年度目
から順次構築することを目標と
する。また、②高度実践留学生
育成事業については、本事業を
通じて形成された地域の大学等
の連携による地域の最適な留学
生輩出メカニズムを活用し、留
学生と地域の中小企業との最適
なマッチングを継続する自立化
に向けた体制を検討し、５年度
目から順次構築することを目標
とする。

平成21年
度

△

産業人材
○ ○「アジア人財資金構想」事業

参加留学生の、卒業後の日本企
業・日系企業での就職者数及び
就職企業での定着率
○留学生・大学・企業への波及
効果（大学の留学生就職支援体
制の強化、企業の高度外国人材
採用に向けた姿勢変化等）

産学連携によ
る留学生向け
実践的教育事
業（委託）

○



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

（事業の効果）
　若年者の就職と中小企業の人
材確保を同時に実現する雇用の
ミスマッチ解消のインフラが構
築される。

△

・ＴＬＯ等の産学連携組織と提
携する大学等の数
・産学共同・受託研究の件数、
学から産へのライセンス件数
・育成された人材に対するヒア
リング
・産学共同・受託研究の件数、
学から産へのライセンス件数
・外国特許出願・登録件数

△創造的産学連
携体制整備事
業（補助）

○

・より多くの大学等がより深く
産学連携に関与するようにな
る。これにより、より多くの大
学等がより地域・産業に貢献す
る体制が整備される。
・産学の共同・委託研究、学か
ら産への技術移転がより活性化
する。これにより、大学等の技
術シーズがより多く実用化・事
業化されるとともに、企業にお
いて実用化・事業化の障壁とな
る技術ニーズがより多く解決さ
れ、産学連携により多くの技術
が実用化・事業化される。

○平成22年
度

○

○

○ 環境と経済を両立させる低炭素
社会を構築し、京都議定書で定
め ら れ て い る 第１ 約束 期間
（2008年～2012年）に我が国が
課せられている温室効果ガス排
出削減目標（1990年比：６%減
少）及び中期目標の達成、2050
年までに世界全体で温室効果ガ
スを半減させるために、再生可
能エネルギーを野心的に活用し
た「日本型低炭素社会システ
ム」の構築を加速化させ、民
生・運輸部門のＣＯ２削減及び
ＩＴ技術を活用した低炭素と快
適さを同時実現する次世代のラ
イフスタイルの展開を図る。

○ 平成22年
度

平成22年
度

地域発新社会
システム実証
プロジェクト
～低炭素社会
実現プロジェ
クト (スマー
ト コ ミ ュ ニ
ティプロジェ
クト )～（委
託）

①環境影響評価
海底熱水鉱床の開発に伴う環

境影響予測手法を検討するた
め、海洋環境基礎データの取
得、環境影響評価に関する技術
的知見を取得する。

②採掘技術
海底熱水鉱床を商業的規模

で、環境保全を考慮しつつ安全
に採掘するための採鉱、揚鉱シ
ステムに関する要素技術を確立
する。

③金属回収技術
海底熱水鉱床から有価金属を

回収するための要素技術を確立
する。

④資源量把握探査
新しい海底熱水鉱床発見を含

む詳細な資源量把握探査行い、
採掘技術や環境影響評価手法等
の検討をより効果的・実践的に
行う。

本事業を的確かつ効果的に実施
するため、海底熱水鉱床の開発
研究者等の有識者からなる「海
底熱水鉱床開発委員会」の下、
資源量評価、環境影響評価、資
源開発及び金属回収技術に関す
る４つのワーキンググループに
おいて、事業計画、年度計画、
事業の進捗状況、結果評価につ
いて、専門家の意見を聴取し、
事業に反映させる。

○

2 技術革新の促進・環境整備

海底熱水鉱床
採鉱技術開発
等 調 査 事 業
（委託）

・温室効果ガスの削減効果
・本プロジェクトに基づいて束
ねた我が国の有望な低炭素技術
モジュールの市場占有率・国際
標準化
・本低炭素技術モジュールを活
用した社会システムの国内外へ
の展開



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

産業技術人材
育成支援事業
（委託）

○ ○ 平成22年
度

○

また、知的財産の利用が促進さ
れるとともに、実用化・事業化
した中小企業等の競争力が強化
される。大学等の研究機関にお
ける技術開発は、バイオをはじ
め環境、ＩＴ、ナノテク、エネ
ルギーなど多岐にわたるため、
将来の成長産業を育てることに
も資する。
・産学連携の「拠点」の中核を
担う人材が育成される。これに
より、多くの大学等がより地
域・産業に貢献する体制の整備
や産学連携による多くの技術の
実用化・事業化が、本事業終了
後も自立的に進められる基礎が
整えられる。
・創設されたＴＬＯ等の初期の
活動が円滑に立ち上がることに
より、産学の共同・委託研究、
学から産への技術移転がより活
性化する。これにより、大学等
の技術シーズがより多く実用
化・事業化されるとともに、企
業において実用化・事業化の障
壁となる技術ニーズがより多く
解決され、産学連携により多く
の技術が実用化・事業化され
る。
・大学等における研究成果に基
づく外国特許権の取得が進む。
これにより、産学連携により実
用化・事業化された技術の国際
競争力が強化される。

１．産業人材育成パートナー
シップ事業
(1)産学人材育成パートナーシッ
ププログラム開発・実証事業

産業界と教育界による人材育
成に関する議論の自立的恒常的
な枠組みが構築され、そこでの
議論を踏まえ、人材育成システ
ムが産業社会の変化に応じて継
続的かつ柔軟に改善されていく
体制が実現されること。
モデル・プロジェクトがトップ
ランナーとして自立・発展し、
波及効果として他の企業や教育
機関等に刺激を与えて自発的・
継続的な産学連携による人材育
成の取組が面的に拡大するこ
と。

産学連携パートナーシップ事
業においては、最終的には、産
学人材育成パートナーシップ中
間とりまとめ（平成20年７月公
表）人材育成における「産学15
の課題」の実現を促す。

１．産業人材育成パートナー
シップ事業
(1)産学人材育成パートナーシッ
ププログラム開発・実証事業

産学人材育成パートナーシッ
プの枠組みの下で産学有識者に
よる事業評価を行うほか、実務
作業の面でも定期的に実施状況
に関するヒアリングを実施す
る。

企業、学生、業界団体、学協
会等へのアンケートを実施す
る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

(4)高度金融人材育成事業
事業目標は、我が国産業界か

ら高いニーズがある高度金融人
材の育成・活用を促進するこ
と。この目標の実現によって、
我が国産業界で必要性が高まっ
ている、高度な金融スキーム及
びリスク管理手法の高度化を促
進する。

(2)体系的な社会人基礎力育成・
評価システム開発事業

事業目標は、「大学は産業界
が分野横断的に求める「社会人
基礎力」を育成・評価し、企業
は大学の取組を適切に評価する
信頼関係を醸成すること」。こ
れにより、「学校段階における
学生の努力が社会での活躍に繋
がる社会システム」を確立す
る。

そのため、平成22年度まで
に、大学が体系的に社会人基礎
力を育成・評価するモデルを確
立し、その実践ノウハウをガイ
ドブックとして取りまとめると
ともに、企業が大学の取組を評
価するための基準やシート等を
開発する。

これらの開発を通じて、大学
の取組を評価する企業が増加す
れば、学生が大学での活動に努
力するようになるとともに、大
学も就職率向上の観点から社会
人基礎力の育成・評価に更に努
力するようになる。このような
産学の好循環を創出することに
より、産業人材の質の向上を図
る。

(4)高度金融人材育成事業
高度金融人材産学協議会が高

度金融人材の育成・活用に関心
を有する産官学の関係者を集め
て行うシンポジウムの場で、ア
ンケート調査を実施し、プログ
ラムの利用状況、高度金融人材
の育成・活用の度合いを把握す
る。

(2)体系的な社会人基礎力育成・
評価システム開発事業

産学人材育成パートナーシッ
プの枠組みの下で産学有識者に
よる事業評価を行うほか、実務
作業の面でも定期的に実施状況
に関するヒアリングを実施す
る。

大学や企業に対してアンケー
ト等を実施し、社会人基礎力の
普及度合いを把握する。

(3)グローバル人材基礎力育成プ
ログラム開発・実証事業

産学人材育成パートナーシッ
プの枠組みの下で産学有識者に
よる事業評価を行うほか、実務
作業の面でも定期的に実施状況
に関するヒアリングを実施す
る。

大学や企業に対してアンケー
ト等を実施し、グローバル人材
育成モデルの普及度合いを把握
する。

(3)グローバル人材基礎力育成プ
ログラム開発・実証事業

大学教育において、グローバ
ルに活躍するために必要な基礎
的能力を育成するためのプログ
ラム群を、平成24年度までに開
発・実証する。

この開発を通じて、企業から
評価される大学でのグローバル
人材育成モデルが確立すれば、
学生が大学での学習に努力する
ようになるとともに、就職率向
上の観点から、グローバル人材
育成モデルを取り入れようとす
る大学が増加することが期待で
きる。このような産学の好循環
を創出することにより、産業界
ニーズにマッチした大学教育を
充実させ、もって産業人材の質
の向上を図る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

　高度金融人材産学協議会総会
において、同協議会会員によっ
て、事業の成果を総括する。

平成22年度は、事業会社や金
融機関でそれぞれ必要とされる
金融スキルを習得可能とするた
めのプログラムの、大学等教育
機関における本格実施を支援す
るとともに、「高度金融人材産
学協議会」で収集されたケース
スタディの産学における幅広い
活用を支援するなど、産学連携
を実践する。

(7)ＩＴ人材育成強化加速事業
2011年度までに産業界出身の

教員による実践的な教育が全国
で20校以上の大学で実施される
ことを目指す。

また、実践的教育を受けた学
生を毎年1,000人規模で輩出させ
る。

2011年度までに専門職種毎の
モデルキャリア開発計画（ＣＤ
Ｐ）を10職種分以上策定し、Ｉ
Ｔ産業を目指す学生やＩＴ産業
の若手技術者に普及させる。

(5)起業家人材育成事業
経済産業省が先導して、大

学・大学院のネットワークを作
り、先進的な教授法や教材の情
報共有を図るだけでなく、大
学 ・ 大 学 院 と 産業 界（ ベン
チャー企業等）とを連携させて
実践的な起業家教育の質的向
上・量的拡充を図る。もって、
起業マインドと起業スキルを持
つ人材（起業家人材）を数多く
輩出し、ベンチャー企業の創出
を促進させる。

(6)サービス産業産学連携人材育
成事業

サービス産業界において経営
人材に関する産業界の人材育成
ニーズと大学経営学部等のカリ
キュラムのギャップを埋めるた
め、産業界のニーズを踏まえた
教育プログラムを開発すること
を目的とする。

産業界と教育界の産学連携に
よる自発的・継続的な人材育成
を面的に拡大させ、産業界の
ニーズに応えた人材を各界各層
に随所に輩出・配置し、各企業
の人材の質を底上げすること
で、効率的な経営を企業内面か
ら実現させることが可能にな
る。

(5)起業家人材育成事業
・アウトプット指標

大学・大学院における起業家
教育講座の数、外部講師活用講
座の数、学生参加型の授業の
率、インターンシップ実施校の
数
・アウトカム指標

ＴＥＡ（起業活動率）、開業
率・開業数

(6)サービス産業産学連携人材育
成事業

定期的な実施状況に関するヒ
アリングを実施するほか、学
生、業界団体等へのアンケート
を実施する。

(7)ＩＴ人材育成強化加速事業
委託事業者が実施するアン

ケート調査によりモニタリング
を行う。

ＣＩＯの設置の有無による企
業の生産性等、本事業への参加
の有無による企業の生産性等に
つき調査する。
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(9)地域産学連携プログラム開
発・実証事業

産業界と教育界による人材育
成に関する議論の自立的恒常的
な枠組みが構築され、そこでの
議論を踏まえ、人材育成システ
ムが産業社会の変化に応じて継
続的かつ柔軟に改善されていく
体制が実現されること。

モデル・プロジェクトがトッ
プランナーとして自立・発展
し、波及効果として他の企業や
教育機関等に刺激を与えて自発
的・継続的な産学連携による人
材育成の取組が面的に拡大する
こと。

(9)地域産学連携プログラム開
発・実証事業

定期的に実施状況に関するヒ
アリングを実施するとともに、
企業、学生、業界団体、学協会
等へのアンケートを実施する。

官民一体となった国民運動的
な取組等の推進により、企業経
営におけるＩＴ利活用の促進を
図り、企業の部門間・企業間の
壁を超え、企業経営をＩＴに
よって最適化する企業の割合を
現状の３割超から、2010年度ま
でに大企業・中小企業ともに世
界トップクラスの水準（米国並
みの50％以上）に引き上げる。

(8)コンテンツ人材育成事業
①コンテンツ中核人材育成事業

多メディア展開・海外展開を
牽引するビジネスモデルを確立
できるビジネスプロデューサー
を育成することで、20兆円産業
への拡大を目標とする我が国コ
ンテンツ産業の裾野を支える優
れた中核人材層を形成すること
を目指す。
②映像クリエーター人材育成事
業

撮影・編集技術のみならず、
現場で求められる体系的な能力
（コンテンツ発掘力、魅力表現
化スキル）を兼ね備えた映像ク
リエーターを育成することで、
20兆円産業への拡大を目標とす
る我が国コンテンツ産業を支え
る優れた人材の裾野の拡大を目
指す。また、こうした映像クリ
エーターは、特に地方部で不足
しているところ、地域の映像制
作者が地域のソフトパワー資源
を可視化することで、地域のブ
ランド化や観光誘致の成功と
いった効果も期待できる。

(8)コンテンツ人材育成事業
①コンテンツ中核人材育成事業
○実施状況に関する定期的なヒ
アリング、コンソーシアムを通
じた関係者に対するアンケート
調査
②映像クリエーター人材育成事
業
○実施状況に関する定期的なヒ
アリング、コンソーシアムを通
じた関係者に対するアンケート
調査
○ＯＪＴの過程で制作された映
像作品数
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２．中小ものづくり人材育成事
業

地域の産業界と教育界が連携
して地域の産業ニーズに応じ
た、工業高校等の実践的な教育
プログラムの充実の支援しつ
つ、その普及を図る。

工業高校の参加校数、工業高
校の教員、生徒、協力企業の満
足度を図る。

施策目標 「国際標準化戦略目
標」
2015年（平成27年）までに、
①国際標準の提案件数を倍増す
る。（ＩＳＯ／ＩＥＣ 基準：
平成13～15年度平均　63件）
②欧米並みの幹事国引受数を実
現する。（ＩＳＯ／ＩＥＣ 基
準：平成18年２月時点 独151、
米148、英125、仏102、日60、中
12）

３．国際標準化人材育成支援等
基盤体制強化事業

事業期間中の目標は以下のと
おり。
●国際標準作成専門家の育成：
300人（平成19年度～21年度の３
年間で100人）以上
●国際標準リーダーシップ人材
の育成：300人（平成19年度～21
年度の３年間で100人）以上
●標準化テキストやモデル教材
の開発・メンテナンス
●標準化知識確認ツールの構築
●能力検定制度の創設

２．中小ものづくり人材育成事
業

年度ごとに事業実績を定量評
価するとともに、事業関係者に
アンケート等を実施し、満足度
を把握する。

４．キャリア教育・社会人講師
活用型教育支援事業
(1)キャリア教育民間コーディ
ネーター育成・評価システム開
発事業

本施策の枠組みの下で産学有
識者による事業評価を行うほ
か、実務作業の面で定期的に実
施状況に関するヒアリングを実
施する。

４．キャリア教育・社会人講師
活用型教育支援事業
(1)キャリア教育民間コーディ
ネーター育成・評価システム開
発事業

本事業では、我が国において
質の高い労働力を継続的に確保
していくため、学校や産業界等
の地域が一体となった人材育成
システムの構築を目標としてい
る。

３．国際標準化人材育成支援等
基盤体制強化事業

国際標準化の活動を抜本的に
強化する観点から、「2015年ま
でに国際標準の提案件数倍増、
欧米並みの幹事国引受数実現」
を目標として、「国際標準を作
成できる人材」及び「国際会議
でリーダーシップを発揮できる
人材」を養成（2007年から３年
間でそれぞれ約100人ペース）す
べく、これらの研修を実施す
る。

また、本事業で作成する研修
テキストや別途、大学、大学院
向けに開発した標準化に関する
モデル教材を定期的に更新し、
教育機関をはじめ日本経団連や
工業界等に対して広く提供し、
大学等での標準化教育や団体内
部での自主的な研修などにおけ
る積極的な活用を促進すること
により、教育機関や産業界にお
ける標準化教育の普及、標準化
に関する意識改革や標準化人材
の育成など、標準化活動に対す
る自主的取り組みの促進を図
る。

さらに、これらの研修での成
果確認等に活用するとともに、
将来的な標準化に関する「能力
検定制度」の創設を見据えて、
標準化に関する知識確認ツール
を構築し、標準専門家の職能化
や知識の見える化を図ることに
より、標準の知識を標準専門家
のみならず、一般企業人材にま
で拡大し、我が国産業の国際競
争力強化の一助とする。
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(3)早期工学人材育成
地域において、大学に入る前

の小中高校の教育段階におい
て、産業界が教育界等に対して
主体的に関与する人材育成拠点
あるいは人材育成検討体制の構
築・運営が進められること。

(3)早期工学人材育成
定期的に実施状況に関するヒ

アリングを実施するほか、学校
や児童・生徒などへのアンケー
トを実施する。

中小企業等の
次世代の先端
技術人材の育
成・雇用支援
事業（補助）

○ ○ 平成22年
度

○

(2)社会人講師活用型教育支援プ
ロジェクト

地域において、大学に入る前
の小中高校の教育段階におい
て、産業界が教育界等に対して
主体的に関与する人材育成拠点
あるいは人材育成検討体制の構
築・運営が進められること。

効果①高度専門知識等を有する
研究人材等を、地域の科学技術
を担う研究開発型企業等での活
躍に繋げる人材育成・就業支援
の仕組みの定着

22年度数値目標：15地域での
定着

特に、新事業創出促進の観点
から、産学官の連携・協力体制
の構築、研究機能の集約を図
る”産学官連携拠点”採択地域
等において、人材育成の仕組み
を定着させる。産学官連携拠点
は、最低でも30拠点を採択の予
定であり、初年度の支援対象と
しては、それらの地域間の適切
な 競 争 環 境 の 確保 （２ 倍程
度）、全国各地に対する網羅的
な影響力を踏まえ、15地域（プ
ロジェクト）程度を想定し、本
仕組みの定着を目指す。なお、
公募・採択においては、最低３
年間の自立計画を有しているこ
とを要件とし、仕組みの定着を
促す。

(2)社会人講師活用型教育支援プ
ロジェクト

定期的に実施状況に関するヒ
アリングを実施するほか、学校
や児童・生徒などへのアンケー
トを実施する

このため、平成22年度まで
に、学校と地域産業界の「つな
ぎ役」となる民間主体のコー
ディネーターを育成するプログ
ラムを開発するとともに、育成
されたコーディネーターの質を
確保するための認定基準を開発
する。

こうした取組を通じて、経済
社会ニーズに応えた学校教育を
実現し、地域産業界による教育
への参画を促進していく。

具体的な事業評価としては、
育成プログラムを受講したコー
ディネーター人材のほか、コー
ディネーター人材が開発した
キャリア教育カリキュラムを受
講した子供たち、実施した学校
の教師等に対しアンケート等を
行うことにより、コーディネー
ター育成システムを活用した
キャリア教育の検証を行ってい
く。

・補助事業者（連携機関含む）
に対し、定期的に実施状況（継
続的な取り組みに向けた関係機
関との協力体制・組織の構築状
況等）に関するヒアリング・ア
ンケートを実施する。
・育成対象者向け満足度アン
ケートを実施する。
・育成対象者の事業終了後の就
業状況等を調査し、就業先との
マッチングにおける課題等をと
りまとめる。
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技術開発調査
等の推進（委
託）

我が国の地域の科学技術を担
う主な主体は、先端的な科学技
術をもって研究開発に取り組む
中小企業である。我が国の中小
企業数は、約376万社。そのう
ち、研究開発を行った中小企業
は約5.3万社であり、製造業に
限っては約2.3万社。先端的な技
術開発を実施している中小企業
はこの内数として、１万社程度
と推測。育成対象者１名毎に１
中小企業とのマッチングを想定
すると、１万社の１割超に対す
る供給が可能となり、地域の新
たな産業創出に対する貢献・イ
ンパクトも大きい。
※先端的な技術開発に取り組む
中小企業１万社：この数字は、
新事業展開を図り、産学官連携
拠点等への参画が予想される中
小企業の母体として想定され
る、産業クラスター計画に参画
している中小企業10,700社とも
整合する。

効果②育成した人材の地域の新
産業創出に貢献する研究開発型
企業等への就業

22年度数値目標：150名（10名
×15プロジェクト）

１プロジェクト当たりの雇
用・育成人数としては、年度当
たり10名を想定しており、育
成・就業支援対象者の想定され
る総数は以下のとおり。

22年度採択事業＝600名［22年
度：150名／年（以下、補助事業
終了後の取組として）24～26年
度：150名／年］

23年度採択事業＝600名［23年
度：150名／年（以下、補助事業
終了後の取組として）25～27年
度：150名／年］

※23年度も、15地域程度を採
択予定。また、公募において、
事業終了後３年間の自立展開の
取組を有することを応募の要件
とする。

よって、育成、就業支援の対
象者として想定する総数として
は、1,200名。

調査結果については、法改正、
制度改正及び産業構造審議会の
各種委員会等の報告書等におけ
る政策提言等の裏付け等に活用
する。また、関係者間で情報の
共有・認識の共有を図るため、
成果報告会の開催や調査報告書
のＨＰへの掲載などを通じて公
開する。

国内外の産業技術の研究開発動
向、産業技術政策動向、国内の
産業技術政策の普及及びその効
果の評価等のための調査事業を
行い、法律改正、制度改正、予
算要求及び審議会報告書等にお
ける政策提言等の裏付けとして
活用し、政策の企画・立案・実
施・評価に効果的に反映するこ
とを目標とする。その効果とし
て、調査結果等のデータに裏付
けられた効果的かつ合理的な産
業技術政策の企画・立案・実
施・評価の実現が促進される。

△ △平成22年
度

○
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社 会 環 境 整
備・産業競争
力強化型規格
開発事業（委
託）

○ ○ 平成21年
度

○

国際人材活用
型国際標準化
推進事業（委
託）

△ ○ 平成21年
度

○

・ＪＩＳ原案の作成：50件／年
・国際標準原案の作成・提案：
40件／年
・国際標準の制定：20件／年
・国際規格回答原案作成：2,000
件／年

○高度道路交通システム
・車載電子システムの国際戦略
策定：ロードマップ作成（21年
度）とともに、当該ロードマッ
プに挙げられた重要技術につい
てＦＳを実施し、評価・検証を
行う（22年度）。
・ＩＴＳの国際標準化活動支
援：「ＣＡＬＭ非ＩＰコミュニ
ケーション体系」等の国際規格
に関して、補強データの作成等
を行い、国際審議等を経て承認
を目指す。

○マテリアルフローコスト会計
・国際規格（ＩＳＯ14051）発行
（23年春頃まで）
・国内導入事例数550件（22年度
末まで）（21年現在約200件）

経済産業省が策定した「国際標
準化戦略目標」（2006年11月）
をはじめ、政府が決定した「国
際標準総合戦略」（2006年12
月・知的財産戦略本部決定）、
長期戦略指針「イノベーション
25」（2007年６月・閣議決定）
や「知的財産推進計画 2009」
（2009年６月・知的財産戦略本
部決定）において、環境・安
全・福祉等の分野での国際標準
化活動の強化による国際社会へ
の貢献、安全・安心な社会形成
のための環境整備や我が国の優
れた環境・エネルギー技術を活
用した世界的課題解決に向けた
貢献などを求めるとともに、
「2015年までに国際標準の提案
件数倍増、欧米並みの幹事国引
受数実現」を目標として掲げ、
官民を挙げての戦略的な国際標
準化を強力に推進することとし
ている。
本事業の実施により、これらの
政府が決定した目標を着実に達
成する。
さらに、安全・安心な低炭素社
会を形成するための環境整備や
我が国の優れた環境・エネル
ギー技術を活用した世界的課題
解決に貢献し、低炭素社会を目
指して我が国が提案した「世界
全体の温室効果ガス排出量を現
状に比して2050年までに半減」
するという長期目標及びラクイ
ラ・サミットにおける「先進国
全体で2050年までに80％以上を
削減するとの目標を支持する」
という首脳宣言の着実な達成に
寄与するとともに我が国の研究
開発成果の市場展開や国際的普
及により我が国産業の国際競争
力強化を加速する。

国際標準化戦略目標※の設定の
効果により、我が国からのＩＳ
Ｏ／ＩＥＣへの国際標準提案数
は着実に増加傾向にある。今
後、これらの提案が、国際会議
の場において順次継続的に審議
される段階になるため、国際会
議での対応が一層重要となって
きている。

・国際人材のＩＳＯ／ＩＥＣの
国際会議出席回数
・日本の海外現地法人からのＩ
ＳＯ／ＩＥＣの国際会議出席回
数
・我が国提案の国際標準の制定
数
・海外現地法人人材のためのセ
ミナー開催数

工業標準・知的基盤の整備4



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

国際度量衡中
央事務局分担
金（分担金）

△ メートル条約加盟国として計量
標準及び単位の国際統一に貢献
し、輸出入の円滑化を図る。

○ 平成21年
度

△

国際標準化機
構分担金（分
担金）

△ 会員団体しての責務を果たすと
ともに、国際標準化活動におけ
る我が国のリーダーシップ、発
言力を高め、国際規格作成を通
じて我が国の産業競争力の強化
に資する。

○ 平成21年
度

△

6
我が国情報経
済社会におけ
る 基 盤 整 備
（委託）

△ 我が国及び各国の事業者のイン
ターネット関連の取組や政策を
把握・分析することにより、Ｉ
Ｔ施策を的確・適切に展開す
る。

○ 平成22年
度

○ 調査報告書の公表や普及啓発活
動の成果を示す現状把握など

日本からの数多くの国際標準を
提案すること自体重要なことで
はあるが、その提案内容につい
て、国際会議の場などにおいて
広く理解を求め、数多くの賛同
を得ることができないと国際標
準の制定までは繋がらない。そ
こで、日本国内に国際標準専門
家が圧倒的に不足している状況
の 中 、 海 外 の 国際 標準 プロ
フェッショナル人材を効果的に
活用し、我が国からの提案に対
して数多くの賛同国を獲得する
ことにより、我が国提案の国際
標準を確実に規格制定まで結び
付けることを目標とする。
さらに、日本企業の海外現地法
人の人材を有効に活用し、戦略
的な国際標準化活動を推進する
た め 、 海 外 の 国際 標準 プロ
フェッショナル人材の知見やス
キル等を活用し、これらの海外
現地法人人材が円滑に国際標準
化活動に参加できるようにする
ための情報・ノウハウの提供や
セミナー開催等による人材育成
を通じて海外における国際標準
化活動の環境整備を行うこれに
より国内本社と現地法人とが有
機的に連携した効率的かつ効果
的な国際標準化活動の推進が可
能となる。

※国際標準化戦略目標
2015年（平成27年）までに、
①国際標準の提案件数を倍増す
る。（ＩＳＯ／ＩＥＣ 基準：
平成13～15年度平均　63件）
②欧米並みの幹事国引受数を実
現する。(ＩＳＯ／ＩＥＣ 基
準：平成18年２月時点 独151、
米148、英125、仏102、日60、中
12）

ＩＴの利活用の促進



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

アジア域内の
知識経済化の
ためのＩＴ活
用等支援事業
（委託）

△ ○ 平成22年
度

○(1)域内産業の高度化支援
①域内におけるグリーンＩＴの
推進

当該事業により、我が国の省
エネ等技術の優位性を示すこと
によって、我が国関連産業の国
際競争力を高めるとともに、日
本のＩＴを使った省エネ技術の
浸透及びビジネスチャンスの拡
大を図る。

②ＩＴ人材育成・支援
当該事業により、アジア域内

のＩＴ人材の質量両面での育成
が図られ、高度なＩＴ人材の供
給がなされることにより、域内
の製造業、ＩＴ産業の高度化が
促進される。

③オープンソースソフトウェア
振興

当該事業により、アジア地域
において、多様なソフトウェア
が提供される競争的な市場を確
保するとともに、我が国企業の
アジア市場の開拓と競争力の強
化を図る。

電子経済産業
省 構 築 事 業
（ 委 託 ・ 庁
費）

(1)旅費等内部管理業務共通シス
テム、(2)調査統計システムにつ
いては、業務・システム最適化
計画に則り、当該計画に掲げら
れた目標（経費削減・業務削
減）の達成を図るためのシステ
ム設計、開発等を行う。(3)文字
情報基盤の構築事業について
は、6.9万文字の整備等を行うこ
とで経費削減・業務削減の効果
が見込まれる。
【旅費等内部管理業務共通シス
テム】
業務削減効果：年間延べ約905万
時間
経費削減効果：約1.7億円
効果予定年度：25年度
【調査統計システム】
業務削減効果：年間延べ約３万
２千時間
経費削減効果：約3.8億円
効果予定年度：23年度
【文字情報基盤構築】
業務削減効果：年間延べ約38万
時間
経費削減効果：約34.6億円
効果予定年度：平成23年度から
５年間

○ ○ (1)旅費等内部管理業務共通シス
テム、(2)調査統計システムにつ
いてのシステム運用後のモニタ
リング指標は、左記の目標値の
とおり。ただし、最適化の効果
が発現するのは、システム運用
後であるため、22年度は、各シ
ステムとも開発工程消化率100％
を目標値とするとともに、22年
度の途中から運用開始する調査
統計システムについては、運用
開始後３ヶ月間でのバグ、トラ
ブル数（不具合数／総工数で算
出）を0.33とすることを目標値
とする。(3)文字情報基盤の構築
事業については、５年間で政
府・自治体等500以上の機関で利
用されることを目標値とし、利
用者の登録により確認する。

各事業を通じた協力各国の基
準・制度の構築・導入状況（ア
ウトプット：ＩＴパスポート試
験の受験者数、情報セキュリ
ティ対策ベンチマークの導入企
業数、電子商取引関連法制度比
較データベース構築数及びＡＤ
Ｒによる電子商取引紛争処理件
数等）とそれを活用したアジア
域内のＩＴ利用環境（域内事業
連携の進展、域内企業の情報セ
キュリティレベル、安心・安全
な電子商取引環境の整備、電子
商取引市場の拡大、域内ＩＴ人
材の質量両面での改善等（アウ
トカム））について調査を行
う。

平成22年
度

○



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

商 取 引 適 正
化・製品安全
に 係 る 事 業
(委託）

△ ○ 平成23年
度

○

○

9

7

(2)安全かつ信頼性の高いビジネ
ス・市場基盤整備
④セキュアなビジネス環境整備

域内企業の情報セキュリティ
管理レベルを一定水準以上にす
ることにより、企業の技術情報
やノウハウ、個人情報の流出と
いったビジネスリスクが低減
し、セキュアな事業環境が整備
され、アジア域内での投資と取
引のさらなる円滑化がみこまれ
る。

⑤電子商取引基盤の整備
当該事業により、電子商取引

における事業者責任、消費者保
護等に関する法制度整備が行わ
れ、また、オンラインビジネス
実施に係る言語・文化・通貨・
税制・物流の違いなどの具体的
な課題が明確になることによ
り、電子商取引を巡る各種ボト
ルネックが解消され、アジア域
内での安心・安全な電子商取引
基盤の拡大につなげる。

流通・物流基盤整備
○流通・物流シ

ステム開発等
推進費

国境を超えた高度かつ複雑なサ
プライチェーンが構築される
中、貿易手続や国際物流環境の
円滑化等、「サプライチェー
ン・コネクティビティ」（国境
を越えるサプライチェーンの円
滑性）を改善し、我が国が主導
的にグローバルな事業展開の円
滑化を目指す。この結果、我が
国の産業競争力を向上させ、安
定的な経済成長に寄与すること
ができる。

平成23年
度

△

・全国消費生活情報ネットワー
クシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）
に寄せられる消費者からのクレ
ジット取引・商品取引・特定商
取引に関する相談件数
・経済産業省（地方局含む）に
寄せられている相談事例
・調査により得られる報告書等

消費者行政（製品・取引）の推進

・総合物流施策大綱（ 2009－
2013）、総合物流施策推進プロ
グラム、貿易手続改革プログラ
ム（２次改訂版）の実施状況
・売上高物流コスト比率

(1)商取引適正化・製品安全に係
る調査研究

商取引分野においては、企業
の消費者相談対応部署等を対象
としたアンケートの実施・分析
や、商品・役務及び取引形態が
ますます多様化複雑化すること
に伴う新たな課題についての検
討等を通じ最新のトラブル実態
を定点的に把握し、その結果を
集積・分析する。結果によって
は、法律や政省令の改正、ガイ
ドラインの策定等を行い、社会
全般における商取引の適正化に
つなげていく。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

その他、消費者志向経営・ビ
ジネス促進等に資する調査を行
い、消費者とのトラブルを未然
防止に資する企業の取組の優良
行動を分析を行い、企業の自主
的な消費者志向経営・ビジネス
の促進を図る政策や、国際的に
競争力あるクレジットビジネス
環境整備の政策につなげること
を目標とする。加えて、諸外国
の政府の商取引の適正化のため
の施策・規制等を調査すること
により、諸外国の施策・規制に
よる消費者の利益の向上、産業
発展へのマイナス効果等を調査
し、我が国における適切な政
策・規制のあり方を考える上で
の参考とする。

商品取引においては、商品市
場の健全な発展を図るため、各
国の取引所の上場商品等が多様
化・複雑化することに伴う新た
な課題について検討を行い、実
態に即した施策展開を行ってい
く必要があるため、国内外の商
品市場の実態調査等を行う。

製品安全分野においては、リ
スクアセスメント評価手法の研
究・普及等を通じて、民間事業
者の製品安全への意識を向上さ
せ、「製品安全文化」を社会に
定着させる。これにより、事業
者による製品事故への迅速な対
応等を促し、製品事故の減少を
図る。

(2)商取引適正化・製品安全に係
る普及・啓発事業

事業者等に対して、割販法・
商取法・特商法・製品安全関連
法の規制全般等の法制の内容・
解釈の周知、製品安全制度の普
及を図るため、各地での説明会
やセミナーの開催、パンフレッ
トの配布等を通じ、啓発事業を
行い、商業制度の適正化・円滑
化を図るものとする。特に平成
22年度に施行する改正商取法、
運用が本格化する改正割販法に
ついては、改正内容を広く周知
することにより、消費者・事業
者への普及・啓蒙を促進し、当
該改正法の規制効果を向上させ
る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

工業動態統計
（統計調査員
手 当 、 諸 謝
金、旅費、調
査 費 、 委 託
費）

△ 目標：経済産業省生産動態調査
を遅滞なく、継続的かつ正確に
作成・公表する。
効果：経済産業政策等の政策運
営や事業者等に必要な基礎情報
を提供し、合理的な意志決定を
促す。

○ 平成22年
度

○ 指標：公表遅延ゼロ継続日数

一般事務処理
業務（中小）
（旅費、調査
費）

△ 目標：オーダーメイド集計や、
インサイト利用に対応する。
効果：経済産業統計の有用性の
確保に貢献する。

○ 平成22年
度

○ 申請件数をもって事業の活用状
況の把握が可能。

中小商業等統
計調査（諸謝
金、旅費、調
査 費 、 委 託
費）

△ 目標：商業統計等を遅滞なく、
継続的かつ正確に作成・公表す
る。
効果：経済産業政策等の政策運
営や事業者・個人に必要な基礎
情報を提供し、合理的な意志決
定を促す。

○ 平成22年
度

○ 指標：公表遅延ゼロ継続日数、
商業統計調査等の回収率

中小工業等統
計 調 査 （ 旅
費、調査費、
委託費）

△ 目標：工業統計を遅滞なく、継
続的かつ正確に作成・公表す
る。
効果：経済産業政策等の政策運
営や事業者・個人に必要な基礎
情報を提供し、合理的な意志決
定を促す。

○ 平成22年
度

○ 指標：公表遅延ゼロ継続日数、
調査の回収率

中小商工業等
企業統計調査
（諸謝金、旅
費、調査費）

△ 目標：経済産業省企業活動基本
調査の結果等を遅滞なく、継続
的かつ正確に作成・公表する。
効果：経済産業政策等の政策運
営や事業者・個人に必要な基礎
情報を提供し、合理的な意志決
定を促す。

○ 平成22年
度

○ 指標：業務における進捗状況の
管理、回収率の維持・向上、公
表時期を遅滞しないこと

○平成22年
度

経済産業統計の整備
目標：経済産業統計のＨＰ公表
の円滑化、統計に係る広報資料
の作成・配布及び統計調査の結
果（統計データ）の的確な情報
提供。
効果：経済産業統計の有用性の
確保に貢献する。

△一般事務処理
業 務 ( 商 工 )
（旅費、調査
費、委託費）

10

(3)製品安全関連法の施行
①規制対象製品の試買テスト

試買テストは、規制対象品目
について定期的に実施し、試買
テストの結果、違反の疑いの
あった機種については、報告徴
収や立入検査等を通じて、事実
関係を確認し、必要に応じて、
関係事業者に行政措置を講じる
ことで、適切な法執行を行うこ
とに資する。

②技術基準の策定
製品安全に係る国内外の事情

を踏まえ、技術基準の改正案や
新規の技術基準案を適切に策定
することで、事前規制の強化を
図る。

○ ・ＨＰへのアクセス件数やウェ
ブ管理者宛の問い合わせ（メー
ル・電話）による状況把握（必
要に応じて各種資料配付先にア
ンケート調査を実施し、その内
容を分析することで、事業の効
果について把握が可能）
・基本計画への対応の進捗



施策
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得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
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○平成21年
度

11 通商政策
2．対外経済政策

△ 本事業では、ＥＰＡを大筋合
意、締結した国・地域への専門
家派遣や国内への研修生の受入
による日系企業及び現地企業へ
の支援を通じて、我が国と相手
国双方の産業高度化を図ること
を目標とする。

○

○

経済連携促進
のための産業
高度化促進事
業（補助金）

○ 平成21年
度

①新興国等において、部品単体
でなく、水ビジネスのようにシ
ステム全体で売り込む案件形成
に向け、仕様書を作成し、実施
可能性の検討のための調査を行
う。この際、複数の企業・業種
にまたがった案件となり、既存
の事業体だけでは実施が困難な
ことが想定されるため、政府に
よる支援を行い、調査後の産業
革新機構からの出資などを通じ
て案件の実現を図る。

②日本で開催される2010年ＡＰ
ＥＣに向け、域内の諸課題に関
する議論や取組を主導していく
ための調査・研究に取り組み、
会合の成功につなげる。

③我が国企業の国際競争力の強
化に資する標準・ルールの設定
を推進し、イノベーションを加
速化するため、先進各国におけ
る産業金融や環境規制、競争な
どのルール及び各国のイノベー
ション醸成環境について調査を
行い、我が国産業との連携の可
能性を検討する。

④流通機能強化支援による貿易
円滑化・投資促進、ビジネス
マッチングによる両国企業の取
引機会の創出を行い、ＥＰＡを
大筋合意・締結した相手国・地
域と我が国の関係強化を促すま
た東アジア全体で成熟した市場
経済圏を構築するための「東ア
ジアＥＰＡ」の在り方、大市場
国・投資先国・資源国を対象と
した今後の経済連携協定の在り
方につき、調査研究を行う。

以下の方法等を通じ、事業のモ
ニタリングを行う。
－国外への専門家派遣者数 派
遣者決定時に集計
－国内への研修受入人数 研修
実施時に随時集計
－研修生の満足度・活用度（ア
ンケート調査） 研修終了時に
実施

内外一致の対
外経済政策実
施に係る国際
経済調査事業
（委託）

△ 進捗状況については、３ヶ月ご
とに確認するとともに、得られ
た進捗状況については、局内外
の情報共有、関係者への展開を
図っていく。さらに、各事業の
報告書において、制度の整備状
況等について確認を行う。さら
に事務レベル・閣僚レベル会合
においても報告内容について確
認を行っていく。
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東アジアＡＳＥＡＮ経済研究セ
ンター（ＥＲＩＡ）が実施する
調査・研究等の事業に係る資金
を拠出することにより、ＥＲＩ
Ａの活動を継続的に支援し、Ｅ
ＲＩＡの基盤及び機能の強化を
通じて、東アジアにおけるＯＥ
ＣＤのような政策提言・調整機
能を持つ国際的体制の構築に向
けて取り組む。
なお、2009年８月のＡＳＥＡＮ
＋６経済大臣会合において、各
国閣僚より、同年６月の「世界
的な経済・金融危機に関する東
アジア首脳会議共同声明」に
従って、ＥＲＩＡがアジア開発
銀行（ＡＤＢ）およびアセアン
事務局と協力して作成している
アジア総合開発計画の進捗報告
及び地域開発の円滑化、中産階
級の拡大および消費市場の活性
化といった東アジア経済成長を
推進するためのＥＲＩＡの活動
等が歓迎されたところ。さら
に、各国閣僚より、ＥＲＩＡが
東アジア地域の経済活動を更に
活性化し、東アジア域内16カ国
の発展段階の差異を埋めるべ
く、研究活動を継続し、政策提
言を行うことが奨励された。つ
いては、我が国においても、
「三党連立政権合意書」等を踏
まえ、ＥＲＩＡを最大限活用
し、ＡＳＥＡＮ事務局等ととも
に、地域の広域開発及び貿易自
由化等を通じたアジアの成長力
強化と内需拡大等に我が国が主
体的に取り組むことにより、地
域の信頼関係と協力体制を確立
しつつ、「東アジア共同体」の
構築を促進することが重要であ
る。
なお、例えば、東アジア16カ国
（我が国も含む「ＡＳＥＡＮ＋
６」）において貿易自由化・円
滑化等地域統合の進展により、
我が国も含む「ＡＳＥＡＮ＋
６」の実質ＧＤＰは2.11％増加
する見込み（平成20年度通商白
書）。

【目標】
アジア太平洋地域が取り組む

べき課題として、①地域経済統
合、②経済・社会構造の変革、
③持続可能性の追求、④人間の
安全保障の推進に関する課題に
ついて総括的な議論を行い、一
連のＡＰＥＣ日本プロセスでの
議論に反映させる。

東アジア経済
統合研究協力
事 業 （ 拠 出
金）

○

○

○

東アジアＡＳＥＡＮ経済研究セ
ンター（ＥＲＩＡ）の諮問会議
及び理事会等において、毎年、
前年度の事業結果及び当該年度
の事業計画について、評価等行
われる。また、東アジア・サ
ミット及びＡＳＥＡＮ＋６経済
大臣会合等において、東アジア
各国の首脳及び閣僚から、ＥＲ
ＩＡの調査・研究が歓迎され、
当該会合に対し、引き続き当該
進捗を報告するよう言及されて
いる。なお、我が国において
も、経済財政改革の基本方針等
を踏まえ、これまでもＥＲＩＡ
の調査・研究等の実施状況等に
ついて、適宜フォローアップを
実施しているところ。

平成21年
度

△

アジア太平洋
経済協力ラウ
ンドテーブル
事 業 （ 委 託
費）

△ 平成21年
度

議論の成果がＡＰＥＣにおける
「日本の貢献」として具体化さ
れたかどうかや、また我が国の
国益の増進にどのように結びつ
いたかどうかを精査する（議論
の成果が、首脳・閣僚会議の宣
言や行動計画等に結びついた
ケース等）。

○
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日韓産業技術
協力共同事業
体拠出金（拠
出金）

△ ○ 平成21年
度

○ ・セミナー事業では参加者のア
ンケート、実習参加企業作成の
実習報告書、参加企業・社長へ
のヒアリング、商談会・交流
ミッション等では参加企業への
アンケート・商談内容のヒアリ
ングをもとに確認。技術指導で
は事前選定時の状況確認、社長
面談、専門家による診断、成果
発表会での発表内容の評価を実
施。
・実施状況については、各事業
ごとの報告書に記載（セミナー
事業のアンケート例 講演内
容、参加目的、今後の希望、実
施内容など技術指導の例 指導
内容の社内発表評価、発表会で
の専門家講評・参加企業ヒアリ
ング）。

各事業が相俟って、日ＥＵ間の
人、モノ、サービスの交流の活
発化を促す。具体的には、①欧
州のビジネスに関するセミナー
開催を通じて相互ビジネスの認
識不足を解消する、②日ＥＵの
産業界の対話を通じてビジネス
環境の整備および投資交流の促
進を促す、③研修事業を通じて
日・EU間の産業協力を担う人材
を育成する、等。これらの協力
をベースに、当面は日ＥＵ間で
新たな経済連携の枠組みを構築
することを目指す。

（財）日韓産業技術協力財団が
韓日産業・技術協力財団（韓国
側の事務局）と共同で、部品・
素材分野における産業交流事業
やビジネス交流促進事業、地域
間交流事業等を実施し、日韓両
国企業の産業・技術協力の拡大
を図り、日韓貿易不均衡等の問
題を解消し日韓ＥＰＡの早期交
渉再開・締結に繋げることを目
標とする。成長著しい東アジア
地域の経済連携の核となり、我
が国の経済発展に大きく寄与す
る日韓ＥＰＡの締結に向けて、
本事業を継続して実施してい
く。

１．日韓ビジネス交流促進事業
(1)日韓中小企業情報交流セン
ター事業

平成20年度より日韓中小企業
情報交流センターを日韓両国の
事務局内に設置し、日常的に日
韓の中小企業からの相談に応じ
るほか、専用のＷＥＢサイトを
通じて取引先となりうる企業の
概要や製品・技術等の情報を提
供したり、個別企業に対するビ
ジネスマッチングを行い、実際
の商談に繋がるよう支援する。

日露貿易額・投資額について
は、貿易統計等を用いモニタリ
ングする。また事業全体の進捗
については、事業実施者である
（社）ロシアＮＩＳ貿易会に対
して、事業の進捗状況や現状に
ついて定期的に聴取。

○平成21年
度

日ＥＵ間の貿易、投資額等の定
量的指標や日ＥＵ間の経済連携
の枠組み構築に向けた取り組み
の進展状況をモニターする。

△ ○

○経営資源が容易に国境を移動で
きる環境を整備し、我が国企業
の事業活動の円滑化と貿易の拡
大、投資の拡大等によるロシア
との経済関係緊密化を図る。な
お、日露貿易額・投資額につい
て、本事業開始直前の額と比較
して３倍以上を達成できるよう
にする。

○平成21年
度

【効果】
アジア太平洋経済協力の新ビ

ジョンの議論を進展させるため
の有用な議論や成果を得ること
を通じて、議長国としてのリー
ダーシップを発揮し、我が国の
国益を増進させる方向にＡＰＥ
Ｃ日本会合を主導することがで
きる。また、各議題の進展に対
して、日本としての貢献を示す
ことが可能となる。

日・ＥＵ産業
協力促進事業
（補助）

ロシア地域貿
易投資促進事
業（補助）

○
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３．地域間交流事業
　日韓両国地域間の貿易、投資
及び産業技術分野における相互
協力と地域間交流・クラスター
交流を支援し、両国地域の経済
連携や技術開発を促進する。

２．環境・省エネルギー関連事
業
(1)環境・省エネルギ－関連セミ
ナー

日韓両国で政府の重要施策と
して位置づけられている環境・
省エネルギー分野において、韓
国企業より技術的に進んでいる
日本企業の環境・省エネルギー
関連のセミナーを実施し、啓蒙
と関連技術の向上を図り、日韓
における環境関連ビジネスの交
流拡大を図る。また、日韓の環
境・省エネに関するフォーラム
を開催し、日韓の相互理解と連
携を深める。

(2)日韓中小企業商談会開催事業
日韓両国の部品・素材産業に

おける技術力・競争力強化を目
指し、中小企業間の相互補完的
な関係を構築し、技術提携・合
弁事業の拡大を目的とした商談
会を日韓両国において開催す
る。

(1)九州・韓国産業交流事業
九州と韓国の貿易、投資及び

産業技術分野における協力と地
域間交流を促進するため、九
州・韓国産業交流会議を開催
し、併せて参加企業による商談
会を実施する。
(2)北陸・韓国産業交流事業

北陸と韓国におけるパート
ナーシップの構築（地域間交流
の促進）及び産業分野協力を促
進するため、北陸・韓国産業交
流会議を開催するとともに、北
陸投資環境セミナーの開催や商
談会を実施する。
(3)石川・韓国企業交流事業

石川県と大邸広域市のＩＴ企
業間のビジネス交流及びクラス
ター交流を促進するため、日韓
両国でビジネス商談会を開催す
るまた商談会におけるマッチン
グ効果をより高めるために事前
に日韓両国地域における企業実
態調査・ニーズ調査を実施す
る。
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５．調査・広報事業
(1)財団ホームページの拡充及び
パンフレット作成

財団のディスクロージャーを
図り、財団が実施する事業をよ
り多くの人に認知・参加しても
らうために、ホームページの拡
充・更新及びパンフレットの作
成を行う。

アジア産業基
盤整備推進委
託 費 （ 委 託
費）

平成21年
度

我が国企業のアジアにおける利
益の国内への還流額及び我が国
からアジアへの投資額

○ ○

４．産業・技術交流事業
(1)先進企業技術交流事業

韓国中小企業の技術力・競争
力の向上を目指すために、韓国
から中堅技術者や管理職を招聘
して、日本企業で技術実習や研
修を実施し、日本の商習慣やビ
ジネス手法を学んでもらうとと
もに、技術・経営上の課題を
テーマとして勉強会を行い、次
世代の日韓関係を担う企業人の
育成・交流を進展する。
(2)技術普及事業

韓国中小企業の経営者を対象
として、生産性向上・品質改
善、環境管理・省エネ分野に関
する技術指導を行い、管理技
術・技術レベルの向上を図る。

△ １．地域ごとにインフラ整備と
産業開発の一体的な開発計画を
策定することによって、アジア
における産業開発を促進。開発
計画の策定に当たっては、産業
界のニーズを良く聞いた上で、
アジアにおける企業の投資環境
を整備。特に、中小企業にとっ
ては、投資環境の整備が重要で
あり、中小企業が事業を展開し
やすい環境整備を図る。

(4)九州・韓国南部クラスター交
流事業

部品・素材産業分野、ＩＴ産
業分野、環境産業分野におい
て、地域間・クラスター間・企
業間の交流を活性化し、九州・
韓国南部地域の貿易、投資の拡
大を図るため、広域経済連携モ
デル策定の調査を実施するとと
もに、個別ビジネス商談会を実
施する。
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地球環境適応
型・本邦技術
活用型産業物
流インフラ整
備等事業委託
費（委託）

△ ○ 平成21年
度

△

△ ○

○(1)地域間の広域連携等による外
国企業誘致を通じた地域産業集
積の活性化。
(2)我が国企業のグローバル展開
に資する外国企業との提携（ア
ライアンス）構築。

平成23年
度

(1)｢広域連携地域支援事業｣にお
いて採択する外国企業誘致に取
り組む広域連携地域数、｢外国企
業立地等促進支援事業｣を通じた
地域への外国企業招へい数及び
外国企業進出数。
(2)｢外国企業マッチング支援事
業｣を通じた外国企業と国内企
業・地方自治体との個別商談件
数及び外国企業進出数。

○△

１．円借款及び民活インフラ案
件形成等調査

毎年、既存の調査案件に関す
るアンケート調査を実施して進
捗状況等を確認する。また、直
近年度に実施した調査結果につ
いて、ＰＤＭ手法による評価を
行う。

経済協力の推進

(1)上海博における日本館への来
館者数の把握。
(2)日本館来場者に対するアン
ケートの実施による日本への認
知度の深まりや好意度の高まり
の把握。
(3)コ・フェスタin上海の来場者
数の把握。

○

２．民間資金によるインフラ開
発を促進するため、収益性の見
込まれるインフラ案件のパッ
ケージを組成する。具体的に
は、収益性は低いが、社会、経
済的に需要が高く、従来は公的
資金で整備されてきたインフラ
の開発（道路、鉄道、港湾等）
と、収益性が高く民間投資によ
り整備されてきた開発（工業団
地、物流基地、住宅・商業地
等）を組み合わせてパッケージ
化する。本事業は、このような
仕組みでアジアの広域開発を行
う「アジア総合開発計画」の策
定を行っているＥＲＩＡにおい
て、先行的にインフラ案件の
パッケージ組成し、成功事例を
生み出す。

平成23年
度

貿易投資促進

国際博覧会出
展事業委託費
（委託）

１．円借款及び民活インフラ案
件形成等調査事業

本事業では、我が国企業の優
れた技術・ノウハウを活用した
民間提案型の円借款案件形成調
査及び民活インフラ案件形成等
調査等の実施を通じて、我が国
の優れた技術やノウハウを活用
した円借款案件・民活インフラ
案件の実施が拡大するととも
に、途上国の産業・物流インフ
ラ整備等が進捗することを目標
とする。

対内直接投資
促進地域支援
等 事 業 （ 委
託）

・上海博や麗水博への政府出展
を通じ、日本のライフスタイ
ル・価値観・文化、地球的課題
解決への取り組み、技術等が世
界に認知され、日本ブランドと
して発信されることで、貿易・
投資相手国としての日本の魅力
を高めていく。
・愛・地球博の理念の継承や同
博の経験を活かした今後の国際
博覧会への協力を行う。
・魅力ある日本コンテンツの発
信を通じて、急成長が見込まれ
るアジア市場への浸透を図る。

13

12
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貿易投資円滑
化 支 援 事 業
（委託）

△ ○ 平成21年
度

○

○実証事業
　実証事業者に対するフォロー
アップ調査等によって目標達成
状況及び今後の課題を整理して
いく。

２．援助信用商業可能性等調査
随時、経済産業省において、

調査結果等を過去のＯＥＣＤコ
ンサルテーション会合の議論と
対比し、タイド円借款案件の非
商業性を立証するための資料と
して使用しうるか等の観点から
フォローしている。

２．援助信用商業可能性等調査
事業

本事業では、当該タイド案件
について非商業性を証明するた
めの調査を実施し、ＯＥＣＤ輸
出信用アレンジメントのコンサ
ルテーション会合における商業
性判断の審査をクリアして、我
が国の「顔の見える」援助を推
進するためのタイド円借款を実
現することを目標とする。

３．中核拠点整備費
広域地域開発の結節点となる

地域の産業集積の形成や我が国
インフラサービス事業の海外展
開が進捗することを目標とす
る。

△海外開発計画
調査事業（委
託）

○研修事業
研修生等に対するアンケート

等により研修の満足度、研修前
後における知識習得の達成度を
測ることにより、より効果的な
研修目的やカリキュラム等の再
考、研修環境等の改善に反映さ
せていく。
○専門家派遣事業

派遣先等に対するアンケート
結果等によって、ＯＥＣＤのＤ
ＡＣ（開発援助委員会）策定の
評価基準（1991年にＤＡＣで提
唱された開発援助事業の基準
（妥当性、有効性、インパク
ト、効率性、自立発展性））を
準用しつつ、個別案件毎に目標
達成状況及び今後の課題につい
て整理していく。

従来から重点的に技術協力を展
開している５分野（環境・省エ
ネ、物流等）の実施とともに、
経済産業技術協力研究会報告書
（平成19年７月）に基づき、日
本の産業発展の基盤を果たした
技術や制度等のうち、アジア標
準として選定した９つの制度・
システム（化学品安全情報管
理、公害防止管理者等）につ
き、その普及・展開に努める。
また、開発途上国において経済
発展を阻害している産業構造や
経済制度の改革に資する分野、
喫緊の課題である環境・省エネ
等の分野のうち、政策的に支援
すべき案件について技術協力事
業を展開する。
なお、アジア標準として選定し
た制度・システムについては、
経済産業技術協力研究会報告書
にてロードマップを作成し、展
開目標と技術協力資源の投入計
画を設定しているところ、ロー
ドマップに沿った着実な事業展
開を図ることとする。最終目標
は、「アジア標準」とされた制
度・システムについて、事業実
施国での導入・普及等を図るも
のである。

我が国の経験を活かしながら政
策的提言（中小企業支援や投資
促進等）、技術的提言（再生可
能エネルギーの導入や地方電化
を含む電源開発等）を行うこと
により、開発途上国からの要請
ベースでの開発課題（ハードイ
ンフラ整備計画策定やソフトイ
ンフラ（制度）構築）解決につ
なげることを目標とする。
また、これらの開発途上国の発
展の推進を行うと共に、これら
のインフラ整備に附随する事業
を我が国企業等が関与しうる効
果も見込める。

例年、アンケート方式による
フォローアップ調査を実施。

○平成21年
度

○
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○

(2)投資関係、投資セミナー開催
事業について、セミナー内容の
評価を聴取。左に加え、投資検
討状況や今後の投資可能性を調
査。

（アジア標準分野の目標例）
公害防止制度…日本の公害防止
技術を移転しつつ、公害防止関
連法令の整備等を行う。
中小企業経営基盤強化…中小企
業診断士制度の普及を行う。
情報処理技術者試験制度…情報
処理技術者試験制度の普及、自
立的実施に向けた支援等を行
う。

(1)貿易関係、展示会事業につい
ては、日本人専門家をアセアン
に派遣し、日本市場のニーズに
合った魅力あるアセアン製品の
選定協力や製品改良のためのア
ドバイスを行う、さらにアセア
ンセンター多目的ホールやビッ
グサイト等において展示会や商
談会を開催することによってア
セアン諸国から日本へのアセア
ン製品の輸出促進を目指す。

○平成21年
度

開発途上国における貿易投資環
境の整備に係る政策立案・制度
構築支援、人材育成支援等を実
施するにあたり、様々な技術協
力ツール（※）を効果的に活用
していくための基礎的調査を行
うとともに、調査に係る相手国
に対して調査結果の啓蒙活動や
調査結果に基づく提言活動を行
うことを目標とする。具体的に
は、将来の施策立案への参考や
案件発掘に向けた成果の活用
等。
※ＭＥＴＩ所管の技術協力ツー
ル例…海外開発計画調査委託
費、貿易投資円滑化支援事業
（専門家派遣事業・研修事業・
実証実験事業）、経済産業人材
育成支援研修事業、経済産業人
材育成支援専門家派遣事業、研
究協力推進事業

平成21年
度

△

(2)投資関係、投資セミナー開催
事業については、日本の投資家
にアセアンへの投資インセン
ティブを与えるため、貴重な情
報を提供できるハイレベルの政
府高官の講演や現地投資家によ
るセミナーを開催することに
よって、アセアン投資環境への
日本のニーズの理解を促進さ
せ、投資環境改善を目指す。

△日・アセアン
貿易投資観光
促進センター
（拠出金）

貿易投資環境の整備に係る基礎
的調査結果を踏まえ、政策立
案・制度構築支援、人材育成支
援等への企画立案件数を調査
し、また、結果については報告
会を開催し、結果に関する議論
を行う。

アジア産業基
盤強化等事業
（委託）

○○ (1)貿易・展示会事業について、
商談会の約６ヵ月後に、貿易振
興機関を通じて、出展者にアン
ケートを実施、貿易振興機関経
由で回収。
①商談会終了後、３ヶ月程度の
間に初回のフォローアップを実
施。その後、６ヶ月、１年、２
年など複数回実施。
②出展企業に直接送付、回収。
貿易振興機関は、ＣＣにて連
絡。
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○ ○ 平成21年
度

○

②専門家派遣事業
経済のグローバル化が進展す

る中で、それに対応すべくアジ
ア諸国を中心とした開発途上国
の製造技術等の人材育成支援を
通じて、安定的成長及び環境改
善を支援するとともに、我が国
にも還元されるような相互利益
となる専門家派遣事業を実施す
る。

現在、アジアの現地法人の従
業員数は280万人(出展：海外進
出企業総覧(2008)）であるが、
我が国製造技術の移転により、
途上国の技術系人材育成を進め
る上で、この中核となる中間管
理職38万人強程度の育成を進め
ていくことが重要。一方、ＪＯ
ＤＣの年間専門家派遣人数は約
240人であり、これらの専門家に
よる現地従業員指導対象者数は
最大５千人弱程度。上述の育成
目標に対して年間あたり数％程
度のカバー率である。

経済産業人材
育成支援事業
（補助）

①研修事業
現在、アジアの現地法人の従

業員数は280万人(出展：海外進
出企業総覧）であるが、我が国
製造技術の移転により、開発途
上国の技術系人材育成を行う上
で、この中核となる中間管理職
38万人強程度の育成を進めてい
くことが重要である。一方、Ａ
ＯＴＳの経済産業人材育成研修
事業における年間研修予定人数
は約0.4万人であり、上述の育成
目標に対して約１％程度のカ
バー率である。今後も、産業の
グローバル化に伴い育成対象者
数は増加していくものと考えら
れることから、当該カバー率を
維持しつつ、開発途上国の産業
人材育成ニーズを捉えた研修事
業を、積極的に実施していくこ
とが必要である。

具体的に平成22年度は、開発
途上国より約3,179人（前年比約
550人減）の研修生を受け入れ、
海外研修を約25コース（前年比
約55コース減）実施し、技術移
転及びこれを通じた人材育成を
支援するとともに、経営の現地
化に資する技術系管理者層の人
材育成及び環境技術管理手法の
普及等を強化していく。

研修の実施においては、研修
生及び研修生受入企業から80％
以上の満足度を得るとともに、
帰国後の研修生の研修効果、成
果を調査し、研修の意義・役割
の評価を行うことで、より開発
途上国の産業界のニーズに合っ
た研修事業を展開していく。

①研修事業
研修生、受入企業等に対する

アンケート等により研修の満足
度、研修前後における知識習得
の達成度を測ることにより、よ
り効果的な研修目的やカリキュ
ラム等の再考、研修環境等の改
善に反映させていく。

②専門家派遣事業
派遣先企業等のアンケート結

果等によって、ＯＥＣＤのＤＡ
Ｃ（開発援助委員会）策定の評
価のための５項目（1991年にＤ
ＡＣで提唱された開発援助事業
の評価基準（妥当性、有効性、
インパクト、効率性、自立発展
性））を採用し、本５項目につ
いて評価する。
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経済連携人材
育成支援研修
事業（委託）

△ ○ 平成21年
度

○

③留学生受入推進等事業
平成20年度までの留学生入居

者数の累計が所期の目標であっ
た5,000名を突破。引き続き宿舎
提供協力企業数、提供枠の拡大
に努めるとともに、受入留学生
数の増を目指し、平成25年度ま
でに、新たに累計で1,000名の受
入留学生数を目標に設定、将来
のアジア等開発途上国における
産業人材の育成に資する。

今後、産業のグローバル化に伴
い育成対象者数は右肩上がりと
なることを考えても、最低でも
現状の年間カバー率を維持しつ
つ、今後人材育成人数の向上に
努め、引き続き開発途上国の裾
野産業分野等の発展に貢献する
事が重要である。平成22年度に
はこれまでの指導を継続しなが
ら、よりグローバルなニーズに
応えた専門家派遣事業を実施す
るために、環境技術・管理手法
等の指導による地球の環境改善
に貢献する事を目指す。

ＥＰＡに基づき、研修生の受け
入れを確実に履行することが必
要である。そのために入国後の
６ヶ月間の日本語研修を次の研
修目的・目標に沿って策定され
た研修カリキュラムに基づき実
施する。
①研修目的：日常生活における
基礎的な日本語能力及び施設に
おける利用者や職員との最低限
の日本語コミュニケーション能
力を習得する。
目標：基本的な日本語を使った
就労を可能にするレベルの日本
語習得。
②研修目的：自立的かつ安定的
に就労・研修・生活するための
基礎的能力を獲得する。
目標：日本での生活者として、
及び看護師・介護福祉士として
必要な日本社会への理解、日本
の生活習慣と職場適応能力の習
得。
また研修環境面では、６ヶ月と
いう長期間の研修への対応とし
て、日本語学習や日本での生活
に関する相談、病気時の対応、
宗教等に配慮した食事の提供
等、研修生が快適に研修を受講
できる環境確保に配慮する。
・フィリピンからの看護師・介
護福祉士受入人数　690人

③留学生受入推進等事業
本事業の実施機関である(財)

留学生支援企業協力推進協会の
役員会、諮問会議等において、
協力企業数や受入枠、入居留学
生数の動向について、また退寮
した留学生を対象とした事後評
価アンケートの実施結果につい
て審議している。

インターフェイス支援事業の
フォローアップとして、留学生
が帰国後に母国において、協力
日本企業との交流経験報告会を
開催することにより、当該国と
我が国との相互理解の一層の促
進、企業との連携強化を図って
いる。

研修の適切な実施と効果の把握
のため、研修開始前、終了後
に、研修生へのヒアリング、ア
ンケート等を実施し、日本語理
解度や研修環境に対する満足度
等を把握し、事業を評価する指
標とする。
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アジア生産性
向上事業（委
託）

○ ○ 平成21年
度

○

平成21年
度

○

平成21年
度

アジアを中心とした現地産業人
材の候補生を育成するととも
に、現地日系企業における就業
への理解促進を目的として、現
地高等教育機関及び産業人材育
成機関において、ビジネス日本
語・日本企業文化普及講座支
援、中堅・中小の日系企業等の
合同ジョブフェア開催を一体的
に行い、これらの取組への大学
生等の現地人材の参加者と、参
加した企業の数の確保を目標と
する。これらの参加者・参加企
業の確保は、産業人材の候補生
を育成しつつ現地日系企業の就
業機会の確保につながり、我が
国のものづくり技術等を現地人
材への移転することで、｢13．経
済協力の推進｣の施策目標である
｢③産業人材育成の強化｣に貢献
する。

我が国と開発途上国の研究機関
等が、新エネ・省エネ・環境分
野を中心とした技術開発課題を
共同で解決することにより、我
が国の高度な研究開発能力を効
率的かつ効果的に開発途上国に
移転できる。これにより、開発
途上国が新エネ・省エネ・環境
分野を中心とした技術開発課題
を自ら解決するために必要な研
究開発能力を効果的に身に付け
ることができ、ひいては、開発
途上国の自立的発展に繋がる。

○

△

(2)アフリカ生産性支援事業
○パイロット事業については、
対象企業において主要な品質・
生産性指標（納期、不良率・返
品率、稼働率、歩留まり、コス
ト、売上・利益、顧客満足度）
を向上させることにより、目に
見える形での「生産性向上活動
の成果」を創出すること。
○パイロット事業での成果をま
とめた「ベストプラクティス
集」を作成すること。

△

(1)アジア生産性向上事業
○生産性向上に関しアジア各国
から要望のあった事業について
は、各国ＮＰＯの職員が自力で
自国内の企業等を指導できるよ
うになること。
○訪日事業（アジア生産性視察
団、国際研修コース）について
は、
1）参加者から平均80%以上の満
足度評価を得ること、
2）帰国後の活用について「経営
改善のためのアクションプラン
の作成」等、事業成果が有効活
用される割合が75%以上となるこ
と。

○

○

産業人材裾野
拡大支援事業
（委託）

研究協力事業
（補助）

研修生に対するアンケート、派
遣専門家による派遣報告書等を
通して、満足度評価を集計す
る。

補助事業者に対し追跡アンケー
ト等を実施することにより、我
が国が有する新エネ・省エネ・
環境を中心とした分野の技術移
転によって、途上国研究機関の
能力が向上した成功事例数など
を調査する。

現地大学・産業人材育成機関に
おいて行う、ビジネス日本語・
日本企業文化普及講座、合同
ジョブフェアに対する大学生等
の現地人材の参加人数と、合同
ジョブフェアに参加した企業数
を指標とする。また、現地技術
協力機関等を通じてアンケート
や追跡調査等のフォローアップ
調査を行い、実際に就業した現
地人材の人数を可能な限り把握
する。
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○生産性普及セミナーでは、
１ヶ国で50名以上の企業経営幹
部、労働組合代表等が参加する
こと。
○訪日事業においては、参加者
から平均80%以上の満足度評価を
得ること。

国際連合工業
開発機関拠出
金

△ グローバルに展開する国際機関
としてのネットワークを活用し
て、当省独自のツールのみでは
達成し得ない、アジア以外の地
域を含めた開発途上国への協力
や世界的規模の課題に対する支
援事業を実施する。

○ 平成21年
度

○ 事業実施後、開発途上国への投
資につながった事例を、東京Ｉ
ＴＰＯによる在京アフリカ大使
館へのアンケート等を通じて調
査する。

安全保障貿易
管理対策事業
（委託）

△ ○ 平成25年
度

○①迂回調達調査
懸念国による大量破壊兵器等

関連貨物・技術の迂回調達実態
の解明のため、懸念国と周辺国
との国境付近での迂回調達活動
の実態、周辺国に所在する企業
のうち迂回調達に関与している
可能性がある企業等について、
内外の専門機関等から情報を収
集し、分析を行い、アジア地域
等における諸外国の輸出管理制
度の運用実態について把握した
上で、懸念国による迂回調達手
法のほか、頻繁に設立・解散す
るフロントカンパニーの最新の
情報を取得し、輸出管理の実効
性を確保する。

委託先民間団体等が資源保有開
発途上国の民間企業等と共同で
資源開発調査等を行うことによ
り、我が国の有する探鉱開発に
関する優れた技術、ノウハウの
技術移転を図る。また、調査の
成果を基に資源開発が行われ生
産段階に至った場合には、雇用
創出・外貨獲得等を通じて、当
該国の経済発展への貢献を図
る。
なお、これらの探鉱開発活動の
成果により、鉱山開発に至った
場合、資源保有開発途上国に新
たな鉱山ができることで多くの
雇用創出・外貨獲得等の機会が
生まれ、長期的な人材育成及び
技術移転によって現地に浸透し
た技術力の活用の場も提供さ
れ、より自立的・組織的に確立
された産業人材の育成となり、
資源保有開発途上国の経済発展
に寄与することとなる。
具体的数値目標としては、年間
40人程度、５か年で計200人程度
の技術者に対し、共同調査の実
施によって探査技術、衛星画像
解析技術及び評価技術等の技術
移転を図り人材育成を行う。

委託先企業に対し、適宜ヒアリ
ングを行い、進捗状況を把握す
る。
○モニタリング指標
①迂回調達調査、②懸念国大量
破壊兵器等開発・調達動向調
査、③機微技術動向調査
・懸念企業に関する調査報告件
数
・各調査を行った国数
④安全保障貿易普及啓発活動
・各国において開催するセミ
ナー実施件数
・日本において開催するセミ
ナー参加国数
・アンケート調査によるアジア
各国・地域の輸出管理制度の整
備状況

調査終了後、当該技術者に対す
るヒアリング等を行い、共同調
査実施中の技術指導に係る満足
度や技術移転された技術・ノウ
ハウがその後の自国の資源開発
案件に役立つものか等の意識調
査を実施し、80％以上の満足度
を得ることを目標とする。

○共同資源開発
基礎調査事業
（委託）

○

貿易管理

○ 平成21年
度

14



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

△ ○ ○

②懸念国大量破壊兵器等開発・
調達動向調査

懸念国における大量破壊兵器
関連企業等の調査を行い、基礎
データを収集することにより、
年々変化するこれらの開発・調
達動向を正確に把握し、輸出管
理の実効性を確保する。

③機微技術動向調査
各国の輸出管理制度・運用を

参考にしつつ、我が国内の貨
物・技術のうち、工作機械や先
端素材等いくつかの個別分野に
おいて懸念国等による調達の
ターゲットとなる可能性の高い
貨物・技術の概定を行うことに
より、特に警戒すべき技術分野
における輸出管理の実効性を確
保する。

○・製造業全般にわたる広範な
データ収集や調査研究・分析を
行い、それらに基づいた的確な
政策の実施を通じ、我が国製造
業の国際競争力の維持・向上を
図る。
・「ものづくり基盤技術振興基
本法」第８条に基づいて年次報
告書（ものづくり白書）を作成
し、閣議決定する。また、一般
向けに広く普及を図る。
・「中小企業のものづくり基盤
技術の高度化に関する法律」に
基づく技術の指定・研究開発支
援等を実施する上で必要な調査
を行い、法律の適切な執行を行
う。

①委託調査の成果の活用状況、
公表した調査結果への普及の状
況
②ものづくり白書（市販版）の
市販部数、ものづくり白書の説
明会の回数と参加者数
③経済産業省ＨＰに掲載してい
る白書ページのアクセス数 な
ど

安全保障貿易
自主管理促進
事業委託事業
（委託）

④安全保障貿易普及啓発活動
アジア輸出管理セミナー、産

業界アウトリーチセミナーの開
催により、アジア各国・地域の
輸出管理担当及び企業等による
輸出管理の担当者の理解をより
深める。また、各国・地域の貿
易管理を政策として扱う部局等
との情報共有を可能とすること
により、輸出管理制度の整備及
び実効的な運用の実現を促進す
る。

3．ものづくり・情報・サービス産業政策

平成25年
度

△ 平成25年
度

○

本事業で実施を予定しているセ
ミナーでは毎年約１万人の参加
を見込んでおり、専門家派遣に
よる相談及び支援と合わせるこ
とで、既存の自主管理を強化す
る又は新たに自主管理を行う中
小企業等が増加する。これに
よって自主管理体制の構築が促
進され、大量破壊兵器等の開発
等にも利用可能な物・技術の違
法流出を効果的に防止できるよ
うになり、我が国又は国際社会
の平和及び安全に寄与する。

15
製造基盤技術
実 態 等 調 査
（委託）

ものづくり産業振興

・専門家派遣等依頼件数
・セミナーへの参加人数
・輸出管理に係る社内規程の制
定・改正数
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番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
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皮革産業振興
対策事業（補
助）

△ ○ 平成25年
度

○ 各事業の実施内容に応じて、補
助事業者毎に事業者が想定する
成果・事業効果が達成されたか
否か、達成されなかった場合の
原因分析等をもって、本事業の
成果を検証する。

２．皮革産業高付加価値化事業
欧米皮革先進国に比べ見劣り

がすると指摘されている我が国
皮革産業の商品開発力やデザイ
ン力の向上を図るため、全日本
革靴工業協同組合連合会主催の
「ジャパンシューエキスポ」や
協同組合資材連主催の「東京レ
ザーフェア」等への支援を行
い、関連業種間・異業種間のみ
ならず、消費者と直接交流する
場を提供するとともに、優れた
皮革製品に触れること等により
皮革産業事業者の意識改革を図
る。

平成21年度については、平成
19年５月製革業の集積地である
姫路に開設された若手タンナー
が中心となったアンテナショッ
プへの支援を引き続き行い、他
業種等とのコラボレーションや
人材育成を目指す。また、現在
大半が廃棄されている駆除され
た日本鹿の皮を利用した革製品
等の開発を引き続き支援し、
ジャパンブランドの確立を目指
す。

１．皮革産業国際化等推進事業
自らが属する業界の枠を超え

ることが容易でない皮革産業の
各業種において、国際感覚を
持った経営者や後継者、従業員
を育むために、他業種を含めた
内外の各種関係情報の収集提供
とともに、輸入攻勢を掛けてく
るアジア、ＬＤＣ諸国の皮革産
業事業者等と意見・情報・技術
等の交流を促進する。

平成20年度については、ブラ
ジル皮革産業の現状等の情報収
集を行うとともに、ブラジル市
場にアプローチするため、ブラ
ジルで活躍する日本人、及び日
系人の方とブラジルで取り組ん
でいるビジネスについてセミ
ナー形式で意見交換等を行っ
た。

平成21年度については、皮革
文化の伝統がある欧州や、一大
皮革消費地のアメリカ等へ調査
団を派遣し、皮革産業に関する
情報収集や関係団体との交流等
を図る。

平成22年度については、引き
続き、日本の皮革業界と関連が
深いと考えられる国々への調査
団派遣や、皮革関係国際会議へ
の出席等を行うことにより、皮
革産業に関する情報収集や関係
団体との交流等を図る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
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○ 伝統工芸士認定数、学生・社会
人への実演・研修事業受講者
数、表示検査体制の指導件数、
全国伝統的工芸品センターへの
来客数、伝統工芸品コンクール
への出品件数、フォーラム事業
による異分野とのマッチング件
数、伝統的技術・技法活用製品
の展示件数等

３．製革業公害防止対策
近年の環境意識の高まりにか

んがみ、環境対策を行わない産
業は、産業としての持続性に乏
しいことから、非クロム化に向
けた取組等を通じたエコレザー
の普及促進等、皮革産業が行う
環境対策について支援を行う。

平成21年度については、植物
タンニン鞣し等の非クロム化に
向けた研究開発等を通じ、平成
18年度に基準値が設定され現在
認証制度確立に向けた検討がな
されている日本エコレザー基準
値（ＪＥＳ基準値）に適合した
革の普及促進を図ることによ
り、競争力強化を目指す。ま
た、ＪＥＳ基準を満たすための
技術的課題の検証、革中六価ク
ロムの発生原因の検証、健康被
害を及ぼす原因となるホルムア
ルデヒドの革製品への移染の問
題等について引き続き検証を行
い、消費者に信頼される革を作
るための研究事業等を行う。

平成22年度については、引き
続き非クロム化に向けた取り組
み、ＪＥＳ基準を満たすための
技術的課題の検証等を通じた消
費者に信頼される革を作るため
の研究事業等を行う。

△ 平成25年
度

○伝統的工芸品
産業振興補助
事業（補助）

「伝統的工芸品産業の振興に関
する法律」第24条に基づき伝統
的工芸品産業振興協会が実施す
る事業概要は以下のとおり。

１．人材確保及び技術・技法継
承事業：

熟練従業者に対する「伝統工
芸士」認定、後継者育成等に貢
献した者の褒賞、大学生・社会
人を対象とした製作体験事業等

２．産地等指導事業：
表示指導事業、プロデュー

サー等とのマッチング、産地調
査・診断事業、原材料・用具等
の生産基盤に係る情報提供事業

また、現在大半が廃棄されてい
る駆除された日本鹿の皮を利用
した革製品等の開発を引き続き
支援し、ジャパンブランドの確
立を目指す。

平成22年度については、引き
続き「シューエキスポ」や「東
京レザーフェア」等への支援を
行い、我が国皮革産業の商品開
発力やデザイン力の向上を図
る。
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の特定
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△伝統的工芸品
産業支援補助
事業（補助）

○キッズデザイ
ン製品開発支
援 事 業 （ 委
託）

「伝統的工芸品産業の振興に関
する法律」に基づき、伝統的工
芸品の産地が取り組む以下の事
業を通じて、一産業として、伝
統的な技術・技法を将来に継承
するための基盤を構築する。
22年度要求では、需要拡大に資
する事業を最重点に位置付けて
補助事業費の配分を見直し、事
業審査において、より効果的な
需要開拓事業が盛り込まれてい
る申請を最優先とする。

１．後継者育成事業： 後継者育
成のための研修、体験指導等
（「振興計画」）
２．需要開拓事業： 展示会開催
に よ る 需 要 開 拓、 意匠 開拓
（「振興計画」、「共同振興計
画」）
３．産地活性化事業： 伝統的工
芸品を活用した産地活性化、産
地間交流（「活性化計画」、
「連携活性化計画」）
４．地域人材育成・交流支援事
業： 産業振興に係る人材育成、
消費者等との交流（「支援計
画」）
5．産地プロデューサー事業：
新商品開発、販路開拓（「支援
計画」）

平成25年
度

具体的な事例報告から成果を確
認。

事故詳細分析・実証件数につい
ては、本事業の実績により観測
を行う。実証による事故予防へ
の効果については、専門家・研
究者、企業・業界団体のヒアリ
ング等により観測する。
情報の共有・発信状況の活用に
つ い て は 、 当 該事 業の ＨＰ
「キッズデザインの輪」へのア
クセス数によって観測する。ま
た、事故情報の活用状況につい
ては利用者へのアンケート等に
より観測する。

○

○

△

子どもの事故情報の分析・共有
システムの構築、専門家・研究
者のネットワーク及び企業・業
界団体のネットワークの構築と
これらの共同による実証的なプ
ロジェクト事業を行う。
24年度での目標として、22年度
からの３ヵ年の事故情報の詳細
分析と実証について36件の実施
を目指す。また、「キッズデザ
インの輪」（子どもの事故のＣ
Ｇ映像やデータ統計の閲覧・検
索が可能なＷｅｂサイト）のア
クセス数4.5万件を目指す。

平成25年
度

○

３．普及推進事業：
ＩＴを含む広報媒体、海外イ

ベント、国内の月間推進イベン
ト等を通じた情報発信事業、全
国伝統的工芸品センターにおけ
る常設・特別展示

４．需要開拓事業：
伝産品の公募・顕彰を行うコ

ンクール展示会、作り手とデザ
イナー等の他セクターとのマッ
チングによる新商品開発フォー
ラム事業、伝統的技術・技法を
応用した活用製品展示会、海外
イベントへの参加
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生物多様性条
約第10回締約
国会議及びカ
ルタヘナ議定
書第５回締約
国会議の開催

△ ＣＯＰ10を円滑に実施すること
により、ホスト国としての責務
を果たす。

○ 平成25年
度

△ 新聞等の報道を通じ、ＣＯＰ10
開催の結果について評価を得る
ことが可能。

サービス産業
生産性向上支
援 調 査 事 業
（委託）

△ ○ 平成21年
度

○
サービス産業強化

・サービスプロセス等を活用し
た改善手法を適用した事例数
・サービス産業におけるＣＳＩ
対象業種の占める割合（付加価
値額ベース）
・「ハイ・サービス日本300選」
の選出数
・ グ ロ ー バ ル ・サ ービ ス・
フォーラムへの参加企業・団体
数
・健康長寿・少子高齢化分野に
おけるサービスプロセス等を活
用した改善手法を適用した事例
数

○サービス品質の可視化による
効率及び品質・信頼性の向上と
競争を促進する環境の実現

業種横断的に顧客満足を比較
可能な日本版ＣＳＩモデルの運
用・普及、サービス品質の可視
化を可能とする指標等の構築、
品質・認証基準の策定とこれに
基づく品質認証・認定制度の構
築、個別トラブルの迅速な解決
に資する外部機関（ＡＤＲ機能
を含む）の仕組みの構築支援を
行うことにより、サービスの品
質を「見える化」して、消費者
が自ら求めるサービスの品質を
把握・選択することを可能とす
る。

17
下記の目標を達成することによ
り、サービス産業の効率と質を
引き上げ、サービス産業全体の
生産性を向上させる。これによ
り、日本経済の持続的成長を図
る。

○より合理的かつ効率的で、顧
客の潜在的ニーズを捉えた競争
力あるサービスの創出

「経験と勘」に加えて、顧
客・従業員のニーズ、特性を把
握・分析した科学的・工学的な
手法や製造業の管理ノウハウの
適用事例を創出・蓄積し、これ
を全国に波及することにより、
サービスプロセス改革による効
率化を実現した新たなサービス
の創出と飛躍的な生産性向上を
全国レベルで実現する。

また、事例分析ＷＧ（仮称）
において、製造管理ノウハウを
活用したプロセス改善事例やこ
れまでサービス産業の生産性向
上の先進事例として蓄積・収集
してきた「ハイ・サービス日本
300選」の事例を、より事業者に
活用されやすい形（体系化され
たノウハウ、パッケージ）に
ツール化して整理・分析し、こ
れを全国各地でのセミナー等で
中小企業も含めた全国のサービ
ス事業者に向けて展開する。こ
れにより、各事業者に「気づ
き」を与え、先進事業者の手法
を実際の事業の中で実践するこ
とにより、サービス産業全体の
底上げを実現する。
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安 心 ジ ャ パ
ン・プロジェ
クト（委託）

○ ○ 平成21年
度

○

○体系的な人材育成プラット
フォームによるキャリアパスの
可視化

業種内や業種間共通に必要と
されるスキルやノウハウを明確
化し、より戦略的に人材を育成
していくための能力評価の仕組
みを整備することにより、サー
ビス産業に従事する者のキャリ
アパスを「見える化」し、サー
ビス産業人材の技能向上、高品
質・高効率なサービス産業を担
保する人材育成を実現する。

○サービス産業のグローバル展
開の促進

現地消費市場情報やベストプ
ラクティスを収集・共有すると
ともに、官民合同ミッションの
派遣を実施する等、業種横断
的、かつ産学官の連携による施
策を展開するとともに、海外か
らの顧客を積極的に取り込むこ
とで、これまで必ずしも国際展
開が積極的になされていない我
が国サービス業の国際展開が進
み、生産性向上や市場フロン
ティアの拡大・持続的な経済成
長を実現する。

○ビジネス環境整備支援
新たなビジネス環境のあり方

について分析・提示することに
より、サービス産業の新領域へ
の展開、既存領域における市場
の開拓のきっかけとし、既存の
サービス産業の改善・最適化に
向けた取組との相乗効果によっ
て、高い生産性向上を実現す
る。

(1)健康共創プラン
実証事業の進捗については、

有識者からなる委員会を設置
し、進捗状況を把握する。

(1)健康共創プラン
・高付加価値型健康長寿サービ
ス創出基盤整備事業

各事業者や自治体等が連携
し、フィットネス、外食、食材
流通等のサービス産業事業者－
医療機関－介護施設間の業務連
携ガイドラインや品質基準及び
ＩＴを活用した新たなビジネ
ス・モデルの前提となる標準情
報項目や保険制度との連結を可
能とするためのプロトコルの検
討・設定に基づいたシステムの
仕様検討・設計・開発等を行
う。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

・車載ＩＴシステムを活用した
緊急医療体制の構築
　事業の進捗及び評価について
は、ＮＰＯ岐阜救急災害医療研
究開発機構、中部管区内大学
（医学部）、関係省庁、地方自
治体（岐阜県、岐阜市、高山
市、美濃加茂市）、産業界（Ｉ
ＴＳ　Ｊａｐａｎ）が参加する
有識者による委員会を発足さ
せ、事業の評価を実施する。

(2)地域生活インフラ形成促進事
業

広範で密なネットワークと豊
富なツールを有している民間事
業者等が、地方自治体と連携
し、地域の生活の安心を支える
新たな「地域生活インフラ」形
成の一端を担う社会を目指す。
22年度には、数件の先進的な取
組を選定。各取組における制度
的課題を整理しながら、新たな
生活インフラの構築を支援す
る。

(2)地域生活インフラ形成促進事
業

国・学識者・民間事業者を交
えた検討会で策定するモデル事
業に係る指標と事業計画を踏ま
え、事業の進捗と成果に関わる
評価を実施。

・地域見守り支援システム整備
事業
○事業の進捗については、有識
者による推進委員会を設置し、
事業の評価を実施。
○有識者によるシステム経営検
討WGを設置し、事業の効果・成
果の評価指標を設定し、評価を
実施。

・車載ＩＴシステムを活用した
緊急医療体制の構築
（最終目標）

本事業で開発されるシステム
を構築することにより、救急搬
送時の搬送先（医療機関）への
受入先照会回数を低減し（現在
約20％の複数回の受入先照会を
初回の受入先照会で完了させ
る）、救急配送時間を短縮する
ことで、救急搬送の迅速な対応
が可能となる社会を目指す。

（本事業の目標）
22年度までに「医療機関にお

ける医療スタッフ状況等に関す
る情報を収集するためのシステ
ム」「センターシステム（エー
ジェントシステム）」「救急車
両に搭載する車載システム」
「センターシステム（エージェ
ントシステム）と車載システム
とを通信で接続するシステム」
の実証実験を、23年度に３～５
か所、24年度に７～10か所の医
療機関にて実施し、本システム
の信頼性、有効性、確実性等を
実証する。

・地域見守り支援システム整備
事業

平成21年度は、機器・情報シ
ステムの仕様検討・設計・開発
を行い、併せて関連するサービ
スの検討を行う。並行して、シ
ステム構築や運用のための標準
規約や運用ガイドラインの暫定
版策定を行う。平成22年度と平
成23年度は、実際に運用を行
い、開発した機器・システムや
その運用・管理に関する課題抽
出と改善を行い、最終版の機器
を開発し、併せて関連サービス
の試行・拡充を行う。並行して
標準規約や運用ガイドラインの
改訂を進め、最終版を策定す
る。
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番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
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健康情報活用
基盤構築のた
めの標準化及
び 実 証 事 業
（委託）

△ 個人が希望に応じて生涯にわた
る健康情報等を電子的に収集・
管理・活用できる情報基盤が構
築されるとともに、国民の健康
増進に資する新たな健康サービ
ス事業者が創出されることを目
標とする。

○ 平成21年
度

○ 事業者、住民へのアンケート調
査

コンテンツ産
業強化対策支
援 事 業 （ 委
託）

○ ○ 平成22年
度

○
18

(3)安心子育て環境整備事業
＜目標＞

民間事業者や自治体等の連携
や情報技術等の導入により、中
小企業をはじめとする地域企業
が幅広く取り組める効率的で新
しい保育サービス（事業所内保
育施設）の経営手法を、関係者
の連携に係るガイドラインの策
定や技術導入に係る標準等の開
発によって確立する。
＜効果＞
・中小企業を含む地域企業の人
材確保手段を充実させ、労働力
人口の減少が懸念される中で我
が国の持続的経済成長を支える
基盤を確保
・保育サービスの効率化、多様
化
・待機児童問題の解決への貢献
による安心して子育てができる
環境の整備

(3)安心子育て環境整備事業
有識者等で構成する「事業推

進委員会（仮称）」を設置し、
事業の進捗管理や評価等を実施
する。

１．コンテンツ国際取引市場強
化事業、２．アジアコンテンツ
プラットフォーム構築事業、
５．正規版流通促進事業
（主に海外展開強化に係る３事
業）

①我が国コンテンツの海外訴
求力の強化、海外における潜在
需要の顕在化による収益化、②
コンテンツの製作・流通に関す
るアジア共通市場の整備、③海
賊版対策後の正規版コンテンツ
の流通円滑化を図る。

１．コンテンツ国際取引市場強
化事業
①第４回「ＪＡＰＡＮ国際コン
テンツフェスティバル」の来場
者数
②東京国際映画祭併設のコンテ
ンツマーケット「ＴＩＦＦＣＯ
Ｍ」における出展者数及び商談
回数

２．アジアコンテンツプラット
フォーム構築事業
①「アジア・コンテンツ・ビジ
ネスサミット」の参加者数
②国際的人材（ブリッジパーソ
ン）の育成事業を通じて国際共
同製作推進のためにマーケット
に派遣したプロデューサーの人
数
③本事業により企画された共同
製作支援の本数

５．正規版流通促進事業
コンテンツ関連企業からのア

ンケート回収率

コンテンツ産業強化
コンテンツ産業の市場規模の拡
大と雇用創出を図るため、下記
の目標を達成することにより、
総合的な国際展開の促進、海外
市場の開拓、日本文化への理
解・国民相互理解の深化、他産
業への効果の波及とともに、コ
ンテンツ配信市場拡大のための
環境整備を実現する。また、日
本のコンテンツ産業が直面する
３つのリスク（日本コンテンツ
産業の内需の伸び悩み、一方的
な人材流出、中期的に産業全体
がグローバルな展開に吸収され
るリスク）を克服し、2015年度
までにコンテンツ産業の市場規
模を20兆円まで拡大させ、これ
により日本経済の持続的成長を
図る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

19
化学物質規制
対策事業（委
託費）

○ ○ 平成25年
度

○ ●化学物質規制対策に係る調査
・第一種特定化学物質を含有す
る製品等による人や環境への被
害の防止に関する化審法の運用
状況。
・ＯＥＣＤより日本政府に割り
当てられている物質（１会合あ
たり１～２物質）について、Ｏ
ＥＣＤへデータ報告の状況。
・化審法で運用されている試験
方法・評価基準がＯＥＣＤテス
トガイドライン等の国際標準と
して活用されていること及び関
連する議論の状況。
・実証し確立した伝達スキーム
を利用した優先評価化学物質に
対する用途情報の収集状況や物
質のリスク評価の数によって、
有効性を確認する。

４．著作権情報集中管理処理事
業

コンテンツ製作者及びコンテ
ンツ流通者の双方が、コンテン
ツの二次利用・三次利用など
を、積極的に行い、かつ公正な
収益の分配が図られるような自
由かつ円滑なコンテンツ取引市
場制度を整備する。

化学物質管理

４．著作権情報集中管理処理事
業

実証実験で構築した著作権Ｄ
Ｂへのアクセス数

●化学物質規制対策に係る調査
・有害化学物質を含む製品の実
態を正確に把握し、化審法にお
ける適確な規制を実施し、有害
化学物質による人や環境への影
響を最小化する。
・ＯＥＣＤの高生産量化学物質
リストに掲載されている物質の
うち約10物質について、基本的
性状に係るデータの取得及び評
価を行う。（ＯＥＣＤ会合にお
いて定められた日本の分担は平
成22年までに96物質）もって、
国際的な化学物質管理政策の協
力・ワークシェアリングを図
り、各国において、効率的かつ
適確な化学物質管理政策を展開
する。
・ＰＯＰｓ条約における対象物
質選定作業における有害性評価
について、化審法の運用等を踏
まえて試験方法・評価基準を提
案し採用されることにより、国
際的な化学物質管理の調和・協
調に貢献し、残留性有機汚染物
質に関する国際条約による規制
の合理化を図る。
・改正化審法における「優先評
価化学物質」について、いち早
く詳細なリスク評価を行うべ
く、既存の情報システムやデー
タベースを活用した用途情報収
集システムの調査及び実証事業
を行うことで、迅速にリスクの
高い化学物質の規制を行い、化
学物質を巡る環境リスクの低減
を図る。

３.コンテンツ配信型ハイブリッ
ド・ビジネスモデル実証事業

映像コンテンツをインター
ネット上に流通させる市場環境
を整備するため、新ビジネス
フォーマットのモデルを構築す
ることによって、インターネッ
トを始めとする様々な表示メ
ディアを使ったコンテンツ流通
を拡大させ、コンテンツ産業の
市場規模の拡大を図る。

３．コンテンツ配信型ハイブ
リッド・ビジネスモデル実証事
業

上記実証実験で構築したプ
ラットフォームへのアクセス数
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●有害性評価・リスク評価に係
る基盤情報の調査
・リスク評価スキームの確立状
況、及びリスク評価等のための
基盤情報の整備状況を確認。
・化学物質による生殖毒性、内
分泌かく乱作用等の有害性評価
について、in vitroスクリーニ
ング試験法、トキシコゲノミク
ス手法等の調査の進捗及び国際
標準化に向けた取り組み状況。
・類推手法による評価手法の開
発状況や化審法で運用されてい
る試験方法が国際標準として活
用されていること及び関連する
議論の状況。

●事業者による自主的管理の推
進に係る調査（化管法）
・届出事業所数、排出量、移動
量の推移。
・ＧＨＳの普及状況。

●事業者による自主的管理の推
進に係る調査（化管法）
・化管法の円滑な施行を実現
し、法目的である「事業者によ
る化学物質の自主的な管理の改
善を促進し、環境の支障を未然
に防止すること」により、我が
国の化学物質総合管理を推進す
ることを目的とする。
・化管法のＰＲＴＲ制度に基づ
く対象化学物質の届出排出量
は、法施行以来減少してきてい
る。今後も引きつづき、化管法
の円滑な施行のために必要な本
事業を実施し、更なる自主管理
促進や排出量削減に努める。化
学物質管理を巡る国際的な動向
を踏まえＧＨＳに関する調査等
を実施することにより、国際整
合を図るとともに、有害性情報
の事業者間の伝達・共有によ
り、適正な化学物質管理の促進
を図る。

●有害性評価・リスク評価に係
る基盤情報の調査
・平成23年度までに、リスク評
価スキームを確立し、そのため
の情報基盤を整備する。リスク
評価スキームに基づく化審法を
適確に運営することにより、効
率的に化学物質による人や環境
への影響を最小化する。併せ
て、事業者による化学物質管理
の合理化を図る。
・化学物質によって引き起こさ
れる生殖毒性、内分泌かく乱作
用等について、低コストかつ短
期間に実施できる有害性評価手
法の調査を行い、成果について
は国際会合にも提案する。もっ
て、化審法の運用や国際的な化
学物質管理政策の調和を図る。
・ＯＥＣＤで作成されている分
解試験方法や濃縮試験方法との
比較検討を行い、ＯＥＣＤの評
価試験方法と調和可能となるよ
うな調査・検討を行う。更に、
我が国で実施している評価試験
方法と試験結果が許容できるよ
う試験方法の提案を作成する。
また、現在、試験データに基づ
き既存化学物質及び新規化学物
質の判定が行われているが、信
頼性の高い類推手法の導入によ
り、効果的・効率的に評価を行
うことが可能となる。もって、
国際的な化学物質管理の調和・
協調・効率化に貢献する。
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資金供給円滑
化信用保証協
会 等 補 助 金
（補助金）

△ 全国52の信用保証協会の財政基
盤を強化することにより、中小
企業への円滑な資金供給を実現
する。

○ 平成23年
度

○ 保証承諾実績を指標に中小企業
への円滑な資金供給をどの程度
実現しているか測定する。

経営安定関連
保証等対策費
補助金（補助
金）

△ 原材料価格や仕入価格の高騰、
国際的な金融不安等による急激
な経営環境の変化により、中小
企業の資金繰りに支障が生じて
いる中で、中小企業に円滑な資
金供給を実現するためセーフ
ティネット保証等の積極的な活
用を図る。

○ 平成23年
度

○ セーフティネット保証等の保証
承諾実績を指標に中小企業への
円滑な資金供給をどの程度実現
しているか測定する。

○ 本事業の達成状況は試験実施物
質数で確認する。

○

中小企業事業環境の整備

●国際動向の把握と国際協調
・化学物質の用途情報等の共有
等について中小企業を含む産業
連携状況。
・我が国の現状について、ＵＮ
ＥＰ管理理事会及びＩＮＣでの
議論に適切に反映されているか
状況把握。
・東アジア各国における化学物
質管理制度に対する認識の向上
や、その効率性に対する意識の
醸成状況。

●国際動向の把握と国際協調
・水銀規制に関する条約化に向
けて開催されるＩＮＣやＵＮＥ
Ｐ管理理事会での有害金属の規
制に関する議論に対し、我が国
の実情を適切に反映させるた
め、我が国および欧米の有害金
属の規制、有害金属の製造・使
用・排出の実態等について調査
し、現状を明らかにする。もっ
て、水銀を含む有害金属の適正
な管理に向けた国際的な取り組
みの合理化を図る。
・各国の化学物質管理制度の比
較や、ワークショップを開催す
ることによって、政府関係者の
知識の増進及び我が国の化学物
質管理スキームの浸透を図る。
これにより、我が国産業界は東
アジア規模で広がるサプライ
チェーン全体を通した化学物質
管理が容易となり、我が国を含
め東アジア全体での安全・安心
が効率的に高められる。

○中生産量化学
物質の安全性
点検（委託）

4．中小企業・地域経済産業政策

平成25年
度

中生産量の化学物質について、
有害性情報を収集することを目
的とする。収集されたデータ
は、改正化審法で予定されてい
るリスク評価に用いられ、その
結果に基づき、事業者に対して
個々の化学物質の適切な管理を
求める。もって、中生産量の化
学物質による人や環境への悪影
響を未然に防止する。
試験実施が必要な中生産量の化
学物質は約650程度と見込まれて
おり、本事業ではこれらの物質
のうち、特に環境中への放出が
懸念される物質（約110物質）を
対象にハザードデータを試験に
よって収集することを目的とし
ている。

20
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検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

△

○平成23年
度

平成23年
度

回収の実績における利子補給金
所要額を計測指標とする。

中小企業金融
円滑化（利子
補給金）事業
（補給金）

株式会社日本政策金融公庫（中
小企業向け業務。統合前の中小
企業金融公庫を含む。以下、当
該項目内同じ。）は、これまで
厳しい経済・金融情勢下におい
て政府系金融機関として政策性
を最大限発揮するよう取り組
み、特に金融不安が高まった平
成９年以降、民間銀行の補完の
役割を果たすべく、セーフティ
ネット機能の発揮やリスクの高
い新事業への支援等に取り組ん
できたところ。このように、株
式会社日本政策金融公庫が実施
している特別貸付制度につい
て、担保徴求免除等を実施して
おり、そのうち、一部の貸付に
対しては、上乗せした金利分に
対し引き下げを実施している。
平成22年度要求についても、当
該貸付残高に係る金利引き下
げ、貸出金利の急激な上昇抑制
分を補給金にて手当する。
かかる助成により、中小企業者
に対する資金供給業務の円滑な
運営が可能となり、信用力・担
保力が乏しく、なおかつ、資金
力の乏しい中小企業が積極的に
融資を受けることが可能とな
り、事業展開を推進することと
なり、経済の活性化に資するこ
ととなる。

○△

店舗の統合状況等や決算におい
て統合準備補給金所要額をモニ
タリングする。

○ ○

○ 平成23年
度

○

平成20年10月に予定している統
合が順調に行われるよう確認
し、統合後も引き続き必要とな
る店舗統合等の事業を確実に実
施する。
中小企業金融公庫が株式会社日
本政策金融公庫へ統合すること
に伴って必要な補給金を支給
し、利用者の利便性の維持・向
上を図るために店舗統合等を円
滑に進め、中小企業者に対する
資金供給業務の円滑な運営を行
うことで、中小企業事業環境の
整備に資するものとなる。

中小企業者等向け貸出金額、件
数。

＜料率差補給金、利子補給金、
出資金、補助金＞

行政改革推進法・株式会社日
本政策金融公庫法等に定められ
た、今回の政策金融改革によっ
て政策金融機関のみでは適切に
対応できなくなった部分に対応
すべく、新公庫によるリスク補
完措置等を受けて、希望する民
間の指定金融機関が危機対応業
務を行うこと、現在の指定金融
機関が中小企業者等に対して円
滑な資金供給を図ることを目標
とする。

△中小企業金融
円滑化（政策
金融機関統合
準備補給金）
事 業 （ 補 給
金）

危機対応円滑
化業務支援事
業 (補助金、
補給金、出資
金)
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番号

得ようとする効果の明確性
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の特定
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△ ○ 平成23年
度

△ 毎年度の実績をモニタリングす
る。

中小企業金融
円滑化（一般
利差補給金）
事 業 （ 補 給
金）

売掛債権等流
動化支援（出
資金）

決算において、利差補給金所要
額をモニタリングする。

○平成23年
度

○

(証券化支援保証型)
中小企業庁では、不動産価格

の下落等に伴い中小企業の担保
力が低下する中で、金融機関、
投資家との適切なリスク共有を
図りつつ、担保や保証に過度に
依存しない融資を推進してきて
おり、中小企業の資金調達の円
滑化・多様化に向けて資産の証
券化等、新たな金融手法に取り
組んでいる。また、中小企業金
融公庫（平成20年10月１日から
日本政策金融公庫）が実施した
証券化支援業務（保証型）実績
は、平成16年度が642億円（２
件）、平成17年度が158億円（２
件）、平成18年度は112億円（１
件）、平成19年度は31億円（１
件）、20年度は市場環境の悪化
もあり０億円となっているもの
の、かかる助成により、中小企
業者向け貸付等の業務で発生す
る損失部分が補填され、中小企
業者に対する資金供給業務の円
滑な運営が可能となり、中小企
業事業環境の整備に資するもの
となる。

統合前の中小企業金融公庫は、
これまで厳しい経済・金融情勢
下において政府系金融機関とし
て政策性を最大限発揮するよう
取り組み、特に金融不安が高
まった平成９年以降、民間銀行
の補完の役割を果たすべく、
セーフティネット機能の発揮や
リスクの高い新事業への支援等
に取り組んできたところ。この
ようなリスクの高い融資を積極
的に取り組んできたことに加え
て、近年の経済環境悪化や民間
金融機関の不良債権処理の影響
を受けて生じた不良債権の償却
負担が重く、これを補填すべく
収支差補給金により助成してき
た。
株式会社日本政策金融公庫は、
中小企業金融公庫の中小企業者
の貸付等の債権を承継している
が、貸付基準利率から政策的に
利率を引き下げて適用してきた
部分等について、必要額を計算
し、一般利差補給金として助成
する。また、政策金融として実
施する貸付について、政策的に
利率を引き下げて適用してきた
部分等を一般利差補給金とす
る。
かかる助成により、株式会社日
本政策金融公庫の中小企業者向
け貸付等の業務で発生する損失
部分が補填され、中小企業者に
対する資金供給業務の円滑な運
営が可能となり、中小企業事業
環境の整備に資するものとな
る。

△
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得ようとする効果の明確性
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中小企業国際
展開等円滑化
推進事業（補
助金）

○ ○ 平成23年
度

○ ○研修事業
研修生、受入企業等に対する

アンケート等により、研修の満
足度、研修前後における知識習
得の達成度を把握することによ
り、より効果的な研修目的やカ
リキュラム等の再考、研修環境
等の改善に反映させていく。

○研修事業
海外に展開する中小企業の課

題として、適正コストでの管理
職層の雇用が困難である事や現
地技術者との言語によるコミュ
ニケーションによる障壁がある
こと等の問題が多く指摘されて
いる。

こうした課題に対応していく
ため、海外現地法人の技術者等
を日本に受け入れ、日本語や日
本のものづくりの基盤となる日
本文化に関する研修及び企業に
おける製造技術等の研修を実施
する。また海外において、現地
法人等の外国人管理職等を対象
に生産管理・品質管理、環境マ
ネジメント等の指導を行うこと
や、日本から派遣された日本人
指導員等を対象に、赴任国の文
化・労働慣習と対応の仕方等に
関する研修を実施する。

このような人材育成を継続し
ていくことで、現地技術者等と
日本人指導員との意思疎通が円
滑化され、指示が迅速に伝達さ
れることによる業務の効率化
や、従業員の技術力・生産管理
能力向上による製品の品質向上
等の効果が発揮され、中小企業
の海外展開が円滑化される事を
目指す。

(売掛債権流動化)
売掛債権の流動化について

は、現在、金融機関において取
り組まれており、中小企業（納
入企業）の売掛債権をプール
し、リスク分散をさせることに
より、早期現金化手段を提供し
ている。しかしながら、単一の
納入企業では規模がなかなか確
保できず、分散も不十分なので
広がりは限定的。これに対し、
複数の納入企業をさらに集め、
大きなプールを組成し、その一
部を証券化し、機関投資家に売
り出しつつ、売掛債権の早期現
金化を図るサービスが登場して
いる。但し、売掛先の信用を金
融機関自らが判断できる取引先
に対象が現時点では限定されて
おり、またこうしたサービスを
提供している金融機関は現在極
めて限られている。かかる状況
下、日本政策金融公庫が売掛債
権の流動化のコーディネートを
行い、単独では売掛債権の流動
化を行うことができない地域金
融機関の参加を促し、もって全
国の中小企業の資金繰りの円滑
化を図ることとする。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
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具体的には、研修実施にあた
り、研修生及び研修生受入企業
から80％以上の満足度を得ると
ともに、帰国後の研修生の研修
効果、成果を調査し、研修の意
義・役割の評価を行うことで、
より中小企業のニーズに合った
研修事業を展開していく。

△平成23年
度

○専門家派遣事業
派遣先企業等のアンケート結

果等によって、ＯＥＣＤのＤＡ
Ｃ（開発援助委員会）策定の評
価のための５項目（妥当性、有
効性、インパクト、効率性、自
立発展性）を採用し、本５項目
について評価する。

利用者に対するアンケート等

○専門家派遣事業
我が国中小企業の現地法人等

の技術・管理能力の向上を図る
ため、専門家派遣事業にて、短
期専門家を個別の中小企業に派
遣し、ＯＪＴにより指導を行う
事で、技術者等の人材育成や海
外進出後の立ち上げが円滑に進
むよう努める。

また進出日系中小企業等支援
事業においては、海外展開して
いる中小企業が、ビジネス活動
を行う上で早急に解決すべき諸
問題について、海外及び日本国
内各地でセミナーを開催するこ
とで必要な情報等を提供し、更
に中小企業診断士等の専門家に
よる巡回・個別相談や経営者に
対する指導等を実施する事で、
我が国中小企業の円滑な国際展
開を促進させる。

具体的には、当該研修事業及
び専門家派遣事業を実施した企
業に対するアンケート結果で満
足度80％以上を目標とする。

①輸出支援事業
我が国中小企業の海外への販

路開拓を促進するため、輸出意
欲の高い分野や、輸出競争力が
あると見込まれるものの積極的
な取組がなされていない分野の
輸出を拡大する。
〔政府の輸出拡大目標（21世紀
新農政2007）における「平成25
年までに我が国農林水産物・食
品の輸出額を１兆円規模（平成
21年に6,000億円）とすることを
目指す」等〕。

②知的財産権保護対策事業
海外における我が国中小企業

の知的財産権保護を図るため、
企業の個別要望に基づいた知的
財産権侵害状況調査を実施し、
企業の知的財産権の侵害をなく
していく。

③海外投資支援事業
我が国中小企業の海外進出及

び現地活動の円滑化を図るた
め、海外における事業活動に係
る情報提供、マッチング機会の
提供等を実施し、企業の海外投
資を増加させる。

○日本貿易振興
機構事業（補
助金）

○
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○中小企業政策審議会におい
て、本調査の結果を用いて分析
を行う中小企業白書等について
審議を行い、学識経験者からの
意見等を聴取する。
○中小企業庁ホームページにお
いて、中小企業白書等の感想を
広く国民から募る。
○本調査の成果（中小企業白
書、中小企業実態基本調査等）
が他の文献、論文等での引用等
により活用されている状況を把
握する。

２）中小企業実態・対策調査
本調査は、中小企業を取り巻

く事業環境の変化が中小企業に
与える影響や中小企業が直面し
ている課題等を明らかにするこ
とにより、中小企業の経営上の
参考に資するとともに、中小企
業政策の適切な立案、説明責任
の徹底、政策評価の実施に資す
る。

中小企業は幅広い業種にまたが
り、企業形態や企業規模等に
よって個々の中小企業の実態は
大きく異なることから、本事業
は、こうした多様な中小企業の
実態や課題を的確に把握し、こ
れらに関する中小企業、中小企
業支援機関等の理解を深め、中
小企業政策の適切な立案や評価
の実施に資するものである。下
記の１）と２）の調査のそれぞ
れについては、以下のとおりで
ある。

△ 平成23年
度

○ ○

１）中小企業実態基本調査
本調査は、中小企業の財務情

報（貸借対照表や損益計算書の
主要な勘定科目）、経営情報
（従業者数、取引金融機関の種
類、委託・受託の状況）等の基
礎情報を調査・集計・公表す
る。本調査により構築される
データベースは、製造業、建設
業、運輸業、サービス業等の幅
広い業種に関し、法人企業・個
人企業、従業者規模・資本金規
模等に分けた財務情報等を提供
し、中小企業の経営戦略の策
定、中小企業支援機関の指導・
助言、国・地方公共団体の政策
立案・政策評価に寄与するとと
もに、大学等の研究でのデータ
ベースとしての活用に資する。

④産業協力強化事業
産業交流支援やベンチャー企

業の海外展開支援等を実施し、
地域経済の一層の活性化・国際
化を図る。

⑤調査・情報提供事業
上記の各事業が効果的に実施

されるよう我が国中小企業が対
外経済活動を展開する意思決定
を行う際に必要となる情報を、
ジェトロの有する海外ネット
ワーク等を通じ継続的に収集・
分析、調査研究し提供する。

中小企業実態
調 査 委 託 費
（委託）
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△ 平成23年
度

日本政策金融公庫では、本制度
を適用した場合、四半期毎の業
況報告を義務づけており、対象
事業者の業績や資金繰り等につ
いて定期的にモニタリングを
行っている。

○中小企業者の経営再建等に対す
る積極的な取組を推進するとと
もに、その取組により財務状況
等が改善される中小企業者の増
加を目標とする。

○

決算に基づき成功払い型の金利
を適用するため、定期的な業況
報告や企業訪問によるモニタリ
ングを実施する。

○

定期的な業況報告や企業訪問に
よるモニタリングを実施する。

多様な起業者や新しい技術の活
用等による活発な新規事業の創
出を支援することにより、我が
国の経済活力の維持・向上に資
することを目標とする。

○

○成功払い型貸
付制度（新事
業育成資金・
女性、若者／
シニア起業家
支援資金・再
チャレンジ支
援融資（再挑
戦 支 援 資
金）、新事業
活動促進資金
（第二創業関
連））の継続
（財政投融資
特別会計（投
資勘定）：融
資）

挑戦支援資本
強化特例制度
（財政投融資
特別会計（投
資勘定）：出
資）

△

企業再建・事
業承継支援資
金（企業再建
関連）の上乗
せ金利の引下
げ（財政投融
資 特 別 会 計
（ 投 資 勘
定）：出資）

△

△

新事業や事業再生等の局面にあ
る事業者に対して、日本政策金
融公庫が資本性資金を供給する
ことにより、当該事業者の財務
体質を強化するとともに、民間
金融機関からの資金調達を可能
とし、地域経済の活性化に資す
ることを目標とする。

中小企業者の企業立地又は事業
高度化の積極的な取組を推進す
るとともに、その取組により財
務状況等が向上する中小企業者
の増加を目標とする。

○平成23年
度

平成23年
度

とりわけ、中小企業基本法第11
条の規定に基づき政府が国会に
提出する中小企業白書は本調査
の分析結果や個別の中小企業か
らのヒアリング結果を図表写真
等を交えながら記述したもので
あり、中小企業の実態や課題へ
の国民の理解に資するものであ
る。

○

定期的な業況報告や企業訪問に
よるモニタリングを実施する。

○地域活性化・
雇用促進資金
（企業立地関
連）（財政投
融資特別会計
（ 投 資 勘
定）：出資）

平成23年
度
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21
中小企業再生
支援協議会事
業（委託）

△ ○ 平成21年
度

○

地域密着型ビ
ジネスに対す
る劣後ローン
（財政投融資
特別会計（投
資勘定）：出
資）

△

経営革新・創業促進

△

実績の検証により実施する。証券化支援業
務（買取型）
（財政投融資
特別会計（投
資勘定）：出
資）

平成23年
度

日本政策金融公庫では、本制度
を適用した場合、四半期毎の業
況報告を義務づけており、対象
事業者の実績や資金繰り等につ
いて定期的にモニタリングを
行っている。

世界的な金融危機・経済環境の
急激な悪化等により、中小企業
向け信用リスクが増大している
こと等を背景として、民間金融
機関の中小企業向け資金供給は
依然十分とは言えない状況にあ
る。
一方、中小企業においては、担
保価値の下落により担保による
借入余力が低下しているため、
特に業績中下位層を中心に無担
保資金の需要は高い。
かかる状況下、中小企業の資金
繰りを支援するために、証券化
手法を活用して民間金融機関の
中小企業に対する無担保貸付の
促進を図ることを目的とする。

○

事業性を確保しつつ、地域課題
の解決に取り組む地域密着型ビ
ジネスを支援することにより、
地域経済の活性化を図ることを
目標とする。

○平成23年
度

△

定量的な評価については、各協
議会の活動状況（相談件数、進
捗状況等）について、報告様式
を整備の上、毎月、各局を通じ
て報告を受けている。
また、定性的な評価について、
個別案件の内容について、その
深度・アレンジメント能力等に
ついて、中小企業再生支援全国
本部（中小企業基盤整備機構に
設置）がその都度チェックを
し、フィードバックするととも
に、協議会全体の活動状況につ
いて年１回、中企庁が評価し、
その結果をもとに個別面談を行
い、事業内容の改善を図ってい
る。

○

本事業により、潜在力ある事業
再生可能な個々の中小企業につ
いて、債務超過の解消、収益性
の向上等に向けた再生計画の策
定を、地域の関係機関や専門家
等が連携して支援することによ
り、地域の中小企業の活力の再
生を図り、さらには地域経済の
活性化を図る。
そして、厳しい経営環境にある
各中小企業者について、①自ら
の経営の現状を直視し、事業再
構築、事業売却、廃業等の見極
めを早期に行うことを促し、
「経営改善計画」の策定支援に
より円滑な金融取引の確保につ
なげることを図るとともに、②
事業売却の円滑化や後継者確保
による事業承継円滑化のための
環境を整備し、やる気と能力の
ある中小企業が保有する技術・
ノウハウが社会全体で活用され
ていくことにつなげる。
経営環境の悪化しつつある中小
企業の事業再生に関する各種施
策を総動員できる体制を整備
し、地域の実情に応じたきめ細
かな中小企業の再生への取り組
みを支援することで、地域経済
の活性化を支援する。
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検証を行う時期

の特定
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経営力向上・
事業承継等先
進的支援体制
構築事業（委
託）

○ (1)全国の地域力連携拠点におい
て、小規模企業等が直面してい
る種々の経営課題に関する経営
相談を年10万件以上実施する。
(2)そのうち１万件以上を専門家
派遣等で重点支援する。

○ 平成21年
度

○ (1)全国の地域力連携拠点から
「事業実施報告書」を徴求し確
認。
(2)ユーザーである小規模事業者
等へのアンケートによる把握。

○平成21年
度

△

海外販路開拓に向けた中小企業
のブランド確立の取組を支援す
るとともに、商談会などバイ
ヤーとのマッチング、テスト
マーケティング等に展開して、
具体的な販路開拓活動を行うこ
とにより、中小企業の輸出促進
や新たなビジネス展開に寄与。

△

小規模事業者は、中小企業一般
に比して経営基盤が脆弱である
等経営全般にわたり小規模性故
に大きなハンディを抱えてお
り、生産性等の面での格差に繋
がっている。そこで、担保・信
用力に乏しい小規模事業者に対
して、経営指導と共に経営改善
に要する資金を無担保・無保証
人で供給することにより、小規
模事業者の経営力・生産性の向
上を促進し、もって経営改善を
図る。

ＪＡＰＡＮブ
ランド戦略展
開 支 援 事 業
（委託・補助
金）

中小企業連携
組織対策推進
事業費（補助
金）

各事業年度終了後、各都道府県
中央会及び助成先組合より当該
年度の事業の進捗状況の報告を
受けることとする。

平成21年
度

△

○

小規模事業対
策 推 進 事 業
（補助金）

①中小企業組合に対する指導件
数 25,100件以上（会員組合の
80％以上）を目指す。
②中小企業組合に対して先進事
例等の情報提供５種8,000部を目
指す。
③組合の新事業展開等に対する
助成事業の事業終了時点での達
成度について、助成先組合の
70％以上を目指す。
これら指導・情報提供等によ
り、組合の抱える多種多様な問
題の解決、組合事業の活発化に
結び付き、組合員企業の経営の
合理化等に寄与。

○平成21年
度

○

平成21年
度

小規模事業者
経営改善資金
融資事業（補
助金）

貸付企業への調査等、日本政策
金融公庫の実績統計資料に基づ
き運用状況を計測

○

事業終了後、全国商工会連合会
及び日本商工会議所を通じ、Ｃ
Ｓ調査の実施や外部専門家によ
る評価委員会開催などにより各
事業の取組みを行った商工会・
商工会議所等の状況の把握を行
うこととする。

個別支援事業については、毎年
度、全国事務局において、各地
の売上高、雇用者数、販売額等
のデータ収集を行い、外部専門
家による評価委員会開催などに
より各地プロジェクトの取組状
況の評価を行うこととする。ま
た、全体支援事業についても、
海外見本市や商談会における成
約率等を事後評価して、見本市
の出展先や商談会のセッティン
グ等の改善につなげる。

○○

・国が全国約2,500ヵ所の商工
会・商工会議所等の経営指導力
の向上を図ることで、これら商
工会・商工会議所等が支援事業
に対する多くのニーズに対応
し、より多くの企業に対し支援
を行い、できるだけ多くの小規
模企業が売上げや従業者数等の
拡大を実現することにより全国
378万社の小規模事業者の経営基
盤の強化に寄与。
・地域振興のモデルの確立とそ
の成果を普及することにより、
全国で類似の事業を振興する。

○

○
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新事業活動促
進支援補助金
（補助金）

○ ○ 平成21年
度

○

＜市場志向型ハンズオン支援事
業＞
・事業者のマーケティング力強
化による『事業化の早期達成』
・専門家のスキルアップ、ネッ
トワーク化による『支援内容の
質的向上』
・ 支 援 ノ ウ ハ ウの “見 える
化”、共有による『成功事例の
普及浸透』
・認定件数（新連携、地域資
源、農商工連携あわせて550件程
度）
・事業化件数（新連携：認定後
３年以内50％、地域資源・農商
工連携：認定後２年以内50％ ）

平成21年
度

○ ＜市場志向型ハンズオン支援事
業＞

実施機関において、定期的
（四半期毎）に支援実施状況の
調査、集計、公表を行う。

○

地方局（認定権限者は地方局
長）からの認定等状況報告・現
地調査、市場志向型ハンズオン
支援事業の受託機関からの事業
化・市場化状況報告・現地調
査、認定企業に対するアンケー
ト調査を実施する。

市場志向型ハ
ンズオン支援
事業（委託）

○

中小企業者が行う、経営資源又
は地域資源を活用した新商品・
新サービスの開発等による事業
展開の取組を支援することによ
り、中小企業の新事業活動等を
促進し、中小企業の活性化・健
全な発展を目指す。

＜新連携型＞
新連携の各認定案件の事業終

了時点での事業化・市場化達成
度80％を目指し、認定件数の増
加と認定計画の着実な事業化達
成を促進することにより、中小
企業による新連携への取組を一
層進め、中小企業の新事業活動
の促進を図る。

＜地域資源活用型＞
地域資源活用計画の認定目標

件数は250件としており、これに
より、地域中小企業発の売れる
商品や地域発のブランドの構築
を多く実現することを目指し、
中小企業、組合等による地域資
源を活用した新商品・新サービ
スの開発・販売の取組を支援す
る。

＜農商工等連携型＞
農商工等連携事業計画・農商

工等連携支援事業計画の平成22
年度の認定目標件数は、平成20
年度の認定実績190件を踏まえ
200件としており、地域経済活性
化の取組を後押しする本事業を
推進し、中小商工業者等と農林
漁業者の連携により創出される
新商品・新サービスの開発等の
事業化・市場化を支援する。
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中小商業活性
化 支 援 事 業
（補助金）

△ ○ 平成21年
度

○

中小商業活力
向上施設整備
事 業 （ 補 助
金）

①中小商業活性化支援事業
本補助事業を活用した事業者

に対し、事業完了後５年間は当
該事業による商店街等活性化の
効果及び利用者数や通行量、来
客数、商店街における年間販売
額の増加、空き店舗率の改善等
に関する具体的数値目標の達成
度についての報告を義務づけて
いる。

○

①中小商業活性化支援事業
省エネ型街路灯の設置、来街

者の安全・安心に配慮した防犯
カメラの設置等のハード事業、
空き店舗を活用した育児施設や
高齢者のコミュニティ施設の設
置・運営、商店街全体の運営管
理やマネジメント人材の育成等
のソフト事業に対し支援を行
い、来街者の増加など地域の商
業活性化を図ると共に、全国に
モデル的な事例となる商店街等
を創出する。

また、本補助金を活用した事
業者においては、各々で設定し
た数値目標及び目標時期に基づ
き 、 来 街 者 数 、施 設利 用率
（数）等の向上を図る。

②地域集客・交流産業活性化支
援事業

採択事業毎に設定した目標の
達成に向け、その進捗について
外部有識者委員会において評価
し、評価結果が悪い場合には、
次年度以降の交付決定を行わな
い等、厳しく事業の進捗管理を
行う。

○△ 本補助事業を活用した事業者に
対し、事業完了後５年間は当該
事業による商店街等活性化の効
果及び利用者数や通行量、来客
数、商店街における年間販売額
の増加、空き店舗率の改善等に
関する具体的数値目標の達成度
についての報告を義務づけてい
る。

＜中小企業販路開拓支援事業＞
展示会開催事業、販売スペー

ス設置事業、海外バイヤー等
マッチング事業における、出展
中小企業者の商談件数、商談成
約件数の調査。また、海外にお
いて広告記事を掲載した雑誌の
読者を対象にアンケート調査を
実施し、我が国産品の浸透度を
測る。

平成21年
度

採光性に優れ環境に配慮した省
エネ型アーケードや高齢者等が
安心して買い物ができるバリア
フリー型カラー舗装等の商業基
盤施設整備事業に対し支援を行
い、来街者の増加など地域の商
業活性化を図ると共に、全国に
モデル的な事例となる商店街等
を創出する。
また、本補助金を活用した事業
者においては、各々で設定した
数値目標及び目標時期に基づ
き 、 来 街 者 数 、施 設利 用率
（数）等の向上を図る。

＜中小企業販路開拓支援事業＞
展示会開催事業、販売スペー

ス設置事業の実施、海外バイ
ヤー等マッチング事業により、
出展した中小企業者の商談件数
の増加に努める。また、海外に
おいて、日本の製品を認知する
人の割合を増加させることに努
める。

これらの目標を達成すること
で、認定事業者を中心とした中
小企業者が取り組む事業のビジ
ネス化を進展させ、我が国中小
企業者全体の販路開拓のモデル
になることで、中小委企業の発
展に資することとする。

②地域集客・交流産業活性化支
援事業

地域の特色ある産業などを集
客・交流資源として活用する取
組や地域の集客・交流サービス
の高付加価値化、集客力向上の
ための生産性向上に資する取組
などを支援することにより、集
客・交流産業の競争力等を強化
し、３～５年後の新たな地域の
集客・交流産業の創出や、集客
力強化の実現を目指すことによ
り、地域経済の活性化に貢献す
る。
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また、本補助金を活用した事
業者においては、各々で設定し
た数値目標及び目標時期に基づ
き、ＣＳの向上や来訪者数等の
増加を図る。

ものづくり中
小企業製品開
発等支援事業
（補助金）

○ 我が国の中長期的な成長力を高
めるという目的に鑑み、本事業
の成果の事業実施終了後５年以
内に事業化率30％を達成するこ
とを目標とする。

○ 平成21年
度

○ 事業実施終了後５年間、本事業
の実施者に対して、事業化報告
書の提出を義務づけることによ
り、事業化率を把握。

川 上 ・ 川 下
ネットワーク
構築支援事業
（委託）

△ ○ 平成21年
度

○

中小企業取引
適正化対策事
業（委託）

△ ○下請取引改善事業
　下請代金法の周知・徹底、理
解の増進を図ることにより、適
正な下請取引関係の構築を促す
ことを目標とする。

○ 平成22年
度

○
22 経営安定・取引の適正化

○下請取引改善事業
法令の周知徹底を図ること

で、違反行為の未然防止や違反
件数の減少を目指すとともに、
親事業者、下請事業者間で十分
な協議を経て決定するという事
業環境の整備を図る。具体的な
モニタリング方法としては、事
業者に対する発注方式等の状況
に係る調査を実施し、下請取引
における対価の決定方法等、改
善状況を把握する。

短期的には、川上中小企業と川
下企業の共同研究開発や技術提
携、新たな取り組みの開始や川
上中小企業の販路開拓が実現す
ることがあげられ、それらの件
数がひとつの指標となる。

我が国には加工・部品等の分野
で世界的な競争力を持つ中小・
中堅企業が多数存在している
が、これら中小企業には、自動
車、電機、電子産業を支える高
度部品・材料産業が多く含ま
れ、世界をリードする新産業を
産み出す基盤となっているもの
の、川上と川下間で「情報の非
対称性」が存在し、川上中小企
業の研究開発における不確実性
の低減化を図るため、基盤技術
を担う川上中小企業と、燃料電
池や情報家電等の川下産業間の
連携・すり合わせをコーディ
ネートする人材の配置や、両者
の情報交換の場やマッチング機
会の創出など、川上・川下間の
ネットワーク構築に向けた取組
を支援することにより、中小企
業の基盤技術の強化、ひいては
我が国産業の国際競争力強化を
図るものである。
これにより、中小企業に対する
直接的な効果や川下が提供する
製品の競争力強化に加え、高度
化された「基盤技術」が、他の
技術や他の産業へ波及的に効果
を及ぼし、市場を連鎖的に形成
していくことや、中小企業が成
長し、よりインパクトの大きい
経済活動が営まれることが期待
できる。
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中心市街地商
業等活性化支
援業務等委託
費 事 業 （ 委
託）

△ ○ 平成21年
度

○

○下請かけこみ寺事業
１．相談業務に関しては、個別
の相談事案毎に相談カードを作
成することとなっており、相談
内容や問題解決に向けた助言等
を記載している。相談カード
は、全国の「下請かけこみ寺」
から毎月本部に送付されるた
め、その内容の分析により事業
の効果向上を図る。

２．ガイドライン普及啓発に関
しては、業種別説明会の開催回
数の他、受講者数、受講者の属
性（業種、役職等）の把握が可
能。また、ガイドライン策定担
当部局と連携したフォローアッ
プや、説明会の後に受講者との
意見交換やアンケート調査を通
じた生の声を聴取することとし
ている。

戦略的中心市
街地商業等活
性化支援事業
費補助金（補
助金）

○ 認定を受けた基本計画に基づく
中心市街地で、民間事業者又は
商店街振興組合等が行う商業活
性化事業への一部補助を通じ
て、商業等の活性化に寄与する
ことを目的とする。
具体的には、補助事業の実施に
より、事業の内容に応じた指標
における目標が達成されること
を目指す。さらに、認定を受け
た基本計画に設定された指標に
おける目標が、計画期間内に達
成されることを目指す。
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基本計画ごとに目標数値が異
なっていることから、基本計画
の認定を受けた市町村による進
捗状況フォローアップの結果等
から本事業の効果を検証する。

平成21年
度

まちづくりの推進

人材育成事業、診断助言、シン
ポジウム・ワークショップの開
催等といった各種事業を効果
的、効率的に実施することによ
り、全国各地で実施している中
心市街地活性化に向けた取組に
よる事業効果の拡大、今後の基
本計画策定等に向けた取組な
ど、施策の円滑な促進が図られ
ることにより、市町村における
基本計画の認定に資する施策と
いえる。そのために必要な事業
は以下のとおり。

補助金交付申請時に「事業の効
果等説明書」において、実施１
年後及び長期的な目標値を設定
させ、補助事業完了後から５年
間、フォローアップを実施。
基本計画ごとに目標数値が異
なっていることから、基本計画
の認定を受けた市町村による進
捗状況フォローアップの結果等
から本事業の効果を検証する。

○○

○下請かけこみ寺事業
本事業は、全国48箇所の「下

請かけこみ寺」が、相談、ＡＤ
Ｒ、ガイドライン普及啓発等の
業務に取り組むことにより、下
請取引の適正化を図ることを目
標とする。

目標とすべき具体的な指標
は、各業務毎に、①相談件数、
②ＡＤＲ件数、③ガイドライン
説明会の開催数等が定量的な指
標として、また、ガイドライン
説明会における受講者の声等が
定性的な指標として考えられ
る。

①まちづくり会社等中心商店街
再生支援事業は、中心商店街区
域を再生しようとするまちづく
り会社等を支援することによ
り、中心商店街の活性化が促進
される。また、同事業で得た成
果を全国的に情報提供すること
により、全国の中心商店街区域
の再生に寄与することが期待さ
れる。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

地域経済産業
活性化対策調
査（委託）

△ ○ 平成22年
度

○本事業では、新しい地域活性化
モデルを構築していくため、地
域経済の活性化に向けた取組を
加速させ、地域経済の自立的発
展基盤の強化を図り、地域格差
の是正を図ることを目標に、緊
急性の高い政策テーマを取り上
げ、新たな地域活性化手法等に
ついて調査・研究を行うこと
で、新たな施策の企画立案に役
立てる。
また、地方経済産業局でも各地
域の実情を反映した経済産業局
独自の視点に基づく調査によ
り、①経済産業局の本省に対す
る施策提言機能の充実、②当省
支援ツールの地域展開や地域
ネットワークの形成、③他省庁
出先機関、自治体、大学、金融
機関等の連携の下、各地域にお
ける経済活性化に向けた行動指
針や構想のとりまとめを行うな
ど、地域経済の活性化を目的に
調査・研究を実施することで、
地域に根ざした効果的な地域経
済活性化施策の検討を行い、各
地方局が地域経済におけるネッ
トワークの先導的役割を果たす
とともに、本省施策にフィード
バックを行い、新規施策又は既
存施策の企画立案に資する提言
を行う。
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②診断助言事業は、過去に診断
助言を受けた市が基本計画の認
定に至るなどの実績から、基本
計画の認定が促進されている。
③シンポジウム・ワークショッ
プを全国４箇所で開催、各地域
の中心市街地活性化協議会の委
員等関係者が参加することな
ど、中心市街地の活性化への意
識の醸成が図られてきた。
④人材育成事業を受講した者の
中から、地元でイベント等の開
催に携わる者も出てくる等、ま
ちづくりに向けた活動への参加
者の増加、意識改革が見込まれ
てきた。
⑤各種調査の報告は、本省主催
の講演会での調査報告書、市町
村における講演、中心市街地活
性化アドバイザーによるアドバ
イス用資料などに活用される
等、まちづくりのための事例と
して、幅広く活用されている。
⑥大店立地法指針の基準値と実
態の分析により、基準値が実態
と乖離している場合には、基準
値の見直し及び改定をするとと
もに、大店立地法の法運用主体
等で活用することとなる。

①委員会の開催、②各種経済動
向・行政ニーズについてのヒア
リング、③民間シンクタンクへ
の調査委託、等を通じて調査分
析した成果については、報告書
やガイドブック等にまとめる。

地域経済の活性化の推進



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

広域的新事業
創出基盤強化
委託事業

○ ○ 平成22年
度

○ 実施した事業について、経済産
業局に設置する成長戦略本部で
評価・見直しを行う。また、こ
れらの結果を本省に報告し、関
連調査等を踏まえて、全国的に
総合評価を行い、次年度の施策
運営に反映する。

（参考）個別分科会事業
【目標と効果】
ア　農商工連携促進事業

商工関連、農林水産関連それ
ぞれの地方自治体関連部局、関
係機関等の円滑なネットワーク
を形成し、地域毎のブロック協
議会の開催等自律的にプロジェ
クトが生み出される環境を整備
することにより、各地域におい
て農商工連携に向けた流れが定
着し、市場に評価される地域ブ
ランドの確立を図る。

イ ソーシャルビジネス支援事
業

全国フォーラムの開催やポー
タルサイトの運営により、社会
的課題をビジネスの手法を用い
て解決するＳＢの社会的認知度
を向上させるとともに、地域ご
とのブロック協議会の開催によ
り、ＳＢとＳＢ支援機関との連
携・ネットワークの形成等ＳＢ
の基盤を強化することで、地域
の社会的課題が、自発的かつよ
り効果的・効率的に解決される
（ソーシャル・イノベーショ
ン）仕組みの構築を図る。

地域の強み・潜在力や克服すべ
き課題等について調査・分析を
通じて見える化し、経済産業局
と広範な地域関係者等により地
域の成長戦略を策定すること
で、地域の成長の方向性が共有
化され、業種や行政区域の枠を
越えた広範な連携や、各地域の
リソースの相互活用の促進が期
待される。
また、地域経済・社会を支え、
経済再生や社会課題の解決のた
めに重点的に取り組むべき農林
水産業・食品流通、ＳＢ、Ｉ
Ｔ、サービス、コンテンツ・観
光、環境（低炭素、省エネ・リ
サイクル）【→個別テーマにお
ける目標・効果については下記
参照】などの分野・産業につい
て一体的に支援することによ
り、成長可能性の高い産業群を
地域に形成させるシステム・基
盤を各地域ブロックごとに整備
することを目指す。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

ウ　ＩＴ経営実践促進事業
中小企業経営者対象のセミ

ナー・研修を年間数百回程度開
催することで、ＩＴ経営の基礎
知識・具体的な実践手法を普
及・啓発するとともに、地域中
小ＩＴベンダ対象のセミナーを
開催することで、ＩＴユーザの
ニーズに沿ったサービスを提供
できるＩＴベンダの育成及びＩ
Ｔベンダ間のネットワークを形
成し、また、地域におけるＩＴ

ユーザとＩＴベンダの連携を促
進するビジネスマッチングイベ
ント開催やＩＴベンダ情報の整
備・発信や企業経営におけるＩ
Ｔ利活用の成功事例を平成22年
度末までに1,000件以上（平成26
年度末1,500程度）収集し、公表
することにより、地域における
ＩＴ供給基盤を強化し、ＩＴに
よる地域中小企業等の活性化を
図る。

オ コンテンツ活用型地域活性
化支援事業

アニメーション、実写映像、
ＣＧ映像等の未発表・未契約の
優れたコンテンツを必要として
いる放送、配給、流通に関わる
事業者や資金提供者サイドとの
マッチング・ネットワーク及び
映像系コンテンツの分業工程を
担う地域の中小企業・個人間の
ネットワークを形成すること
で、コンテンツ産業において地
域におけるマルチユース型のク
リエーション・ビジネスモデル
を創造し、クリエーター・マー
ケットの拡大、さらには旧来の
放送ビジネスの下請によらない
クリエーション創造モデルの実
現を図る。

エ 地域サービス産業活性化支
援事業

地域の地域力連携拠点等と連
携して、主としてサービス・プ
ロセスの改善等の地域における
サービス生産性向上の事例の収
集や支援者育成セミナー等を実
施し、サービス事業者、有識
者、関連団体等とのネットワー
クを形成する。さらに「サービ
ス産業生産性協議会」の生産性
向上ツールを活用して、地域に
眠る人材や資源、ネットワーク
等の各地域の
特色を効果的に活かしたサービ
スモデルとなる実証事業を行
い、実証事業の成果をセミナー
等により広く普及させることに
より、サービス産業の生産性向
上を図る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

広域的新事業
創出促進補助
事業

○ ○ 平成22年
度

○

カ　環境調和産業活性化事業
地域の住民、企業やＮＰＯ等

と連携して環境負荷低減を効果
的に実施する環境ビジネスの成
功事例やノウハウの共有、マッ
チングフォーラムの開催により
地域におけるネットワークの形
成等を行うほか、地域の特性を
活用した先進的な環境ビジネス
の実証試験を行うことにより、
地域の多様な主体が連携して行
う環境ビジネスが自立して事業
を実施していくための事業基盤
の強化と、これに携わる事業者
や関係者の能力の向上を図る。

１．地域新事業創出発展基盤促
進事業

既に特定の地域で効果が実証
されているビジネスモデルのノ
ウハウを他地域に移転すること
等により、地域における社会的
課題の解決に至っていない地域
において、自立的持続的モデル
を構築するとともに、中間支援
機関を含めたＳＢ事業者の相互
連携・協働や人材育成を支援す
ることにより、更に質の高いモ
デルや基盤の構築を目指す。ま
た、これらの支援により、地域
においてＳＢに携わる団体・事
業者の創出を促し、高齢者対
策、環境対策、まちづくり等の
社会的課題の解決やビジネスの
手法によることで地域における
雇用の創出を目指す。

２．地域経済情報化基盤整備事
業

ＩＴベンダの連携によるＩＴ
供給力を強化し、ユーザに対す
る情報サービスの質的・量的向
上を図ることで中小企業の情報
化を推進し、地域におけるＩＴ
利活用の成功事例を2010年度末
までに1,000件以上収集し公表す
る（2014年度末：1,500件程度収
集・公表）。さらに、地域のＩ
Ｔベンダ情報等の発信等、ＩＴ
経営に取り組む中小企業等を支
援するための環境整備等を目指
す。

１．地域新事業創出発展基盤促
進事業
Ⅰ 地域新事業活性化中間支援
機能強化事業…１事業者につき
中間支援機関10団体を育成（計
30団体）
Ⅱ　地域新事業移転促進事業

ＳＢノウハウ移転・支援業…
１事業者につき、ＳＢ ４事業
者を育成（計60団体）

農商工連携等促進人材創出事
業…１事業者につき、ＳＢ人材
10人を育成（計120人）

２．地域経済情報化基盤整備事
業

本事業に参加した中小企業等
へのフォローアップ調査等を実
施する。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

地域企業立地
促進等委託事
業（委託）

○ ○ 平成22年
度

○（事業の目標）
以下の事業を実施し、別途実

施予定の地域産業集積活性化等
補助事業と合わせ一地域におけ
る産業集積の付加価値額５％向
上を図る。
○当該窓口を利用した者に満足
してもらえる情報提供、相談へ
の対応を実現し、当該窓口利用
者の満足度を前年比で向上させ
る。※下記のモニタリング方法
を参照（参考平成20年度の満足
度： ５段階評価の4.3）
○当該窓口の利用件数を増加さ
せる。
○施策のアウトカム目標におけ
る、国内立地環境の整備の一環
として本事業を実施。
○事業者や自治体が抱える立地
に関する諸問題の解決にあた
り、各地方ブロック間、関係行
政機関との連携を図りつつ、事
業者が立地を検討する際に必要
な情報（適地、優遇措置、生活
インフラ整備等）の収集・提供
をはじめ、規制や許認可手続に
おいて直面する課題の解決に向
けた助言等を専門的な見地から
実施することで、迅速かつ円滑
な企業立地を実現する。
○進出企業、既存立地企業等へ
のフォローアップ及びこれらと
研究開発拠点との連携のサポー
ト等を自治体と共同で行うこと
により、事業高度化や産業集積
の高度化を実現する。
○国際競争力のある産業集積を
実現する場合には、それに必要
な人材育成、技術開発、社会イ
ンフラ整備等の総合的な計画に
単独の自治体に閉じる形ではな
く、広域で連携して取り組むこ
とが有効。こうした取組に対
し、企業立地支援センターの専
門家と地域活性化協議会や地方
経済産業局、地域力連携拠点
等、その他関連機関とで連携し
て支援を実施する。
○産業インフラ、人材育成情
報、企業立地支援策、基礎情報
等について、情報源となる関係
省庁の出先機関と連携を図り、
企業立地及び産業集積の高度
化・活性化に必要な情報を的確
に一元的にワンストップで提供
する。
○産業集積間連携や外国からの
企業立地関係の問い合わせへの
一元的な対応等全国的な見地か
ら提供する必要のある関連サー
ビスの提供。

○当該窓口利用者へのアンケー
トの実施。
・当該窓口の利用者に対し、ア
ンケートを送付し当該事業の満
足度という指標でモニタリング
を実施。
「満足度アンケートの概要」
対象者：当該窓口を利用した自
治体、事業者等
調査時期：相談案件が解決した
と判断できる時期
調査方法：ＷＥＢ上の専用サイ
トで回答
調査項目：専門家の態度、対応
能力、利用した事による効果、
全体の満足度、再利用の意思
評価点：各項目５段階評価の平
均点を、さらに平均したもの
○当該窓口の利用件数の把握
○事業による成果、満足度等を
調査し、成功事例は先進事例と
して幅広く普及させる。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

地域産業集積
活性化等補助
事業（補助）

○ ○ ○平成22年
度

（事業の効果）
○当該窓口の利用者数が増加す
ること及び満足度が向上し、こ
れらの掲げた目標を達成するこ
とで、以下のような効果が得ら
れる。
・自治体にとっては、企業誘致
における初動期の取組、立地企
業へのフォローアップ等の企業
誘致手法や産業界の動向情報等
を入手することで、企業誘致活
動の活性化が図られることが期
待できる。
・企業にとっては、工場立地等
の際の各種規制等における諸手
続の迅速化による立地スピード
の向上が得られ、事業の効率性
が向上することが期待できる。
また、自治体の既存企業への
フォローアップ活動等の活性化
により、集積エリアの立地企業
との連携が図られ、ひいては事
業高度化の促進につながること
が期待できる。
上記の効果をもって、地域がそ
れぞれの強みを認識し、魅力的
な産業立地環境の整備及び産業
集積の活性化等を行うことが地
域における雇用創出や地域間格
差是正、我が国産業の活性化に
つながることが期待できる。
○今まで自治体圏内で取り組ん
でいた技術革新に向けた取組を
広域で連携して実施することで
より効果が上がることが期待で
き、また、当該地域が持たない
新たな技術を互いに取り入れる
ことでき、新たなイノベーショ
ンが期待できる。また、これら
のネットワークの活用による広
域的な連携を行い、促進してい
くことで、広域での産業集積が
発生し、スケールメリットを生
かした企業立地活動を行うこと
が期待できる。

本事業に関係する地方自治体、
地域の中小企業等、大学等研究
機関等にアンケート調査やヒア
リングなどを行い、例えば、地
域ごとに、企業立地の満足度、
企業立地件数、新事業・新産業
の創出件数、地域の付加価値額
の変化等を把握し、それらの指
標を総合的に評価する。

以下、①～⑤の事業を実施する
ことを通じ、地域における産業
集積の形成及び発展を地域と共
に実現する。

①地域による企業立地促進法に
基づく基本計画策定への支援を
行い、22年度中に10程度の広域
での基本計画策定を目指す
②地域における産学・産産の
マッチング、研究開発支援、新
事業創出のための専門家による
コーディネート等の産業集積活
性化のための取組への支援
③企業立地促進法に基づき行
う、地域による産業集積形成・
発展に向けた企業誘致のための
取組への支援



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

△

○(1)目標
地方公共団体等が行う工業用

水道施設の建設、老朽化施設の
改築を促すことにより、豊富低
廉な工業用水の供給を図る。
(2)効果
①製造業に起因する地盤沈下の
防止による国土保全

「工業用水法」に基づく地盤
沈下指定地域において地方公共
団体が実施する工業用水道の整
備及び当該地域における建設後
30年以上経過した施設の改築の
促進
②産業基盤の整備による地域経
済の活性化

地方公共団体が策定している
企業誘致計画等に基づいた工業
用水道事業計画の促進及び安定
した工業用水を供給するための
改築の促進

○

工業用水道事
業（補助金）

△

地域企業立地
促進等共用施
設整備費補助
金（補助）

平成22年
度

④企業立地促進法に基づき行
う、地域による企業誘致を目的
とした人材育成のための取組へ
の支援
⑤企業立地促進法に基づき行
う、財政力の弱い地域が行う産
業人材育成のための取組への支
援を実施する

これらの取組により、一つの産
業集積地域において、５年間で
7,900件の企業立地、また、４万
件の新事業・新産業の創出を実
現し、同地域の付加価値額を５
年間で５％向上させることを目
標とする。また、企業立地促進
法に基づくこうした取組を、地
方自治体、地域の産業界、大学
等研究機関と共に行うことによ
り、本事業での直接的な成果を
実現するのみならず、地域に根
ざした内発的な産業集積活性化
の取組を誘発し、より長期的な
効果を実現していくことを目指
す。

工業用水道事業法第23条に基づ
く報告、環境省作成の「全国の
地盤沈下地域の概況」及び経済
産業省作成の「工業統計表」等
を用いている。
また、継続中の個々の補助事業
については、工業用水道事業の
効率性及びその実施過程に係る
透明性の一層の向上を図るた
め、「工業用水道事業に係る政
策評価実施要領（平成14年４
月：平成14・03・28地局第１
号）」に基づき、原則５年以上
連続して補助金の交付を受けて
いる事業について、その事業の
便益等を計測している。

共用施設整備後一定年経過した
時点において、当該整備効果調
査を実施する。
具体的には、本事業実施地域に
おける立地企業数、鉱工業生産
額及び雇用者数について本事業
実施前と比較対比し、その増減
割合をもって効果測定を行う。

○

平成22年
度

○（目標）
本事業実施地域における産業

インフラ（共用施設）の充実強
化
（効果）

本補助金により整備された施
設及び機器の使用等が進むこと
により各地域において策定した
基本計画の目標（立地企業数、
雇用者数等）の達成に貢献を果
たすこと。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

平成21年
度

○

平成21年
度

25

委託する事業内容とその目標の
関連は以下のとおり。

・石油製品需給動態統計調査
（基幹統計）及び石油輸入調査
（一般統計）の情報収集、集計
及び分析等
→ 月に１度「資源・エネルギー
統計月報」を、年に１度「資
源・エネルギー統計年報」を作
成・公表し、国内における石油
の需給動向等を外部に対して提
供する。

・石油設備調査（一般統計）の
実施
→ 石油業者が所有する貯油設備
等の実態を把握し、行政施策に
資することを目的として調査を
実施する。

・「石油の備蓄の確保等に関す
る法律」第32条第１項に基づく
報告の運用訓練
→ 石油危機が発生した際に迅速
に情報収集が行える体制を整備
する。

・石油情報システムのメンテナ
ンス
→ 統計に関する業務を効率化す
るためのシステムの保守・管理
を行う。

・石油統計データ提供システム
のメンテナンス
→ 石油に関する最新のデータの
入力等を行い、統計のユーザに
対して利便性の高いデータベー
スを提供する。

石油産業情報
化 推 進 調 査
（委託）

○

内外石油安定
供給対策調査
（委託）

5．エネルギー・環境政策

○
石油・天然ガス・石炭の安定供給確保

我が国における石油・天然ガス
の安定供給確保に関する事項と
我が国をとりまく国際情勢を多
面的かつ横断的に把握すること
により、安定的な供給源である
我が国の自主開発油の比率の引
き上げや石油精製・流通を通し
た石油製品の品質の確保及び国
家備蓄機能の強化等の石油・天
然ガス政策を適時的確に立案す
ること。

自主開発の原油の比率向上、石
油製品の品質確保・安定供給、
国家備蓄機能の強化等を勘案し
つつ、具体的な政策の企画・実
施段階における調査研究結果の
活用状況等について総合的なモ
ニタリングを行う。

△

△

○



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

石油天然ガス
資産評価調査
等委託費（委
託費）

△ 「エネルギー安定供給の効率的
実現」及び「売却資産価値の最
大化」を両立した資産の価値評
価等の調査等。

○ 平成21年
度

○ 売却実績等にかかる報告を受け
ることによりモニタリングを行
う。

天然ガス探鉱
費補助金

○ 国内天然ガス資源の探鉱活動を
行う事業者に対し資金を補助す
ることにより、民間による探鉱
活動の促進を図る。毎年、物理
探査５件程度、選定された有望
地域における試掘工事２件程度
の補助事業を行い、我が国天然
ガス資源の合理的な開発に資す
る。

○ 平成21年
度

○ 本事業において生産につながっ
た天然ガス資源は、生産開始後
５年間にわたり納付金制度の適
用を受けるため、この報告によ
りモニタリングを行う。あわせ
て、事業者の活動実績等の報告
によりモニタリングを行う。

産油国開発支
援 協 力 事 業
（補助）

△ 本事業の実施により、産油国政
府等に我が国の協力を評価さ
せ、我が国のプレゼンスを高
め、産油国との関係を強化する
ことを目標とする。産油国との
関係強化により、我が国の石
油・天然ガスの安定供給確保を
図る。

○ 平成21年
度

△ 定期報告等

平成21年
度

平成21年３月に策定した「海洋
エネルギー・鉱物資源開発計
画」に基づき、平成29年度まで
に、我が国周辺海域のうち石
油・天然ガス資源ポテンシャル
に関する十分な基礎データが取
得されていない未探鉱地域等
（具体的には、石油・天然ガス
資源が有望と目される面積6.2万
平方キロメートルの海域）につ
いて、国が保有する三次元物理
探査船「資源」を活用し、計画
的かつ効率的に基礎物理探査を
行うとともに、そこから得られ
た地質情報等をもとに、より有
望 な 海 域 に お いて 基礎 試錐
（ボーリング）を機動的に実施
する。
このような国による先導的な探
鉱活動の取組により、国内石油
開発企業にとっては探鉱投資リ
スクが大幅に軽減され、民間企
業による探鉱・開発活動が促進
されることとなり、結果、供給
リスクのないもっとも安定的な
エネルギーである国内産石油・
天然ガス資源の確保が図られ
る。

※三次元物理探査船の操業にか
かる技術移転：平成24年度まで
に日本人化100％

△ ○

○

平成21年
度

○

△

基礎物理探査に関しては、年間
調査目標面積を設定し、その調
査実績により事業のモニタリン
グを行う。また三次元物理探査
船の操業にかかる技術移転は平
成24年度までに日本人化100％を
めざし、その操業実績により事
業の進捗を把握する。

定期報告等

国内石油天然
ガス基礎調査
（委託）

本事業の実施により、産油国政
府等に我が国の具体的な貢献を
認知・評価させ、産油国におけ
る我が国のプレゼンスを増大さ
せ、産油国とのパートナーシッ
プ構築など、我が国の石油・天
然ガスの安定供給確保に資する
産油国との関係強化を図るこ
と。

産油国研修事
業（補助）

○



施策
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検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

産油国産業協
力等事業（補
助）

△ 本事業の実施により、産油国政
府等に我が国の協力を評価さ
せ、我が国のプレゼンスを高
め、産油国との関係を強化する
ことを目標とする。産油国との
関係強化により、我が国の石
油・天然ガスの安定供給確保を
図る。

○ 平成21年
度

△ 定期報告等

産油国投資促
進 事 業 （ 委
託）

△ 本事業の実施により、産油国政
府等に我が国の協力を評価さ
せ、我が国のプレゼンスを高
め、産油国との関係を強化する
ことを目標とする。産油国との
関係強化により、我が国の石
油・天然ガスの安定供給確保を
図る。

○ 平成21年
度

△ 定期報告等

石油環境対策
基盤等整備事
業（補助）

△ ○ 平成21年
度

○

△ 産油国に対し、我が国の石油精
製分野に関する装置メンテナン
ス技術、人材管理のノウハウや
製油所の省エネルギー対策技
術、環境負荷低減技術等を提供
することにより、原油の安定供
給確保を目的とした友好関係の
構築、維持強化、産油国国営石
油会社幹部へ本活動の認知度の
向上等を図る。当該事業は、国
内のガソリンや灯油等の燃料
油、ナフサや芳香族炭化水素等
の石油化学原料の安定供給確保
も担うことになり、社会全般に
対して多大な影響を及ぼす。

○ 研修事業：研修後の受講者等の
社会的動向を把握することによ
りその有効性を示す。
技術協力事業：本事業の相手国
における認知度、発展性等を示
すものとして、相手国における
報道や移転技術に関する相手国
の利用動向評価等をフォロー
し、本事業の有効性を示す。

○平成21年
度

産油国石油精
製技術等対策
事業費補助金
（産油国等石
油交流人材育
成事業、産油
国等石油関連
産 業 基 盤 整
備・国際共同
研究事業及び
国際石油交流
連携促進事業
に係るものに
限 る ） （ 補
助）

(1)外部有識者からなる研究調査
分野ごとの委員会を設置し、各
①から⑦の事業の達成度や効果
を評価する。
①地球温暖化対策や原油高騰を
背景とした技術開発を加速する
ために、環境対策技術動向や燃
料多様化及び高効率化に関する
自動車・燃料技術開発動向を調
査する。特に環境対応、とりわ
けＣＯ２の削減を重点調査項目
とする。
②エネルギーセキュリティの確
保、環境対策の推進、産業競争
力の強化や企業体質の強化な
ど、将来の石油産業のあるべき
姿に関する検討を行う上で必要
な経済社会的観点からの調査を
行う。

環境対応型石油関連調査事業で
は、地球温暖化及び原油高騰を
背景とした我が国の石油精製業
が直面している、又は将来直面
するであろう環境に関する課題
について、政策ニーズを反映さ
せつつ分析・調査を行い、今後
の石油産業の在り方や方向性の
検討に資する成果として、研究
会での報告や広く国民への公表
により、審議・確認を行う。
また、将来の対応が必須とされ
る分野における環境技術や大気
環境保全に関する最新の自動車
技術・燃料技術については、そ
のフィージビリティー・スタ
ディーを実施することにより、
有用性等を判断する。
こ う し た 調 査 に基 づく スタ
ディーが、石油産業、プラント
メーカー、触媒メーカー、機器
メーカー等において、技術課題
の効率的な解決や新たな技術開
発の取組、新たな事業展開に活
用され、その実用化を通じて環
境面への対応がなされること、
とりわけＣＯ２が削減されるこ
とを図る。
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得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

次世代大気環
境改善効果分
析委託費（委
託）

○△ 平成21年
度

当該事業では、ＮＯ２の大気環
境基準の達成と健康影響が懸念
されるため新たに設定された微
小粒子（ＰＭ2.5：2.5μm以下の
大気中粒子）の大気環境基準化
の動きに対応して将来の大気推
計を実施し、政策に資するデー
タを提供する。

(1)外部有識者からなる委員会を
設置し、各①から③の事業の達
成度や効果を評価する。
①大気環境に関する過去データ
の整備および現状把握（規制別
車両の排出量推移や自動車以外
の排出量調査等）の実施による
大気モデルの推計精度向上。
②ＰＭ2.5およびＮＯ２推計精度
のアップした大気モデルを活用
し、2015年、2020年における大
気推計の実施。
③共同研究（川崎市）を行い、
沿道ＮＯ２を削減する方向性の
確立。

○

③地球温暖化防止のために、燃
費のよいマルチグレードディー
ゼルエンジン油のさらなる普及
をめざす。
④使用済み潤滑油リサイクル
を、現状の重油への再生利用か
ら、より環境負荷の小さい基油
再生利用に移行するために、ベ
ンチプラント規模での基油再生
技術の確立を目指す。
⑤省エネルギー型潤滑油の普及
促進するために、省エネルギー
型潤滑油による省エネルギー効
果の評価方法を確立し、省エネ
ルギー型潤滑油のさらなる普及
を目指す。ＣＯ２削減に資する
新燃料に対応した、潤滑油の品
質基準の検証。
⑥各国政府及びエネルギー関係
機関との交流による人的ネット
ワークの構築とエネルギーセ
キュリティの確保に係る連携強
化。
⑦ヒヤリハット・事故事例の収
集及び解析，保安技能伝承のた
めの教育支援，設備管理・技術
等の向上等の石油産業の保安活
動の支援による産業事故の発生
防止と石油の安定供給確保。

潤滑油環境対策事業では、潤滑
油類の環境対応及び環境負荷低
減に関する実態調査を実施し、
今後の環境対策のあり方を検討
すると共に、その成果について
潤滑油製造者、ユーザー等に対
して刊行物の発行等及びセミ
ナー等の開催を通じて環境対策
促進のための普及啓発を図る。
石油関連技術情報センター整備
事業では、国内外の最新石油情
報、石油エネルギーの高効率利
用、環境負荷低減に資する工業
所有権、研究開発情報等の一元
的な収集・管理・普及を目的に
設置された｢石油情報プラザ｣を
整備し、広く成果を普及する。
また、政策ニーズに基づく海外
エネルギー関連機関との交流
や、海外長期出張員派遣事業を
通じ最先端情報の収集・管理を
行うとともに、各国政府及びエ
ネルギー関係機関と人的ネット
ワークを構築し、エネルギーの
安定供給・環境対策における共
通基盤を醸成し、国際協調・貢
献に向けた取り組みを加速す
る。
石油産業安全基盤整備事業で
は、事故未然防止や保安教育に
資する多岐に亘る情報提供・共
有化および石油産業の共通課題
の解決を通して安全基盤を整備
しつつ、保安行政における良好
な取り組み事例としての認知・
共有化を進め、今後の保安活動
支援に関わる制度化等により安
定的な石油供給の確保を図る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

石油精製同士、石油精製・石油
化学連携、その他異業種との連
携拡大や、複数コンビナート間
の連携等により、分解重油設
備、水素回収設備等連携設備の
効果的設置による拡大融合の促
進を行う。
本事業により、製品需要を満た
すために必要な原油処理量の低
減、原料調達から供給までの
トータルコスト低減、生産設備
の大型化・集中生産による効率
化、油種間のインバランス解消
のためのノーブルユースや、各
地区石油コンビナートの特長あ
る展開が着実に実現できる。そ
の結果、石油精製業の強靭な経
営基盤が確立し、持続的成長が
できるものとなる。このような
取組により、石油の安定供給、
石油資源の有効活用及び地球温
暖化防止対策等に大きく貢献す
る。

◇目標
石油・石化需給インバランス

解消、生産設備効率化による石
油コンビナートの全体最適化
（プロジェクトテーマ毎に目標
設定）

年１回程度、関係者からヒアリ
ングによる調査を実施し、事業
の達成度・効果について評価を
行う。

○

◇主要指標
・原油処理量削減：50万キロ
リットル／年
（我が国平均規模製油所におけ
る年間原油処理量の７％相当）
・採択を受けた製油所における
主力製品の製造コスト３％減

コンビナート
連携石油安定
供給対策事業
費補助金（補
助）

精製機能集約
強化事業（補
助）

△ 持続的な石油の安定供給の確保
の観点から、我が国の石油精製
業は、競争力の強化と共に、強
固な経営基盤を構築していくこ
とが喫緊の課題となっており、
石油精製業者が精製設備の集約
強化を行うことにより、経営基
盤の強化を図ることができる環
境を整備することが必要。
このため、精製機能の集約強化
により経営基盤を強化する事業
者への支援を行うことにより、
我が国のエネルギーセキュリ
ティの確保に資することにな
る。

平成21年
度

平成21年
度

○

○ 石油精製会社の保有する設備の
能力、稼働率等について定期的
に調査を行う。

○○



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

国家備蓄石油
増強対策

△ ○ 平成21年
度

△

国有資産所在
市町村交付金

△ 国有資産等所在市町村交付金法
に基づき、国が所有する国有資
産所在の市町村に対し交付金を
交付する。

○ 平成21年
度

△

国家備蓄石油
管理等委託費
（委託）

△ 国家備蓄石油の安全かつ効率的
な管理及び緊急時における機動
的な備蓄石油の放出等。

○ 平成21年
度

○ 国家備蓄数量のモニタリング
（国家備蓄石油の数量報告 月
１回）

石油備蓄事業
補給金（補給
金）

△ 民間タンクを利用している国家
備蓄石油の安全かつ効率的な管
理。

○ 平成21年
度

○ 国家備蓄石油の管理委託をして
いる（独）石油天然ガス・金属
鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ）
から、民間タンク貸し出し会社
の国家備蓄石油の管理状況につ
いて、毎月、報告を受けてい
る。

大規模石油災
害対応体制整
備事業費補助
金（補助）

△

①買い戻し…国家備蓄石油の安
定的な確保及びエネルギーセ
キュリティの水準を確保するた
め、緊急放出後の国家備蓄石油
を買い戻す。
②油種入替…我が国の石油需要
構造の変化に応じ、緊急放出時
の国内需要に十分対応させるた
め、適切な油種構成に改善する
ため国家備蓄石油を購入する。
③製品購入…国家原油備蓄及び
民間による製品備蓄を補完する
観点から、エネルギーセキュリ
ティの水準を向上させるべく国
家備蓄石油製品を購入する。

国内６カ所、海外５カ所に油濁
防除資機材等を整備した基地を
設置し、資機材の維持・管理を
行う。
大規模な油流出事故が起きた場
合、事故関係者からの要請によ
り、最寄りの基地から防除資機
材の貸出や技術的な指導等を行
い、迅速な処理により被害の拡
大を防止する。
よって、本事業による油流出事
故の被害拡大の防止は、国内の
経済・環境等に多大な影響を及
ぼす。
また、ペルシャ湾やマラッカ・
シンガポール海峡など、産油国
から我が国へのオイルロード上
で発生する事故は、我が国への
原油の安定供給確保を阻害する
恐れがあるため、被害の拡大・
長期化を防ぐことが必要。

油流出事故時に油濁防除資機材
の貸出し要請があった場合に、
速やかに当該資機材を貸し出
し、油濁防除に係る適切な処理
を行うことにより、被害の拡大
が防止される体制を整える。具
体的には、資機材の適切な維
持・管理及び使用に必要な要員
の確保・訓練の実施等により、
その有効性を示す。

○ △平成21年
度



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

石油貯蔵施設
立地対策等交
付 金 （ 交 付
金）

石油貯蔵施設
立地対策等交
付金事務等交
付 金 （ 交 付
金）

産油国石油安
定供給基盤強
化事業費補助
金（補助）

△ 原油の一層の安定調達に寄与す
る特定の原油について、安定的
に輸入が行われるようになるこ
と。

○ 平成21年
度

○ 事業者に対する利用動向調査

石油・石油ガスの購入資金に係
る融資を（独）石油天然ガス・
金属鉱物資源機構から受ける石
油精製業者等に対して、本利子
補給金制度によって、融資利子
の一部補給を行うための必要額
を不足することなく確実に補給
することが重要である。このた
め、毎年度、本制度の信頼性を
堅持できるよう予算を確保する
必要がある。
また、本利子補給制度によっ
て、石油精製業者等の民間備蓄
が円滑に進み、「石油の備蓄の
確保等に関する法律」に定める
ところの、常時、70日分以上の
備蓄義務の確保に資するもので
ある。

○

△

○

○小売市況調査（月次）
○小売市況調査（週次）
○卸価格調査（月次）
○非ＳＳ灯油小売調査（月次）
○産業用燃料納入価格（月次）

△

○石油・石油ガ
ス備蓄増強利
子補給金（利
子 補 給 金 ）
（石油分）

平成21年
度

石油備蓄基地の建設・維持を円
滑に進めていく。

石油製品品質
確保事業費補
助金（補助）

△

○

△

石油製品に係る各種価格の動向
を把握、監視するとともに、国
民に情報提供を行う。
それにより、石油製品価格の動
向を踏まえた適切な施策の検討
が可能になるとともに、石油販
売業者を始めとした関係者が、
石油製品に係る各種価格の情報
をベンチマークとして活用する
ことで、石油流通の透明性が高
まり、公正かつ自由な競争環境
の整備に資する。

平成21年
度

石油製品市況
調査（委託）

○

○当該事業において得た分析結
果や立入検査に基づく行政指
導・処分により、平成11年度当
時、約260箇所存在していた高濃
度アルコール含有燃料を販売す
る事業者が現在一掃されるな
ど、消費者利益の保護、石油製
品の適正な品質確保の観点から
着実な効果を上げているとこ
ろ。
○今後、バイオ燃料の本格的な
導入に伴い、脱税等の観点か
ら、品確法上の規格を外れた石
油製品を販売する事業者の増加
が見込まれているところであ
り、品確法の運用強化、品確法
の改正等と共に本事業を実施
し、引き続き石油製品の適正な
品質を確保する。

・試買分析件数
・品質違反件数

○

個別の事業毎に、事業者（自治
体）による事後評価を平成19年
事業から実施

○

平成21年
度

平成21年
度

○
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石油製品流通
合理化支援事
業（補助）

△ ○ 平成21年
度

○

構造改善円滑
化 事 業 （ 補
助）

○地下埋設タンク及び地下埋設配
管の撤去・入換等に係る工事費
の一部に対して補助を行うこと
で、土壌汚染の未然防止を図
り、給油所周辺地域との環境共
存を確保するとともに、莫大な
土壌汚染対策に係る経済的負担
を軽減することにより、石油製
品販売業者の経営基盤の安定化
を図り、もって石油製品の安定
的な供給体制の確保が図られ
る。

環境対応型石
油製品販売業
支援事業（補
助）

△

○

石油製品需給
適正化調査委
託費（石油ガ
ス流通合理化
対 策 調 査 ）
（委託）

土壌汚染環境
保全対策事業
（補助）

平成21年
度

１．石油販売業者経営高度化調
査・実現化事業

収益の多様化等経営基盤の強
化を目指す石油製品販売業者の
増加を図る。

２．事業環境整備等支援事業
災害対応型給油所の普及を図

る。

○

○

一重殻タンク及び配管の入換数
（補助事業実施件数）及び漏洩
事故発生件数等の推移の把握。

平成21年
度

・原料価格が乱高下する状況に
おける流通実態を調査すること
で、流通段階における合理化方
策を提示する。
・ＬＰガス卸売事業者、ＬＰガ
ス販売事業者の経営実態等を把
握することにより、今後の施策
立案に活用する。
・ＬＰガス小売価格等の把握及
び公表をすることにより、販売
事業者間の価格競争の促進が図
られ、消費者が販売事業者を選
択する際の判断材料として提供
する。

１．石油販売業者経営高度化調
査・実現化事業
　事業件数

２．事業環境整備等支援事業
　災害対応型給油所設置件数

設備等の完成後、３年間コスト
等の状況について報告を求め
る。

○流通合理化に向けた設備投資
等に関する支援
・民間事業者等による共同タン
クの建設、共同配送のための
ローリー取得、ドラム缶配送か
らコンテナ配送への転換のため
の投資等、必要な設備投資等に
対して支援。
・事業者に応じて、補助率を引
き上げる。
（補助率）
販売業者・卸売業者等；３／４
元売；１／２
自治体・県；１／２、市町村２
／３

△

石油製品販売業者等が行う土壌
汚染の有無に関する検査経費等
に対し補助を行うことで、土壌
汚染の未然防止、早期発見及び
早期対策を促進し、給油所周辺
地域との環境共存を確保すると
ともに、莫大な土壌汚染対策に
係る経済的負担を軽減すること
により、石油製品販売業者の経
営基盤の安定化を図り、もって
石油製品の安定的な供給体制の
確保が図られる。

補助事業実施件数及び漏洩事故
発生件数等の推移の把握。

○平成21年
度

○

○

・ＬＰガスの流通実態、販売事
業者の経営実態、ＬＰガス価格
を把握するための各種調査（ア
ンケート等）実績
・消費者への情報提供を行った
（パンフレット配布枚数等）実
績

平成21年
度

△

△

○
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・販売事業者指導支援事業
　消費者からの相談の迅速な解
決を進め、消費者ニーズを把握
することでＬＰガス販売事業者
の構造改善を図る。

・販売事業者指導支援事業
　ＬＰガス消費者等からの相談
や問い合わせ等の件数、内容の
整理

・構造改善推進事業
ＬＰガスの消費者との信頼性

を高める等、地域社会における
信用力の向上を図りつつＬＰガ
ス販売事業者の構造改善を推進
し、経営基盤の強化・合理化等
を図り、もってＬＰガスの安定
供給の確保を図る。

・構造改善推進事業
構造改善事業実施者に対する

アンケート調査

石油ガス流通
対策事業費補
助金（石油ガ
ス配送合理化
推 進 事 業 ）
（補助）

△ ＬＰガス充てん所の統廃合の推
進によって、充てんコスト及び
配送コストを削減する、ＬＰガ
ス販売価格の低下に寄与する、
ＬＰガスの安定供給を確保する
こと等を図ることを目的として
いる。

○ 平成21年
度

○ 充てん所の統廃合の件数

石油ガス国家
備蓄基地建設
委託費

○ ○ 平成21年
度

○ 定期的に、石油ガス国家備蓄基
地建設工事の進捗の確認を行
う。

石油ガスの安定供給確保のた
め、150万トンの石油ガス国家備
蓄体制の達成に向けて全国５地
点で石油ガス国家備蓄基地の建
設を行っている。
このうち地上３基地について
は、平成17年度に完成・操業を
開始しており、これに伴う国家
備蓄石油ガス、国家備蓄基地の
管理・運営等を円滑に行うこと
により、石油ガスの安定供給の
確保に資する。

△

△

○

○石油ガス流通
対策事業費補
助金（石油ガ
ス販売事業者
構造改善支援
事 業 ） （ 補
助）

現在建設中の波方基地及び倉敷
基地について、それぞれ、
波方基地　平成24年度
倉敷基地　平成24年度
を完成目標とし建設を進める。
当該２基地が完成すると、既に
完成している地上３基地と合わ
せて、合計150万トンの国家備蓄
体制が整備されることとなり、
既に石油備蓄法に基づく50日備
蓄を達成している民間備蓄と合
わせ石油ガスの安定供給確保の
一層の強化が図られる。

平成21年
度

平成21年
度

国家備蓄石油
管理等委託費
（ＬＰ分）

・ＬＰガスに関する消費者の理
解を深めることで、ＬＰガスの
取引の適正化が一層促進され
る。
・ＬＰガス用ＦＲＰ容器の実用
可能性の調査を行うことで、配
送・輸送コストの軽減及び配送
員の負担を軽減することができ
る。

○

○ 国家備蓄石油ガス数量のモニタ
リング（国家備蓄石油ガスの数
量報告　月１回）
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検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

△ ○ 平成21年
度

○

平成21年
度

○産炭国石炭産
業高度化事業
（補助）

（目標）
・炭鉱技術の移転により、対象
国における石炭生産の能率を改
善し、平成13年度（前身の「炭
鉱技術海外移転事業」実施前）
比で約２倍に向上させることを
目標とする。
・併せて、対象国における石炭
の生産量の更なる増大とそれに
伴う対日輸出量の増加を目標と
する。
・また、対象国における炭鉱で
の事故災害率の更なる低減につ
いても目標とする。
・定量的な成果以外にも、研修
で修得された「ゼロ災害・ゼロ
故障」、「保安第一・生産第
二」などの保安理念や、災害防
止運動が対象国において浸透す
ることを目的とする。

（効果）
炭鉱技術の移転により、産炭

国の効率的な石炭生産の促進や
効率化が図られ、我が国とアジ
ア地域の産炭国との関係が更に
強化されることが期待される。
また、本事業によって、産炭国
の石炭生産量を増大させること
は、石炭大消費国である我が国
への、海外炭の安定供給に資す
ることが期待できる。

国際資源開発
人材育成事業
委 託 費 （ 委
託）

（目標）
・コンソーシアムに参加する大
学、大学院において、資源開発
に関するより実践的な教育プロ
グラムを確立し、継続して実施
されることを目標とする。
・資源開発に関するプロフェッ
ショナル人材育成が産学連携に
より行われ、社会人や若手教員
の育成にもつながることを目標
とする。

○石油・石油ガ
ス備蓄増強利
子補給金（利
子 補 給 金 ）
（ＬＰ分）

△

石油・石油ガスの購入資金に係
る融資を（独）石油天然ガス・
金属鉱物資源機構から受ける石
油ガス輸入業者等に対して、本
利子補給金制度によって、融資
利子の一部補給を行うための必
要額を不足することなく確実に
補給することが重要である。こ
のため、毎年度、本制度の信頼
性を堅持できるよう予算を確保
する必要がある。
また、本利子補給制度によっ
て、石油ガス輸入業者等の民間
備蓄が円滑に進み、「石油の備
蓄の確保等に関する法律」に定
めるところの、常時、50日分以
上の備蓄義務の確保に資するも
のである。

○ △

・教育プログラムの開発・実証
を行う大学、大学院からのヒア
リング
・実証プログラムを受講した学
生からのヒアリング
・コンソーシアム参加者からの
ヒアリング

○

平成21年
度



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

国際石油需給
体制等調査研
究 等 委 託 費
（委託）

△ 各国のエネルギー情勢やエネル
ギー政策等についての調査・分
析結果を我が国の国際エネル
ギー戦略の企画立案に役立てる
（国際会議におけるアジェンダ
設定、成果文書作成、発言力確
保等）。

○ 平成21年
度

○ ・国際会議におけるアジェンダ
や成果文書、我が国の発言等
・二国間協力における成果文書
や我が国の発言等

地方都市ガス
事業天然ガス
化促進対策費
補助事業（補
助）

△ 地方都市ガス事業者の熱量変更
を推進することにより、需要家
の利便性の拡大、安全性の向上
を図るとともに、エネルギー供
給基盤の強化を図る。

○ 平成21年
度

○ 熱量変更完了件数（事業者数、
需要家件数）

経年埋設内管
対策費補助事
業（補助）

○ 2015年度までに保安上重要建物
についての経年内管改善を完了
させることにより、安全な都市
ガスの供給環境の実現を図る。

○ 平成21年
度

○ 経年内管の改善本数及び残存本
数により確認を行う。

我が国の大陸棚延長の可能性の
ある海域及び排他的経済水域内
において、石油等の資源賦存状
況の把握に必要な各種データ等
を取得する。これらの結果か
ら、データの分析や整理等を行
うことで、資源ポテンシャルの
評価を行うことにより、将来的
な海洋石油資源等の開発・利用
に資することを目標としてお
り、最終的には、施策全体の目
標である石油等の自主開発比率
の増加に貢献することができ
る。

△

○○大水深域にお
ける石油資源
等の探査技術
等 基 礎 調 査
（委託）

△

極限海域にお
ける海洋構造
物の基礎調査
研究（委託）

○ ○平成21年
度

（効果）
・我が国の資源開発人材を積極
的に育成することにより、石
油・天然ガス、石炭等の国際的
な資源獲得競争において、我が
国が優位に交渉を進められるよ
うな人材が輩出され、ひいては
我が国のエネルギー安全保障の
強化につながる。

極限海域（沖ノ鳥島）におい
て、海洋石油開発に使用される
海洋構造物の各種長尺モデル部
材の耐久性能評価試験を実施
し、データの収集・分析や課題
の抽出等を行い、部材を導入す
るために必要不可欠な耐久性能
の特定等を行うことにより、我
が国の海洋石油開発技術の向
上、コストの削減及び安全性の
向上等に寄与する。また、極限
海域での石油掘削リグや生産プ
ラットホーム等の海洋構造物へ
の適用等より、最終的には施策
全体の目標である石油等の自主
開発比率の増加に貢献する。ま
た、沖ノ鳥島及びその排他的経
済水域を確保するための経済活
動として、国際的な認知を高め
ることができる。

学識経験者や民間会社等からな
る大水深探査技術検討委員会等
の中で、得られた調査結果につ
いて検討を行い、今後の効率的
な調査を進めていくため、適宜
調査内容の見直しを図り、調査
を実施していく。最終的には、
平成24年度（終期年度）までに
は、必要なデータ等を収集し、
資源ポテンシャルの評価を行
う。

暴露試験により得られた試験体
の腐食状況等を点検・評価する
ことにより、構造部材の適用可
能性等について評価を行うとと
もに、各年度数回程度開催され
る学識経験者や民間企業等から
構成される委員会において、そ
の結果を審議し成果を取りまと
める。

平成21年
度
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天然ガス等利
用設備資金利
子補給金事業
（補給金）

△ ○ 平成21年
度

△ 都市ガス事業者における設備投
資に係る資金調達の状況（安定
的な調達に向けて必要な設備更
新、増設が行われているか）

中東産油国原
油供給長期安
定化事業（委
託）

△ 中東産油国と日本の企業間の双
方向のビジネス交流を促進する
ことにより、中東産油国との重
層的な経済関係を構築し、もっ
て石油の安定確保を実現する。

○ 平成21年
度

○ 中東産油国と日本の双方向のビ
ジネス交流の進展度合いによっ
て効果を測定する。

中東等産油国から強く要望され
ている、我が国からの直接投資
の促進や技術・ノウハウなどの
移転、人材育成及び双方向の投
資促進等により、これらの国と
の関係の強化を図り、石油・天
然ガスの安定供給の確保を達成
する。

短期的・直接的な指標として
は、本事業によって事業化され
た直接投資や技術提携の件数に
よって効果を測定する。中長期
的には、産油国との重層的な関
係強化の進展度合いによって効
果を測定する。

地方都市ガス事業者が、天然ガ
スを安定的に調達するために必
要な設備投資に対する費用負担
を軽減することによって、事業
リスクの低減、低廉かつ安定し
た料金や安全性の向上、及びパ
イプラインの整備による競争環
境の整備等を通じて利用者の利
益増進を図る｡

高圧ガス保安法に基づく許可申
請や届出における新技術基準適
用件数をもって、当該技術基準
がどれだけ事業者の経済活動に
おける保安確保に貢献している
かをモニタリングする。

○平成21年
度

平成21年
度

○

○○△中東等産油国
投資等促進事
業（補助）

△石油精製業保
安対策委託費
（委託）

平成22年度に発生した高圧ガス
保安法関係の主な事故を、現地
調査を含む事故調査解析によっ
て得られた事故原因と再発防止
策に係る情報を取りまとめ関係
者に提供する。これらの成果物
は、原子力安全・保安院におけ
る高圧ガス保安政策の策定、各
都道府県における事業者に対す
る指導、各事業者における自社
内の保安体制の整備のための参
考となる。
また、①被覆配管等の運転中検
査技術に関する調査研究、②水
素エネルギー利用に伴う材料使
用基準に関する調査研究、③
ヒューマン・ファクターを考慮
した事業者の保安力評価に係る
調査研究④石油精製プラント等
に係る高圧ガス設備の劣化・損
傷データの調査研究⑤高圧ガス
設備に係る補修後の強度基準等
に関する調査研究⑥既設高圧ガ
ス設備の耐震性評価基準に関す
る調査研究について、高圧ガス
保安法上の技術基準となる原案
を作成する。③については平成
22年度を、①②④については平
成23年度を⑤～⑥については平
成25年度を目標年度とし、①～
⑥については平成22年度末時点
においてそれまでに、収集した
国内外の関連情報の分析と実施
した試験のデータ解析を得るこ
ととする。これらの成果物は、
それぞれのテーマ終了後に、原
子力安全・保安院において高圧
ガス保安法の関係省令（規則）
における技術基準を改正するに
あたっての原案となる。
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次世代保安向
上技術調査事
業（委託）

△ ○ 平成21年
度

○

国有資産所在
市町村交付金

△ 国有資産等所在市町村交付金法
に基づき、国が所有する国有資
産所在の市町村に対し交付金を
交付する。

○ 平成21年
度

△

石炭利用国際
共同実証事業
費補助金（補
助）

○ ○ 平成24年
度

○

②地震対策技術調査について
は、ガイドライン等が完成し、
ガス業界内へ周知・徹底されて
いることを確認する。

①保安技術調査については、異
業種の技術シーズが十分に抽
出・整理等がされ、導入のため
の開発課題が明確化されている
ことを確認する。

26 エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用
○酸素燃焼国際共同実証事業
・日豪共同プロジェクトの中に
技術や資金について評価するＴ
ＩＡＣ（Technical＆Investment
Advisory Committee ） を 設 け
る。本会合は、参加企業の他に
専門家にも入ってもらって評価
するもので、少なくとも年４回
のペースで開催される。また、
年 ４ 回 の ペ ー ス で Ｍ Ｃ
（Management Committee）が開
催され、Joint Venture（ＪＶ）
としての方向性についての最終
決定がなされる。
・国内においては、大学関係者
等からなる評価検討委員会を設
け、実証試験および実用化支援
調査研究の実施状況の評価およ
び今後の方針についての見解を
いただく。開催は年に２回を計
画。

①保安技術調査
ガス分野業の関連分野のみな

らず、航空・宇宙分野、医療分
野など、異業種・他分野の先端
技術領域における調査を実施
し、ガス導管に係る保安の向上
と効率的な維持管理に適用可能
性のある技術シーズの抽出・整
理を行い、有効性を検討する。
これにより、安全高度化目標達
成や、地震に強い導管網の実現
に向け、導管の保安レベルの飛
躍的向上を図ることが期待され
る。

②地震対策技術等調査（長柱座
屈メカニズムの解明）

新潟県中越沖地震により被害
が発生した小口径で長い直線状
配管における長柱座屈のメカニ
ズムを解明し、それを踏まえた
対応策を検討し、ガイドライン
等にまとめる。

これらの取り組みにより、地
震に強い導管網を実現するとと
もに、地震の際の早期復旧体制
が確立できる。本事業を実施す
ることにより、天然ガスの安定
供給化に貢献し、ひいては我が
国の石油・天然ガス・石炭に係
る重層的かつ多様なセキュリ
ティの向上を図り、もって石
油・天然ガス・石炭の安定供給
を確保する施策目的である「燃
料技術開発プログラム」に貢献
する。

(1)酸素燃焼国際共同実証事業
実証試験が確実に実施され、

100万トン／年規模の貯留が見通
せるようになることを目標と
し、次のスケジュールで事業を
実施する。Ｈ 22年度（ 2010年
度）は、2016年度までの事業の
一部を実施する。
＜酸素燃焼によるＣＯ２回収実
証＞
・酸素燃焼改造工事に向けた詳
細設計、機器製造
・酸素燃焼改造工事（～2011年
７月）
…発電プラント改造、空気分離
装置設置、ＣＯ２圧縮・液化装
置設置、試運転
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平成24年
度

○

○高効率熱分解石炭ガス化国際
共同実証事業、革新的ゼロエ
ミッション石炭火力発電国際共
同実証事業

事業成果を評価するための、
外部有識者による委員会におい
て実施状況に関する評価を実施
する。また、経済産業省におい
て適宜ヒアリングを実施する。

ガス体エネルギーを使用した分
散型エネルギーシステムの構築
の進展により、我が国のガス事
業における低炭素社会の実現に
向けたさらなるエネルギー供給
構造の高度化への取組みが推進
され、近年のエネルギーセキュ
リティ及びＣＯ２削減課題への
対応が可能となる。

○クリーン・コール・テクノロ
ジー（ＣＣＴ）の技術移転を図
ることにより、世界規模での環
境問題の改善及びＣＯ２削減を
推進するとともに、石炭需給の
安定に資する。
研修事業等については、研修生
等に対してアンケート調査等を
実施し、技術の修得度、普及の
可能性等が高い研修の効果を目
指す。

○ ○ 本システムの設置件数、容量。
システムの導入に伴う省エネル
ギー量、ＣＯ２削減量、再生可
能エネルギー導入量。

(2)高効率熱分解石炭ガス化国際
共同実証事業、(3)革新的ゼロエ
ミッション石炭火力発電国際共
同実証事業

我が国が持つ優れたＣＣＴの
早期実証、確立を図る。また、
得られた結果を活用し、我が国
民間企業等の投資、更なる技術
開発を促進する。

平成24年
度

気候変動対応
クリーンコー
ル技術国際協
力 事 業 （ 補
助）

△

・酸素燃焼運転（2011年８月～
2015年７月）
…運転パラメータ最適化、基本
特性確認試験（プラント性能、
排 ガ ス 性 状 、 機器 の保 全確
認）、運用性確認試験、多炭種
適用性確認試験
＜酸素燃焼からの回収ＣＯ２の
地中貯留実証（枯渇ガス田を予
定）＞
・ＣＯ２地中貯留サイトの選定
（～2009年９月）
・サイト評価（～2010年５月）
…ＣＯ２貯留特性評価、試掘評
価、ＣＯ２注入モデリング
・ サ イ ト 工 事 およ び試 運転
（2010年５月～2011年７月）…
井戸掘削、地上設備工事、試運
転
・ＣＯ２地中貯留実証（2011年
８月～2014年６月）…ＣＯ２注
入、モニタリング
・貯留後モニタリング（～2015
年10月）…継続モニタリングの
実施
＜実用化支援調査研究＞
・酸素燃焼システムの評価ツー
ルおよび基礎データの構築、商
用実用化検討
・ＣＯ２貯留に関わる調査研究
・酸素燃焼ＣＯ２回収システム
の市場動向調査、ＣＤＭ・ＪＩ
適用検討調査

△分散型エネル
ギー複合最適
化 実 証 事 業
（補助）

設備診断を実施した発電設備に
ついて、フォローアップを実施
する。研修事業等については、
研修生等にアンケート調査を実
施する。
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検証を行う時期

の特定
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石炭火力発電
天然ガス化転
換補助金（補
助）

△ 本事業は電気事業分野のＣＯ２

排出原単位低減に向けた取組み
であり、燃料転換による設備の
高効率化によって排出量を削減
するものである。

○ 平成24年
度

○ 事業者から聞き取りを行い、月
１回程度の頻度で工事の進捗状
況等を確認している。

○

平成24年
度

採択案件の省エネ・省ＣＯ２効
果測定と、普及・広報の結果と
して実施された中・小規模のエ
ネルギー面的利用システム導入
件数

中小規模のエネルギー面的利用
モデル事業を実施し、熱需要の
相違によって建物用途を分類
し、それぞれの建物分類間にお
いてエネルギーの面的利用を実
施した場合の建物分類の組合せ
毎のエネルギー効率、省エネル
ギー・省ＣＯ２効果等の検証を
行うことにより、都市部や市街
地等において省エネ・省ＣＯ２

効果の高いエネルギー面的利用
モデルを定義するとともに、こ
れを活用した地域づくり実現の
ための広報を行うことにより、
全国的な普及を図る。
また、モデルの具体像を明らか
にするために、以下の要素によ
るエネルギー効率・省エネル
ギー・ＣＯ２削減量等の効果検
証、設計・施工等の課題の確認
を行う。
・建物用途の組合せによる熱需
要パターン（時間帯、季節によ
る需要の変動）の相違における
効果検証
・建物規模による熱源システム
の相違による効果検証
・建物の新設・既設により選択
できるエネルギー供給方式に応
じた運転方法の違い、熱ロスの
大小による効果検証やイニシャ
ルコストへの影響等

△

△

平成24年
度

○

○ ○平成24年
度

我が国のエネルギー需給構造の
変化に対応するため、統計未整
備の分野について業種横断的に
エネルギーの消費構造を把握可
能とする仕組みの構築を目指
す。一次統計であるエネルギー
消費統計調査は、供給部門、エ
ネルギー転換部門、あるいは運
輸部門、家庭部門といった他部
門も含めた最終消費部門ととも
に、需要・供給がバランスした
形の「総合エネルギー統計」と
いう二次統計に加工される予定
である。

天然ガス型エ
ネルギー面的
利用導入モデ
ル事業費補助
事業（補助）

△

回収率、有効回答率の維持、向
上。供給側データ等との整合
性。

○・国内で生産される超低硫黄軽
油の製造装置の導入促進を通じ
た軽油の超低硫黄化が目標。
・平成15年４月、業界は自主的
取組として、硫黄分50ppm以下軽
油の全国的供給を開始したとこ
ろであり、現在、100％の供給を
達成（2007年１月より法令上の
規制値を 10ppm以下に引き下
げ）。

エネルギー消
費状況調査委
託費（委託）

超低硫黄軽油
導入促進事業
費補助金（補
助）

○



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

新エネルギー
設備導入促進
情報提供事業
（委託）

○ ○ 平成24年
度

○

政府のエネルギー施策の立案・
遂行に資した委託契約の本数。

2008年３月に改訂された京都議
定書目標達成計画においては、
2010年の新エネルギー導入目標
は原油換算で1,560万ｋｌから
1,910万ｋｌとされている。ま
た、長期需給見通しの最大導入
ケースでは、再生可能エネル
ギーについて、一次エネルギー
国内供給の約 8.2％（ 2020年
度）、約11.1％（2030年度）と
いう導入水準が示されていると
ころ。
本事業では、地方公共団体、事
業者及び一般国民等に対し、我
が国のエネルギー情勢、地球温
暖化問題に係る情報、新エネル
ギー政策に係る法制度等に関す
る情報及び新エネルギーの導入
実績等に係る情報等を広く発信
し、負担に対する理解を深める
とともに、各層における新エネ
ルギーの加速的導入の実現を図
る。

エネルギー環
境総合戦略調
査 等 委 託 費
（委託）

平成24年
度

△クリーンエネ
ルギー自動車
等導入促進対
策 費 補 助 金
（ ク リ ー ン
ディーゼル自
動車導入促進
事業費）（補
助）

セミナー、シンポジウム、展示
会等において、参加者に対して
アンケート調査を実施し、新エ
ネへの意識変化等についての
フォローアップ調査を行う。ま
た、一部事業においては、外部
有識者によって構成された委員
会を開催し、事業の効果検証を
行う。

平成24年
度

クリーンディーゼル自動車の普
及台数やガソリン車との価格差
について、毎年モニタリングを
行う。事業の終了時期について
は、ガソリン車と比較して高い
イニシャルコストが、クリーン
ディーゼル自動車の年間平均走
行距離、燃費、燃料単価、平均
保有年数を考慮したガソリン車
とのランニングコスト差を反映
したライフサイクルコストと同
等となった時点（概ね20万程
度）と考えている。

○

○

クリーンエネルギー自動車の普
及台数。

平成24年
度

○

○

○

クリーンディーゼル自動車の車
種拡大や初期需要創出のため
に、クリーンディーゼル自動車
を導入する者に対して、通常車
両との価格差の１／２以下を補
助することにより、クリーン
ディーゼル自動車を広く普及さ
せ、ＣＯ２排出量の約２割を占
める運輸部門（自動車部門）に
おける省エネルギーを促進す
る。

クリーンエネルギー自動車の導
入については、京都議定書目標
達成計画において、平成22年度
に69万台から233万台の導入を目
標としており、本事業により当
該目標を達成することを目指す
（平成20年度末時点のクリーン
エネルギー自動車の普及台数は
約62万台）。
具体的には、ある程度の導入が
行われている天然ガス自動車
（20年度までの普及台数は約３
万７千台）について、更なる普
及を目指し、京都議定書目標達
成計画の達成に資することを目
標とする。

○

クリーンエネ
ルギー自動車
等導入促進対
策 費 補 助 金
（天然ガス自
動 車 等 ）
（補助）

エネルギー技術開発、エネル
ギー需給構造等について調査分
析を行い、現在の経済及びエネ
ルギーを取り巻く状況や今後の
見通しを把握することで、アウ
トカム目標を達成するための課
題を分析し、適切な政策を検討
する上での基礎とすることを目
標とする。
適時適切な国民への情報提供や
国のエネルギー政策の立案・遂
行の円滑化が図られる効果があ
る。

△

○
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これらの調査・情報収集による
有効な省エネ・新エネ施策を講
じることで、国内省エネルギー
対策のより一層の促進、エネル
ギー源の多様化に寄与する新エ
ネルギーの導入促進に貢献す
る。

一般水力の発電設備容量は、
2,074万ｋＷ（2008年度推定実
績）であり、長期エネルギー需
給見通しにおける2020年度の予
測である2,158万ｋＷを目標に、
これを達成するための施策を実
施する必要がある。
第５次包蔵水力調査で把握した
地点数で約2,000地点、出力で約
1,200万ｋｗ、電力量で約480億
ｋｗｈの開発可能量の中から、
開発に至るまでには、①発電計
画の検討、②経済性の検討、③
電力供給計画の策定、④概略設
計など、検討すべき項目があ
る。

事業のアウトプット：調査地点
において予想される発電設備容
量、発電電力量
事業のアウトカム：調査を行っ
た結果、開発が可能であると判
断された地点のうち、次の段階
（設計、建設）に進んだ地点数

○

国内外の省エネルギー・新エネ
ルギーに関する基礎的な情報収
集や導入状況実態、海外の事例
調査、それら情報を基にした政
策課題等の分析等により、新た
な政策立案の可能性の検討、こ
れまで講じてきた政策の検証を
行う。特に、新エネルギーの導
入拡大に不可欠である蓄電池産
業の動向や太陽光発電政策に資
する調査、海外の再生可能エネ
ルギーの現状、「世界省エネル
ギー等ビジネス推進協議会」の
運営や等にともなう課題の検討
等が必要になる。

中小水力・地
熱発電開発費
等補助金（補
助）

「水力発電に関する研究会」や
「地熱発電に関する研究会」で
の試算を踏まえて、今後、水
力・地熱発電について、それぞ
れ132万kW（53億kWh）、67万kW
（41億kWh）の追加的開発を促進
することを目標とする。
また、開発が進むことにより、
エネルギー安全保障の確保及び
地球温暖化対策に貢献できる。

中小水力開発
促進指導事業
基礎調査（委
託）

○

京都議定書目標達成計画を受
け、ＬＰガス業界は2010年まで
に新たにＬＰガス自動車を26万
台普及させる目標を定めている
ものの、現在の普及台数は、約
３万５千台に止まっている。当
該補助により、ＬＰガス自動車
の普及促進が図られ、一定の普
及率を超えれば自動車製造者が
量産化し、更なる加速的普及が
可能となることを目標とする。
これにより、自動車燃料の多様
化、ＬＰガスの安定供給の確保
及び省エネルギー化・地球温暖
化防止に資することが期待され
る。

平成24年
度

○

学識経験者を含む委員会におい
て、水力発電・地熱発電の設備
容量、発電電力量の増加量を確
認、評価する。

平成24年
度

○平成24年
度

○

平成24年
度

○○ 事業終了後に委託調査評価書
（報告書のレベル・委託調査の
手法・委託先の能力・政策への
反映状況等について事後的に評
価するもの）を作成し、政策へ
の反映状況等を確認している。

ＬＰガス自動車の普及台数、Ｌ
Ｐガス自動車用スタンドの件数

○○

新エネルギー
等導入促進基
礎 調 査 （ 委
託）

△

クリーンエネ
ルギー自動車
等導入促進対
策 費 補 助 金
（ＬＰガス自
動車等導入促
進対策事業）
（補助）

○

○
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新エネルギー
等導入加速化
支援対策事業
（補助）

○ ○ 平成24年
度

○ 新エネルギー等の導入状況につ
いて、民間事業者等関係機関に
対してモニタリングを行う。

○ 本事業では、「低炭素社会づく
り行動計画」において「導入量
を2020年に10倍、2030年には40
倍にする」との高い導入目標が
課されているとともに、「３～
５年後に太陽光発電システムの
価格を現在の半額程度にするこ
とを目指す」という高いコスト
低減目標が課せられた。さら
に、４月９日の麻生総理のス
ピーチ「新たな成長に向けて」
に基づく経済危機対策及び未来
開拓戦略においては、太陽光発
電の規模を2020年頃に20倍程度
に拡大することを目指すとされ
ている。

○民生用燃料電
池導入支援補
助金（補助）

平成24年
度

○住宅用太陽光
発電導入支援
対策費補助金
（補助）

本事業では地方公共団体及び自
家発電設置者が開発主体となる
地点の調査を行うことにより、
設計段階及び建設段階まで進む
ことを目標に支援を行う。
また、開発が進むことにより、
水車価格等の低下や技術の向上
に繋がることから、エネルギー
安全保障の確保及び地球温暖化
対策に貢献できる。

家庭用燃料電池システムの導入
状況及びシステム価格の動向に
ついて、毎年モニタリング調査
を行うとともに、次年度の条件
設定に反映。

○平成24年
度

○・「京都議定書目標達成計画」
の2010年度の民生部門における
燃料電池コジェネの累積導入量
1.97万kW～10万kWを達成する。
・量産化によるコストダウンを
図ることが可能な「１社あたり
１万台以上／年」を2012年まで
に達成する。

○地域新エネルギー等導入促進
対策事業及び新エネルギー等事
業者支援対策事業

新エネルギーについては、京
都議定書目標達成計画において
1,560万kl～1,910klの導入目標
が掲げられているところ。本事
業において、当該目標の達成に
向けて引き続き支援を行うこと
により、政府の掲げる温室効果
ガス削減の実現に資する。
なお、新エネルギーの導入促進
方策については、ＲＰＳ法があ
り、2010年には、122億ｋＷｈま
で新エネルギー等の利用義務量
を拡大し、新エネルギー等の市
場の拡大を図ることとしてい
る。このＲＰＳ法と当該支援策
とが組み合わさることにより、
新エネルギーの導入促進がより
確実なものとなる。

住宅用太陽光発電システムの導
入状況及びシステム価格の動向
について、毎年モニタリングを
行うとともに、次年度の条件設
定に反映。

○
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エネルギー使
用合理化事業
者支援補助金
（補助）

△ ○ 平成23年
度

○

省エネルギーの推進

○ 加盟国に提出される年次報告書
に拠り、事業を評価。

主に以下の指標を盛り込んだ
フォローアップ調査（効果測
定）を行う。
・イベント参加者人数
・メディア広告認識者数
・省エネへの意識変化

△ 産業部門、民生部門、運輸部門
等において、気候変動問題への
対応を強化していく上で、国民
各層による行動を喚起するため
適切な情報提供等を実施するこ
とにより、省エネの普及啓発を
行い、省エネの設備導入等の省
エネ推進を図る。

平成23年
度

○国際再生可能
エネルギー機
関分担金

①加盟国のそれぞれのニーズを
考慮しつつ、再生可能エネル
ギーに係る政策上の助言及びサ
ポートを実施し、再生可能エネ
ルギーの導入が容易となる環境
作りを行う。
②人材育成事業、技術開発・導
入促進のためのロードマップ、
ツールの策定により、適切な再
生可能エネルギーの知識及び技
術の移転を促進し、加盟国の再
生可能エネルギーに関する能力
の強化を目指す。

本事業による市場の確立及び民
間企業等による技術的な低コス
ト化の相乗効果により、
・「低炭素社会づくり行動計
画」における 2020～ 2030年頃
に、システム価格40万円／台
（１kW）を目指す。
・「長期エネルギー需給見通
し」の2030年の産業用・業務部
門における定置用燃料電池の約
560万kWの導入、家庭部門におけ
る燃料電池を含むコジェネの約
250万台の導入を目指す。

○

平成24年
度

○
27

省エネルギー
設備導入促進
情報提供等事
業（委託）

△

(1)毎年度毎の採択件数、補助金
額、省エネルギー量及び費用対
効果について、フォローアップ
調査を実施。
(2)京都議定書目標達成計画にお
ける主な対策評価指標への設備
導入における寄与度につき調査
を実施。
・複数連携による大規模省エネ
ルギー事業 省エネルギー量
（原油換算）45～100万KL
・中堅中小企業（高性能工業
炉） 約1,000～約1,500基の導入

京都議定書の第１約束期間にお
ける目標を確実に達成するた
め、産業・業務・運輸の各部門
の省エネを一層推進すべく、特
に以下の各部門の省エネに資す
る設備の導入を促進する。

(1)複数事業者連携による大規模
省エネルギー事業に対する支援

コンビナート等において、複
数の事業主体が連携し行う省エ
ネルギー投資に対して補助を行
う。
(2)中堅中小企業（高性能工業
炉）の導入支援

高性能工業炉については、一
基あたりの省エネ効果が高いが
（約 890ｋｌ／基（ＮＥＤＯ
フィールドテスト））、現時点
での普及率は約３％と導入が進
んでいない。しかしながら、工
業炉は約２万５千基程度のス
トックがあり、その省エネポテ
ンシャルが極めて大きいことか
ら、重点的に支援を行う。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

エネルギー使
用合理化事業
者支援補助金
（民間団体等
分）（補助）

○ 京都都議定書目標達成計画の産
業部門における2010年度末に向
けた削減目標「48～52百万ｔ－
ＣＯ２／年（京都議定書目標達
成計画の進捗状況2007年度速報
値より）」の達成に資する。

○ 平成23年
度

○ 本事業による産業部門の省エネ
ルギー化及び化石燃料の高度利
用に伴うＣＯ２排出削減量の推
移

(4)運輸部門における省エネ事業
の支援

平成18年４月施行の改正省エ
ネ法により規制対象となった運
輸部門に対し、引き続き取り組
みを強化するため、省エネ効果
の高い運輸部門での省エネ事業
の支援を行う。

当該システム導入後、ＮＥＤＯ
に対し、３年間継続してエネル
ギー消費量に関する報告を行い
モニタリングをするとともに、
事業概況として、採択件数、費
用対効果、削減率等を取りまと
め、成果発表会などを通じて公
表する。

△ ・本事業を通じ、省エネルギー
性能の高い住宅・建築物の実例
を増やすことに加え、その省エ
ネルギー効果を具体的に分析、
公表することによって、住宅・
建築物の省エネルギーに対する
消費者及び事業者の意識を高揚
させることを目指す。
・具体的には、エネルギー消費
が増加傾向にある住宅・建築物
について、高い省エネルギー性
能を有する躯体、高効率エネル
ギーシステム、エネルギー消費
量を把握して省エネルギーの取
組みに繋げるモニタリングシス
テムの導入等に対して補助を行
い、住宅・建築物における省エ
ネルギー対策を加速化させる。
・また、京都議定書目標達成計
画において提示された導入目標
の達成に向けて、建築物におけ
るビルエネルギーマネジメント
システム（ＢＥＭＳ）の導入に
対して補助を行い、その普及を
図る。

住宅・建築物
高効率エネル
ギーシステム
導入促進事業
費補助金（補
助）

○ ○平成23年
度

(3)業務部門への省エネ設備の導
入支援

省エネポテンシャルが高い
が、省エネ設備へのリプレース
が進んでいないオフィスビル等
業務部門に対して補助を行う。
また、今回の改正省エネ法で、
新たに規制対象となるフラン
チャイズチェーンに対しても補
助を行う。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

エネルギー使
用合理化特定
設備等資金利
子補給金

○ 本事業の効果として温暖化ガス
削減量はＣＯ２換算で5,900トン
／年と試算。融資見込みは民間
金融機関分168億円。

○ 平成23年
度

○ 「京都議定書目標達成計画」
（平成20年３月閣議決定）にお
ける、2010年度の省エネ量（原
油換算）。
高性能工業炉（80万kl）
高性能ボイラー（50万kl）

高効率厨房機
器普及促進事
業 費 補 助 金
（補助）

△ ＬＰガス利用設備の導入によ
り、省エネルギー対策の推進を
図りつつ民生部門における地球
温暖化に関する環境対策を推進
する。

○ 平成23年
度

○ 高効率厨房機器の普及台数。

「京都議定書目標達成計画」
（平成20年３月閣議決定）にお
ける、2010年度の省エネ量（原
油換算）等でモニタリングを行
う。

○○

△

平成23年
度

○

工場・事業場、荷主、住宅・建
築物、機器におけるエネルギー
使用合理化の推進を行うため、
セクター別ベンチマークの策定
及び省エネ法の適切な運用等を
図ることで、エネルギー消費量
の著しい増加及び地球環境問題
に対応する。

省エネに関する技術や資金が十
分でない中堅・中小企業に対す
る省エネ技術の導入可能性に関
する診断事業等の実施による具
体的な省エネ手法の提案や、省
エネ法の改正により規制対象の
拡大する業務部門を始めとした
事業者等に対するエネルギー消
費量を「見える化」する簡易Ｂ
ＥＭＳなどの計測監視システム
の導入支援及びその得られた
データに基づくエネルギーの使
用の合理化を図ることにより、
京都議定書目標達成計画におい
て目標とされている産業・業務
分野のエネルギー管理の徹底の
達成を目標とする。

平成23年
度

エネルギー使
用合理化促進
基盤整備委託
費（委託）

エネルギー使
用合理化希少
金属資源開発
推進基盤整備
事業（委託）

△ 省エネ機器及び次世代自動車の
製造に不可欠なレアメタルの調
査・探鉱を行い、有望な調査結
果が得られた場合はその権利を
我が国企業に引き継ぐことで我
が国企業による資源開発を促進
するとともに、新タイプの鉱床
等に適した製錬技術を評価し、
レアメタルの安定供給の確保を
図り、もって我が国のエネル
ギー需給構造の安定に資する。

○平成23年
度

省エネルギー
対策導入促進
事業費補助金
（補助）

※「京都議定書目標達成計画」
（平成20年３月閣議決定）にお
ける、2010年度の省エネ量（原
油換算）。
（工場・事業場におけるエネル
ギー管理の徹底（省エネルギー
法等によるエネルギー管理）210
万klの内数）

○

○ 主に以下の指標を盛り込んだ
フォローアップ調査（効果測
定）を行う。
・特定事業者、特定連鎖化事業
者数、及びそれら事業者のエネ
ルギー消費原単位や、判断基準
の遵守状況
・セクター別ベンチマークの設
定数、及びセクター別ベンチ
マークの対象となる事業者のベ
ンチマークの達成状況　等

○

本事業の計測指標としては、調
査地域数、鉱種、ボーリング本
数及びボーリング延長を用い、
最終的な計測指標としては、本
事業による調査によって開発に
至った鉱山数及びそれによる日
本向け輸入（供給）実績を用い
る。モニタリング方法としては
委託先が実施する定期的に開催
される成果報告会や連絡会での
報告及び第三者を交えた評価委
員会の開催。
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検証を行う時期

の特定
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・シドニー宣言の目標（※）達
成に有益なエネルギー効率改善
事業の着実な実施(ワークショッ
プ、調査研究、ピアレビュー
等）
・低炭素技術のモデルプロジェ
クト実施に向けたＦ／Ｓの実施

※ＡＰＥＣ域内全体で2030年ま
でに2005年比エネルギー効率を
25％改善する

△

○

アジアを中心とした開発途上国
や中東及び南アフリカを始めと
する資源国において、日本の省
エネ・新エネ制度に係る研修、
専門家派遣等を行い、各国の省
エネ促進制度の整備及び執行強
化に向けて、我が国の優れた省
エネ制度・運用実務のノウハウ
を人材育成事業等により普及さ
せることを通じて、各国のエネ
ルギー効率の改善を図り、アジ
アを中心とした地域のエネル
ギー需要の伸びを抑制し、エネ
ルギー需給構造の改善を図る。
また、トップランナー制度等の
我が国の優れた省エネ基準制度
等を普及させるとともに我が国
企業の海外展開を支援すること
により、家電製品等の日系企業
の省エネ・新エネ機器の国際的
な展開効果も期待出来る。

○

○

国 際 エ ネ ル
ギー機関拠出
金

国 際 エ ネ ル
ギー使用合理
化等対策事業
（委託）

①ピアレビューの着実な実施
②ＡＰＥＣエネルギー需給見通
しの策定
③エネルギー統計に関する着実
な研修生受け入れ　専門家派遣
④エネルギーデータネットワー
クを通じた域内需給データの提
供とＪＯＤＩへの貢献

平成23年
度

○

○

国 際 エ ネ ル
ギー使用合理
化等対策事業
費補助金（国
際エネルギー
共同利用等事
業）（補助）

△ ・ＡＰＥＣエネルギー大臣会
合、首脳会合等におけるコミュ
ニケの確認
・エネルギー作業部会（ＥＷ
Ｇ）等における報告
・研修員受入数や専門家派遣数
・域内需給見通しの更新や講演
回数、研究者の論文数、論文の
被引用件数
・データベースへのアクセス件
数　等

・ＡＰＥＣエネルギー大臣会
合、首脳会合等におけるコミュ
ニケの確認
・エネルギー作業部会（ＥＷ
Ｇ）等における報告
・ＡＰＥＣエネルギー需給見通
し

○平成23年
度

○平成23年
度

○

平成23年
度

アジア太平洋
経済協力拠出
金

①エネルギー効率指標の作成
②技術ロードマップの作成
③ＩＰＥＥＣにおける具体的な
国際省エネルギープログラムの
実行
④低炭素技術グローバルプラッ
トフォームの立ち上げ、及び官
民アドバイザリー機能の付加

○ ・本年10月のＩＥＡ閣僚理事会
コミュニケの確認
・エネルギー効率指標及び技術
ロードマップに関する報告書・
出版物の確認
・ＩＰＥＥＣ執行委員会、政策
委員会等における活動報告
・ＩＥＡ事務局によるＣＯＰ交
渉へのインプット、国際会議で
の発言、コミュニケへの反映等

○

研修生の受入人数、派遣人数、
世界省エネルギー等ビジネス推
進協議会への参加企業数
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28

海外ウラン探
鉱支援事業補
助金（補助）

△ ○ 平成24年
度

○

以上により、我が国の民間事業
者によるウラン鉱山の権益獲
得、さらには我が国のウラン資
源の長期安定確保を目指す。

・将来ウラン資源の確保が有望
な鉱区の件数を把握する。
・民間事業者に対する補助事業
の件数及び内容を把握する。
・ＪＯＧＭＥＣが民間事業者に
権益を譲渡した件数及び内容を
把握する。

ウラン資源開発段階からのプロ
ジェクト参画は、リスクが低い
ため、ほとんど案件が無い上に
高額な参画コストを要するこ
と、鉱山の探査済みの狭い区域
の開発にしか参画できず、探査
から参画した場合に比べ権益が
限られたものとなることから、
以下の手段により民間事業者の
海外におけるウラン資源探鉱を
促進する。

・海外においてウラン探鉱事業
を実施する民間事業者を対象と
して、探鉱に必要な資金の１／
２を国（ＪＯＧＭＥＣ）が補助
することにより民間企業による
ウラン資源探鉱プロジェクト実
施を促進する（事業費）。同時
に、当該プロジェクトが適正に
実施されているかを確認・指
導・監督する（指導監督費）。

・民間事業者がリスクを取り難
い初期のウラン探鉱案件、ある
いはカントリーリスクの高い国
の探鉱案件をＪＯＧＭＥＣが先
導的に調査を行い、民間事業者
に適当な段階で引き継いでいく
とともに、ウラン探鉱に係る必
要な調査について適宜実施する
（調査費）。

○
原子力の推進・電力基盤の高度化

平成24年
度

毎年の事業終了年度末に各プロ
グラムの評価を行うとともに、
本事業の見直し年度である平成
24年度終了時期には「原子力人
材育成プログラム」事業全体の
目標評価を行う予定。

○△ 我が国は総発電電力量に占める
原子力発電の割合を、2030年以
降も３～４割程度またはそれ以
上の供給割合を担うことを定め
ている。このために、2030年前
後から見込まれる、国内の大規
模な代替炉需要に対応するた
め、技術開発や人材育成、産業
の国際展開の推進の取組によ
り、我が国原子力産業の技術、
人材の両面において、必要な厚
みを維持することを目標とす
る。
本プログラムは、急激に縮小し
た原子力の教育基盤を支え、ま
た産業界のニーズや、有するポ
テンシャルを活かした人材育成
を支援するプログラムであり、
大学等において自主的、自立的
に人材育成が行われることを目
指している。

原子力人材育
成プログラム
委 託 費 （ 委
託）
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○

○

△原子力発電所
等立地広報事
業（全国広報
事 業 ） （ 委
託）

△

事業終了後に行う参加者向けの
アンケート調査等を通じて、情
報の受け手の原子力に関する理
解度、ニーズを把握し、今後の
一層効果的、効率的な施策の実
施に反映させる。原子力に関す
る意識動向については、国の事
業としては平成19～20年度に調
査を行っており、また、他の実
施主体が行った調査結果も踏ま
えながら、国民の理解やニーズ
に応じた広報を行う。

原子力を始めとする電源立地の
高度化を推進するため、国民各
層が国との相互理解を深め、エ
ネルギーについて積極的に考え
ることができるための関心の喚
起、知識水準の向上を達成す
る。
特に次世代を担う子供達が、エ
ネルギーについて関心を持ち、
正確な知識を基にして理解を深
め、将来においてエネルギーに
ついての適切な判断と行動を行
うための基礎を構築させるとと
もに、事業開始の平成14年度か
ら20年度までに小・中・高等学
校合計で390校認定してきたエネ
ルギー教育実践校事業につい
て、事業開始から22年度までの
認定校数が合計で500校を超える
ようにするなど、今後もエネル
ギー教育の充実を図る。

平成24年
度

広報・安全等
対 策 交 付 金
（交付）

○事業目標
全国の電力消費地を始めと

し、広く国民に対し、原子力発
電・プルサーマルを含む核燃料
サイクル等の必要性、安全性等
に関する理解促進・意識の醸成
を図る。

○効果
原子力に関する国民（特に電

力消費地の低関心層）の意識の
醸成のためには、継続的な情報
提供活動を行っていくことが重
要となるが、原子力発電につい
て考えるきっかけを提供するこ
とで、広く国民の原子力発電に
ついての理解促進を図る。それ
により、原子力政策の推進に資
する。

○ ○

各地方公共団体において、ＰＤ
ＣＡサイクルに基づき、事業内
容の検討、成果のチェック等が
行われている。

平成24年
度

○

○電源立地推進
調整等委託費
（総合エネル
ギー広聴・広
報 ・ 教 育 事
業）（委託）

○平成24年
度

地元住民に対する原子力発電に
係る知識の普及及び安全の確保
に関する調査等を行うことによ
り、新規電源の開発への意思決
定の迅速化や、地元住民との共
生を実現するとともに、原子力
発電施設に関する理解の向上、
不安の解消を図ることで、既存
電源の安定的な運転に資するこ
とにより、原子力発電施設の立
地を促進する。

成果物の評価に当たっては、エ
ネルギー広聴・広報を通じてエ
ネルギーに対する関心が高まっ
たか、知りたい情報が得られた
か、知識が高まったか、エネル
ギー教育の実践目標がどの程度
達成されたか、支援事業の効果
があったか等を定量的に把握す
る。
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放射性廃棄物
等 広 報 事 業
(委託)

△ 放射性廃棄物の処分事業に関す
る国民全体の理解の向上。

○ 平成24年
度

○ 事業参加者等に対するアンケー
ト調査を実施し、アンケート結
果の分析、効果検証を行う。

核燃料サイク
ル施設立地広
報 事 業 （ 委
託）

△ ○ 平成24年
度

○ 本事業の実施にあたっては、効
果的な広報の実施を行うべくＰ
ＤＣＡサイクルを構築し事業の
継続的な改善を図る。

有識者や地元自治体関係者等で
構成される運営委員会により、
目標の達成度、成果の普及の状
況等についての評価を毎年度実
施する。また３年ごとに、経済
産業省技術評価指針に準じた事
業評価を行う。

深地層研究施
設整備促進補
助金（補助）

シンポジウム等を開催した際
に、参加者からアンケート調査
を実施することにより、参加者
がどのような評価をしたか適切
に把握し、一層の理解が促進さ
れるようなプログラムとするな
ど、次回以降のシンポジウムの
運営に反映させる。

○ 平成24年
度

本事業の目標は、核燃料サイク
ル関連施設を円滑に立地するた
め、施設立地地域住民及び周辺
地域住民の電源立地に対する理
解と協力を得ることである。具
体的には、再処理工場の操業開
始（平成21年）、ＭＯＸ燃料加
工工場の建設開始（平成21年）
及び操業開始（平成27年）によ
る軽水炉サイクルの確立と、技
術的検討を経て決定される高速
増殖炉サイクルの確立、使用済
燃料中間貯蔵施設の建設開始
（平成22年）及び操業開始（平
成24年）、さらに2050年度頃ま
でに順次３～６ヶ所必要（原子
力委員会新計画策定会議「核燃
料サイクル政策についての中間
とりまとめ」より。）とされる
当該施設の新規立地に対し、原
子力立国計画にあるとおり顔の
見えるきめの細かい広聴・広報
活動を実施することによって、
住民との信頼関係が構築され、
施設の円滑な立地に資する効果
が得られる。

原子力発電所
等立地広報事
業（個別地点
広 報 事 業 ）
（委託）

○

△ 重要電源促進地点、重要電源開
発地点及び電力供給計画に計上
された地点等、原子力発電用施
設等の立地計画が具体化してい
る地域及びプルサーマルが計画
されている地域等において、原
子力発電用施設等の設置及びプ
ルサーマル計画に関する立地地
域住民に対し、理解を深めるた
め、シンポジウムの開催、原子
力・プルサーマルの必要性等を
記した情報誌配布等の広報事業
を実施することにより、立地手
続の円滑な推進を図る。

○平成24年
度

○

△ 深地層研究施設を有効に活用し
た研究を継続的に実施し、ま
た、得られた研究成果を論文発
表やプレスリリース、研究交流
会、学術講演会の開催等を通じ
て地元や関連分野へと貢献させ
ることで、当該研究施設に対す
る地域住民等の理解を深める。
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金融機関において、融資後の状
況について、企業の健全性を担
保していることをヒアリング
し、その健全性を担保してお
り、金融機関に対して事業の実
施状況をヒアリングし、事業の
適正性を担保している。

○平成24年
度

○

当該事業においては、電源地域
における公共用施設の整備及び
各種事業活動支援のために交付
金を交付しており、事業終了後
に事業を実施した自治体がそれ
ぞれの事業ごとに事業評価報告
書を作成・提出し、その成果及
び評価を行っているところ。

○△

当該事業においては、電源地域
における公共用施設の整備及び
各種事業活動支援のために交付
金を交付しており、事業終了後
に事業を実施した自治体がそれ
ぞれの事業ごとに事業評価報告
書を作成・提出し、その成果及
び評価を行っているところ。ま
た、資源エネルギー庁のホーム
ページにおいて、全事業の概要
および事業評価の公表を行って
いる。

○○電源立地地域
対 策 交 付 金
（交付金）

平成24年
度

当該事業においては、電源地域
における公共用施設の整備及び
各種事業活動支援のために交付
金を交付しており、事業終了後
に事業を実施した自治体がそれ
ぞれの事業ごとに事業評価報告
書を作成・提出し、その成果及
び評価を行っているところ。

○

原子力発電施
設等立地地域
特 別 交 付 金
（交付金）

原子力発電施
設立地地域共
生交付金（交
付金）

我が国において、産業基盤を支
えるエネルギーとして電力は重
要な位置付けであり、引き続き
電力を低廉かつ安定的に供給す
ることは必要不可欠である。
このため、電源地域の自立的・
持続的な発展を支援し、新たな
発電施設の立地及び既設の発電
施設の運転の円滑化を図ること
とする。

当該事業においては、原子力発
電施設等の設置若しくは設置が
見込まれる地点に属する都道府
県における公共用施設の整備及
び各種事業活動支援のために交
付金を交付しており、事業終了
後に事業を実施した自治体がそ
れぞれの事業ごとに事業評価報
告書を作成・提出し、その成果
及び評価を行っているところ。

○

平成24年
度

電力の安定的な供給を確保する
ため、運転年数が30年を経過し
ている原子力発電施設、いわゆ
る高経年化炉が所在している道
県が行う、公共用施設の整備や
各種事業活動など持続的な地域
振興に資する事業の経費に対し
て交付金を交付することで、高
経年化炉に対する理解の促進及
び地域振興が図られている。

核燃料サイク
ル交付金（交
付金）

電源地域振興
特別融資促進
事業（補助）

電力の安定的な供給を確保する
ため、核燃料サイクル施設の立
地の促進及びプルサーマルの実
施を促進する必要があり、当該
施設の地点の属する電源地域に
おける公共用施設の整備や各種
事業活動を支援するための交付
金を交付することで、核燃料サ
イクル施設及びプルサーマルに
係る理解の促進を図ることがで
きる。

△

平成24年
度

平成24年
度

○

電力の安定的な供給を確保する
ため、新規の発電用施設等の立
地の促進及び既設の発電用施設
等の運転の円滑化を図り、原子
力発電施設等が設置され若しく
は設置が見込まれる区域を含む
都道府県における公共用施設の
整備や各種事業活動を支援する
ための交付金を交付すること
で、電源地域の地域振興が図ら
れている。

△

○△

△ 電力の安定的な供給を確保する
ため、新規の発電用施設等の立
地の促進及び既設の発電用施設
等の運転の円滑化を図り、当該
施設等の地点の属する電源地域
における公共用施設の整備や各
種事業活動を支援するための交
付金を交付することで、電源地
域の地域振興が図られている。

○
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本事業により、配電系統並びに
需要家機器の制御における低コ
ストで効果的な系統安定化対策
が検討、実証されることによ
り、2020年頃に原子力の利用拡
大を図りつつ、現状の20倍程度
の太陽光発電が導入された場合
でも、合理的な費用で高信頼
度・高効率な電力供給が行われ
ることが期待される。

○ クリーンエネルギー自動車の普
及台数等。

○

分散型電源等が大量に導入され
た場合の配電系統対策コストが
低廉なものとなること。

△平成24年
度

○

平成24年
度

クリーンエネルギー自動車の導
入について、京都議定書目標達
成計画において平成22年度に69
万台から233万台の導入目標を達
成することを目指す（平成20年
度末時点のクリーンエネルギー
自動車の普及台数は約62万台）
とともに、平成32年（2020年）
において新車販売のうち２分の
１が次世代自動車となることを
目指す。
具体的には、平成21・22年度よ
うやく市場投入される電気自動
車やプラグイン・ハイブリッド
車について、初期需要の創出に
よって自立的な市場の確立を図
り、目標達成に資する。

○

原子力発電施
設等周辺地域
企業立地支援
事 業 （ 補 助
金）

○

次世代送配電
系統最適制御
技術実証事業
費補助金

高効率給湯器
導入促進事業
費補助金（補
助）

クリーンエネ
ルギー自動車
等導入促進対
策 費 補 助 金
（ 電 気 自 動
車・プラグイ
ンハイブリッ
ド自動車等）
（補助）

△

○

平成24年
度

・平成20年度時点で、ＣＯ２冷
媒ヒートポンプ給湯器は約174万
台（累計）普及しているものと
推定される。
・引き続き、電力の安定供給、
地球温暖化問題の解決に貢献す
べく、平成22年度については、
20万台の補助を含め、市場規模
で約60万台強の導入を図ること
により、民生（業務・家庭）部
門における省エネ効果が実現さ
れることが期待される。

○

△ ○平成24年
度

我が国において、産業基盤を支
えるエネルギーとして電力は重
要な位置付けであり、引き続き
電力を低廉かつ安定的に供給す
ることは必要不可欠である。
このため、原子力発電施設等立
地地域のおける企業立地を促進
し、雇用創出を図ることで原子
力発電施設等立地地域の自立
的・持続的な発展を支援し、新
たな発電施設の立地及び既設の
発電施設の運転の円滑化を図る
こととする。

○

当該補助金を活用した企業の立
地状況、雇用創出効果につき、
後年度において補助対象道府県
への雇用者数の増加数（１事業
所等最低３人以上）のヒアリン
グを実施。

京都議定書目標達成計画（平成
20年３月閣議決定）における、
2010年度の省エネ量（原油換
算）及び累積市場導入台数

・高効率なエネルギー機器の普
及：
高効率給湯器：233万kl、446～
520万台（2010年度）
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○原子力発電の導入に当たって
は、核不拡散、安全、核セキュ
リティへの対応、及び情報を国
内に正しく伝えるコミュニケー
ションスキルが大変重要であ
り、これを担保するための法制
度、政府の体制等の制度整備及
びこれを実行するための人材育
成は必須である。万一これが不
十分であると当該国のみならず
地域の安全に大きな影響を与え
かねず、その場合、我が国の核
燃料サイクル全体への影響は避
けられず、電力供給全体へ多大
なる影響が及ぶ可能性がある。
このため、原子力先進国である
我が国が有する知見や技術を、
原発導入計画を有する国の制度
整備や人材育成支援のために活
用し、原子力に関するコミュニ
ケーションスキル向上や原子力
発電導入のための基盤整備を支
援するプログラムを実施する。
これらの基盤整備等がなされた
上で原子力発電が導入されるこ
とにより、上述の悪影響を回避
されることで我が国の利益に資
する。

○ 平成24年
度

支援対象国における基盤整備状
況の調査等を行い、また、人材
育成の場合はその対象となった
専門家へのアンケートを実施す
る等直接的な評価を行う。

平成24年
度

原子力発電の導入に当たって
は、核不拡散、安全、核セキュ
リティへの対応が大変重要であ
り、これを担保するための法制
度、政府の体制等の制度整備及
びこれを実行するための人材育
成は必須である。万一これが不
十分であると当該国のみならず
地域の安全に大きな影響を与え
かねず、その場合、我が国の原
子力発電施設への影響は避けら
れず、電力供給全体へ多大なる
影響が及ぶ可能性がある。
このため、原子力先進国である
我が国が有する知見や技術を、
原子力発電導入計画を有する国
の制度整備や人材育成支援のた
めに活用し原子力発電導入のた
めの基盤整備を支援するプログ
ラムを実施し、支援対象国の十
分な基盤整備がなされることを
目指す。この基盤整備がなされ
た上で原子力発電が導入される
ことにより、上述の悪影響を回
避されることで我が国の利益に
資する。

原子力発電導
入基盤整備事
業補助金（補
助）

△ 我が国から派遣しているコス
ト・フリー・エキスパートに事
業管理をさせるとともに、拠出
の条件として、本拠出に係るＩ
ＡＥＡの活動について年２回事
務局より報告書を提出してもら
うこととなっており、それに基
づいて総合的に評価を実施。

○

国際原子力機
関拠出金（拠
出金）

○△
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負荷平準化機
器導入効果実
証事業費補助
金（補助）

△ 我が国におけるスマートメー
ターの本格的な導入の是非につ
いての検証に向けて、本実証実
験を通じて具体的な導入効果等
を把握するすることを目標とす
る。

○ 平成24年
度

△ 本事業は、具体的な研究開発事
業等と異なり、具体的な目標と
なる指標を設定することは困難
である。

○ ○

本事業では、平成21年度から３
年間で系統安定策を検討するに
あたって必要な｢天候等による太
陽光発電の出力変動｣、｢太陽光
発電設備が広域に設置されるこ
とによる出力変動の平滑化効
果｣、｢年間を通じた電力需要と
出力変動の関係｣等に関する実測
データを収集・分析することに
より、太陽光発電の短周期出力
変動に起因する周波数変動を抑
制するために必要な周波数調整
量や年間を通した長周期変動等
をふまえた待機電源量など系統
安定化策の検討及びその対策コ
ストの推定を行うことを目標と
する。これにより、太陽光発電
の大量導入と安定的な電力供給
の両立、太陽光発電の大量導入
による系統安定化策のコストが
低減される効果がある。

我が国における原子力発電の利
用実態と我が国をとりまく国際
環境を横断的かつ多面的に把握
することにより、核不拡散、原
子力安全、核セキュリティが確
保された原子力平和利用の拡大
と我が国原子力産業の戦略的強
化につながる原子力政策を適時
的確に立案する上で必要となる
様々な事実・分析結果等を把握
すること。

平成22年度　中間評価
平成24年度　最終評価

△

発電用原子炉
等利用環境調
査 事 業 （ 委
託）

平成24年
度

分散型新エネ
ルギー大量導
入促進系統安
定対策事業費
補 助 金 （ 補
助）

設備利用率、原子力発電所数、
核燃料サイクル施設の稼働状況
等を勘案しつつ、具体的な政策
の企画・実施段階における調査
研究結果の活用状況等について
の総合的なモニタリングを行
う。

△

△

平成24年
度

○長期エネルギー需給見通しによ
ると2020年度には太陽光発電の
導入量が350万kl(最大導入ケー
ス、1,430万kW相当)と見込まれ
ている一方で、電気事業連合会
の発表では電力系統の安定性を
損なうことなく連系可能な太陽
光発電の容量は1,000万kWまでと
なっている。現在143万kWの導入
量が2010年には118万kl(最大導
入ケース、482万kW)に増加する
とされており、遅くとも10年後
には1,000万kWを超える見通しで
あることから、早急な系統安定
化策が必要である。
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海外共同地質
構造調査事業
（補助）

△ 非鉄金属の探鉱・開発の促進を
通じ中長期的かつ持続的な鉱物
資源の供給源の拡大と多角化を
図る。

○ 平成25年
度

○ 本事業の計測指標としては、調
査地域数、鉱種、ボーリング本
数及びボーリング延長を用い、
最終的な計測指標としては、本
事業による調査によって開発に
至った鉱山数を用いる。

レアメタルの高い賦存ポテン
シャルが期待されるものの基礎
的な調査が不十分なアフリカ、
中央アジア、環太平洋地域等に
おいて、探査実施に必要な契約
を行った上でレアメタルの探査
事業等を行い、有望な調査結果
が得られた場合は日本企業に権
益を譲渡し、我が国企業による
レアメタル資源の開発を促進す
ることで、レアメタルの安定供
給が確保される。
また、レアメタルを対象とした
リモートセンシングによる探査
を集中的に実施することで、新
たな新鉱床を発見し、レアメタ
ルの多角的な供給地を確保す
る。

○ 本事業の計測指標としては、調
査地域数、鉱種、ボーリング本
数及びボーリング延長を用い、
最終的な計測指標としては、本
事業による調査によって開発に
至った鉱山数、レアメタルの新
鉱床の発見数及びそれによる日
本向け輸入（供給）実績を用い
る。モニタリング方法としては
定期的に開催される成果報告会
や連絡会での報告及び第三者を
交えた評価委員会の開催。

○希少金属備蓄
対策事業（補
助）

29 鉱物資源の安定供給確保

○平成25年
度

(1)総合資源エネルギー調査会鉱
業分科会レアメタル対策部会に
おいて検討が行われ、「今後の
レアメタルの安定供給対策につ
いて」（平成19年７月31日）と
して報告された結果を踏まえ、
以下のとおりとする。
・備蓄目標　60日
ただし、供給安定性の評価を
行った結果
「バナジウム、タングステン、
コバルト、モリブデン」は価格
動向等を勘案しつつ慎重に積み
増し
「ニッケル、クロム、マンガ
ン」はリサイクル、海外鉱山開
発の進展等を踏まえ備蓄数量を
一部削減等
・備蓄目標期間
需要変化等の状況変化に適切に
対応するため、平成19年度から
平成23年度までの５年間とする
・官民備蓄の比率　７：３

(2)さらに、同分科会での審議
（平成21年６月３日）の結果を
踏まえ、平成21年度から備蓄対
象としてインジウム及びガリウ
ムを追加する。
(備蓄目標、備蓄目標期間、官民
備蓄の比率については、(1)と同
様とする。）

○ レアメタルの備蓄量について
は、事業主体（ＪＯＧＭＥＣ）
において常時把握している。ま
た、経済産業省が承認統計とし
て「レアメタル生産導体統計」
を実施し、生産、消費及び販売
等の統計データを収集・分析す
るとともに、レアメタルの価格
等の市場動向については、経済
産業省及びＪＯＧＭＥＣにおい
て、定常的に観測する。

平成25年
度

○希少金属資源
開発推進基盤
整備事業（委
託費）

△
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地球温暖化問
題等対策調査
（委託）

○ ○ 平成23年
度

○
30

（国内）
○2013年以降の国際的な枠組み
の具体化を議論する国際会議の
場において、世界最高のエネル
ギー効率を実現した我が国がそ
の経験と技術力を活かし、イニ
シアティブを発揮して世界を
リードできるような提案を行う
にあたって、具体性・説得性の
ある施策を策定するために必要
な情報収集、調査・分析も行
い、その結果を諸外国に提示し
て、我が国主導の国際的な枠組
みを実現する。

温暖化対策
・我が国内の温室効果ガス排出
削減等、環境問題に関する各部
門・分野での取組の進捗状況。
・地球温暖化等環境問題に関す
る国際会議開催回数及び国際的
な枠組みを巡る議論の趨勢。
・毎年度事業者等よりヒアリン
グ等を行うとともに、ＰＤＣＡ
サイクルを活用した進捗管理を
実施。

・循環型社会形成推進基本計画
における物質フロー指標（環境
省発表資料（環境・循環型社会
白書））（「一般廃棄物のリサ
イクル率」、「産業廃棄物のリ
サイクル率」、「資源生産性
（ Ｇ Ｄ Ｐ ／ 天 然資 源等 投入
量）」、「循環利用率（循環利
用量／（循環利用量＋天然資源
等投入量））」、「最終処分量
（廃棄物最終処分量）」等）の
推移。　等

＜環境負荷物質対策の推進＞
○バーゼル法事前相談業務にお
いては、平成20年度3.7万件（対
前年度比約３割の増加）の相談
件数を受け付けており、今後も
増加が見込まれる。このような
状況において、相談者への翌日
回答がなされるよう、事前相談
業務の円滑な運用を行う。

○公害防止ガイドラインのフォ
ローアップ調査においては、一
部事業者における環境データの
改ざんなど不適正な公害防止管
理の事例が発生したことによ
り、平成19年3月に事業者の実効
性のある公害防止体制のための
ガイドラインが策定されたとこ
ろであり、今後産業界における
自主的な取組を強化するため
に、ガイドラインを
踏まえた公害防止取組状況の把
握、優良事例の産業界への情報
提供・普及啓発などのフォロー
アップを行う。

＜地球温暖化問題対策の推進＞
（国際）
○京都議定書で定められる第１
約束期間（ 2008年～ 2012年）
に、我が国が課せられている温
室効果ガス排出削減目標（1990
年比：６%減少）及び中期目標の
達成等に向けて、我が国内での
温室効果ガスの排出削減状況等
を逐次フォローアップしていく
ために必要な情報の収集や調
査・分析を行い、地球温暖化問
題のステークホルダーの代表者
等が集って具体的な政策の企画
立案を行う審議会等に適切に
フィードバックする。
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○閉鎖性海域の調査において
は、平成21年度を目標年度とす
る第６次水質総量規制の成果を
踏まえ、第７次水質総量規制の
検討が行われているところ、平
成22年度も引き続き効果的な水
質汚濁物質負荷削減等に資する
方策の検討を行う。

○土壌汚染対策推進事業におい
ては、大企業等における自主的
な土壌汚染対策について、年約
500件の事例を収集し、事例集を
作成する。中小企業における資
産除去債務の評価に資するプロ
グラムを作成し、ホームページ
にて公表する。さらに、事例集
で構築する対策事例に基づき、
個別事業所の規模、汚染区域の
規模など実際の対策を実施する
際の具体的な相談、支援業務を
展開する。

○ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ)
の調査においては、非意図的に
微量のＰＣＢが混入した廃棄物
の処理を適切に行うための制
度・技術の検討を進め、ＰＣＢ
特別措置法に定められた期限の
平成28年までに全てのＰＣＢ廃
棄物の処分を行う。

○揮発性有機化合物（ＶＯＣ）
の調査においては、ＶＯＣ排出
量全体は平成18年度で平成12年
度比２割削減し、そのうち、事
業者の自主的取組による排出削
減も行われているところ、それ
らは平成19年度で平成12年度比
44％削減された。平成22年度に
おいて、ＶＯＣ排出量全体が平
成12年度比３割削減となるよ
う、規制及び自主取組のベスト
ミックスにより、排出削減目標
の達成を目指す。

＜資源循環の推進＞
○国内における３Ｒ関連産業の
市場動向・産業構造や３Rシステ
ムに関与する各主体の取組につ
いて実態を把握するとともに、
諸外国の先進的な仕組みを我が
国に導入する場合の問題点や課
題等について検討を行い、各種
法制度の政策立案に不可欠な基
礎情報を得る。また、以上を通
じて、循環型社会形成基本計画
における物質フロー指標の平成
27年度目標値の達成に貢献す
る。
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国内排出量取
引制度基盤整
備 事 業 （ 委
託）

△ 本事業を実施することにより、
排出量取引制度の基盤整備が図
られる。

○ 平成23年
度

△

低炭素関連資
金調達支援事
業（出資金）

△ 低炭素関連産業の育成等を通じ
た、我が国の産業競争力強化、
雇用創出等が目的。

○ 平成23年
度

○ 本事業を活用する企業の利益向
上、雇用創出等の状況を確認。

排出削減事業の申請件数、クレ
ジットの発行件数

○

認証排出削減
量等取得委託
費（委託）

○温室効果ガス
排出削減支援
事業（補助）

国内排出削減
量認証制度基
盤 整 備 事 業
（委託）

○平成23年
度

○本事業を通じた中小企業の排出
削減対策の促進により、京都議
定書の目標達成に向けた取組が
進展する。

※温室効果ガスの2008年～2012
年（第一約束期間）の排出量平
均を1990年比６％削減

京都議定書の削減目標（90年比
▲６％）を達成するために国内
対策に最大限努力してもなお生
ずる差分（▲1.6％分：約１億ト
ン）について、京都メカニズム
を活用して、他国における認証
排出削減量等（クレジット）を
取得することとされている。事
業実施期間は京都議定書第１約
束期間（平成20年-平成24年）の
前後を含めた、平成18年度から
平成25年度までである。

平成23年
度

○

クレジット取得量○

本事業により実施される国内ク
レジット制度を通じて、大企業
に比べて取り組みが進んでいな
い中小企業の排出削減を促進す
ることを目標とするが、これは
我が国の京都議定書の削減約束
（基準年比▲６％）に貢献する
ものである。また、これまで海
外の削減事業に使われていた資
金を、国内での削減に向けた投
資に振り向ける効果がある。

○

＜環境経営・ビジネスの推進＞
○企業・消費者・国・地方公共
団体等の各経済主体が地球温暖
化問題等の環境制約や資源制約
を乗り越えて行う「環境に配慮
した活動」が、今後、市場で新
しい雇用・需要を生み、外貨を
稼ぐ産業として発展し、環境と
経済の両立した社会を構築させ
ることが可能。

○３Ｒ技術・システムの実用
化、３Ｒ製品の市場化について
は、成果を踏まえ、資源有効利
用促進法や産業構造審議会ガイ
ドラインへの反映を図るほか、
循環型社会形成基本計画の物質
フロー指標の平成27年度の目標
値の達成に貢献する。

平成23年
度

○○

・採択事業件数
・採択事業における排出削減量
（t-ＣＯ２）
・採択事業における排出削減の
費用対効果（補助金額当たりの
排出削減量：t-ＣＯ２／円)



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

ＣＤＭ／ＪＩ政府承認申請案件
数、割当量口座簿を活用した取
引数

２．割当量口座簿については、
国際的な議論や国連システム・
他国口座を含むシステム全体に
係る機能改修を踏まえた分析・
改修を行う。具体的には、各国
割当量口座簿と国連システムと
の間のメッセージ交換手法の変
更や欧州口座簿の統合に関連し
て、我が国口座簿への影響を分
析するとともに、国際仕様を充
足するための機能改修等を実施
する。また、今年度開発予定の
機能について、実装後の課題等
に係る分析結果を踏まえ、更な
る利便性向上のための改修を実
施する。

我が国が費用効果的に京都議定
書に基づく排出削減目標を達成
するためには、官民における京
都メカニズムの活用が不可欠で
ある。我が国が費用対効果高く
京都クレジットを取得するに
は、京都クレジット供給量を増
大させる必要がある。京都クレ
ジットの流通促進・供給量増大
を目指し、国際ルールの整備・
改善、割当量口座簿の増強・補
修等、京都議定書第一約束期間
終期の2012年までに、以下のイ
ンフラ整備完了を目指す。

１．ＣＤＭ理事会、方法論を検
討する専門家会合、ＪＩ監督委
員会等の情報分析を行う。国連
動向を伝えるチャンネルとし
て、詳細化・複雑化する議論を
全体的に把握し、京都メカニズ
ムを活用する我が国民間事業者
へのフィードバックを行うと同
時に、事業者の意見を吸い上
げ、方法論等に反映させるべ
く、国連へのアウトプットも
行っていく。

京都メカニズ
ム推進基盤整
備 事 業 （ 委
託）

○平成23年
度

○

本事業は、国内対策に最大限努
力してもなお生ずる差分をクレ
ジット取得により補足するもの
で、京都メカニズムを活用せず
国内対策のみで京都議定書目標
達成を行おうとした場合と比較
して、費用対効果高い京都議定
書目標達成が可能となる。京都
メカニズムを活用せず、本事業
を行わないならば、エネルギー
利用や産業活動を著しく制約せ
ざるを得ないため、本事業は、
エネルギー政策、産業政策の観
点から重要かつ不可欠な事業で
あるといえる。

△
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・研究会の開催状況
・排出削減支援事業の実施状
況、評価結果
・全体を通じて得られた効果、
抽出した課題をとりまとめた報
告書

○

○

○

クレジット取得量

○アジア各国での廃棄物リサイ
クル制度の構築
アジアエコタウン協力の個別の
事業の実施に際して、専門家・
有識者による委員会を設置し評
価。
○日本企業主導によるアジアの
リサイクルビジネス市場の拡大
国際見本市を通じて海外展開支
援を行った企業から年度末に契
約成立金額を報告させ、市場規
模等を評価。

認証排出削減
量等取得委託
費 （ 委 託 ）
（エネ特）

31

○

資源循環推進
アジア資源循
環 推 進 事 業
（委託）

本事業では、①途上国における
排出削減に我が国として貢献す
るため、排出削減に資する技術
の途上国への移転・普及を効果
的・効率的に進める方法、②我
が国産業界にも裨益する技術移
転、資金協力のあり方について
検証することを目的とする。ま
た、③次期枠組みにおいて、我
が国と途上国にとってＷＩＮ－
ＷＩＮとなる新たな仕組み作り
をリードしていくべく、排出削
減への貢献が期待される新たな
メカニズムのあり方に関し、測
定方法、報告方法、検証方法も
含め、検討し検証する。
本事業の成果を活用して、交渉
における議論を主導することに
より、我が国が目指す主要途上
国も含めた全ての主要経済国が
参加する公平で実効的な次期枠
組みの構築および具体化につな
げていく。

京都議定書の削減目標（90年比
▲６％）を達成するために国内
対策に最大限努力してもなお生
ずる差分（▲1.6％分：約１億ト
ン）について、京都メカニズム
を活用して、他国における認証
排出削減量等（クレジット）を
取得することとされている。事
業実施期間は京都議定書第一約
束期間（平成20年-平成24年）の
前後を含めた、平成18年度から
平成25年度までとする。本事業
は、国内対策に最大限努力して
もなお生ずる差分をクレジット
取得により補足するもので、京
都メカニズムを活用せず国内対
策のみで京都議定書目標達成を
行おうとした場合と比較して、
費用対効果高い京都議定書目標
達成が可能となる。京都メカニ
ズムを活用せず、本事業を行わ
ないならば、エネルギー利用や
産業活動を著しく制約せざるを
得ないため、本事業は、エネル
ギー政策、産業政策の観点から
重要かつ不可欠な事業であると
いえる。

平成23年
度

○

地球温暖化対
策技術普及等
推進事業（委
託）

○アジアエコタウン協力：実施地
域において、エコタウンのマス
タープランやアクションプラン
を作成する。また、本プランに
基づき、実証事業の実施等につ
いて両国自治体間が合意する。
アジア３Ｒ国際見本市：開催予
定１回、我が国環境関連施設・
設備をアジア各国との商談件数
50件

○

△ 平成23年
度

○

平成25年
度
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33

32
△ ≪目標≫

・カーボンフットプリント表示
商品の拡大と、事業者の製造プ
ロセスと消費者の購買行動の低
炭素化
・ＩＳＯ等における国際標準化
作業に積極的に貢献することに
よる、我が国産業の国際競争力
強化
≪効果≫
・温室効果ガス排出量を「見え
る化」することで、事業者の温
暖化対策の促進及びそれを消費
者にアピールし、消費者自身の
低炭素行動を促す。
・商品・サービスのライフサイ
クル全般を評価することによ
り、サプライチェーン全体での
事業者の温室効果ガス排出削減
を促進し、低炭素社会の実現に
貢献。
・我が国の企業の環境力が適切
に評価される国際標準を策定す
ることによる、我が国産業の国
際競争力強化。
・環境分野における国内認証ビ
ジネス及び認証取得を目指す国
内産業界への裨益。

平成22年
度

○

○ 安全評価項目に関し、改良型燃
料に関するデータが得られたこ
とをもって事業の達成を確認す
る。

○平成23年
度

・商品種別算定基準（ＰＣＲ）
の認定数
・カーボンフットプリント試行
事業の対象となる商品数
・我が国標準の算定・表示方法
と国際標準化との整合性

平成23年
度

非破壊検査基礎研修、ＢＷＲ型
簡易シミュレータ研修、原子力
専門研修、ループ試験装置研
修、主要機器模型を利用した研
修等を実施する。

△

6．原子力安全・産業保安政策

カーボンフッ
トプリント制
度構築等事業
（委託）

○

○

原子力保安検
査官等訓練設
備整備事業委
託費(委託）

本事業の目標は、産業界が導入
すると見込まれる改良型燃料に
対応するために事故時における
燃料挙動や燃料の破損限界等に
ついて調査・試験を実施し、燃
料健全性、安全裕度に関する
データを整備することである。
深層防護の深層に位置付けられ
る状態に係るデータを活用する
ことにより、原子炉等規制法、
電気事業法に基づく安全審査を
適正に実行するとともに安全審
査の信頼性を確保する。

△燃料等安全高
度化対策委託
事業（委託）

△

原子力安全

年間を通じて、保安検査官等を
対象に実習訓練を実施する。検
査官等自らが、原子炉容器、蒸
気発生器、ポンプ、バルブ・配
管等原子力発電の現場で利用さ
れる各種設備の実物に触れ操作
することで、設備の複雑な機能
を十分に理解するとともに、非
破壊検査装置等の特殊装置の操
作やデータ評価等に必要なスキ
ルを身に付けることができる。
これにより、検査官等の資質向
上及びそれによる検査業務の一
層の高度化が進み、原子力安全
の確保に貢献する。

環境経営・競争力の強化



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

（事業の効果）
保安院は、本事業の成果とし

て整備された安全評価手法や人
工バリア材のデータベース等に
よって、科学的かつ合理的な安
全審査を実施し、事業者の行う
評価結果の妥当性確認等におい
て活用する。

△ ○ 平成23年
度

○放射性廃棄物
処分安全技術
調査等（地層
処分に係る地
質評価手法等
の整備）（委
託）

○平成23年
度

○（事業の目標）
高レベル放射性廃棄物等の地

層処分の安全評価では、様々な
変動要因（外的因子による地下
水流動状態の変化や人工バリア
材の変質・劣化、地質及び気候
関連事象の発生など）による
種々の不確かさを考慮する必要
がある。本事業においては、以
下の項目(1)において地層処分の
安全規制に活用するために安全
性を確保するための考え方を整
理 す る 。 ま た 、 以 下
(2)(3)(4)(5)の項目の調査によ
り、地層処分において想定され
る変動要因が地下水流動、放射
性核種の移行や人への被ばくに
与える影響を評価することので
きる体系的な安全評価手法を整
備する。

(1)安全設計の基本要件や安全評
価の基本的考え方の整理
(2)自然事象等の外的因子を考慮
した地下水流動評価手法の整備
とその適用条件・適用範囲及び
不確実性の把握

△ 本事業は、地層処分に係る保安
院のニーズに基づき、総合資源
エネルギー調査会原子力安全・
保安部会廃棄物安全小委員会に
おいて平成21年９月に策定予定
の報告書「放射性廃棄物処理・
処分に係る規制支援研究計画
（平成22年度～平成26年度）に
ついて」の中に位置付けられて
いる事業である。本報告書で
は、毎年度、規制支援研究の進
捗状況を廃棄物安全小委員会で
確認し、必要に応じて研究計画
の見直しを行うこととしてい
る。また、本事業の中に設置し
た外部の専門家からなる委託事
業評価委員会において、専門的
な観点からの達成状況を確認
し、内容の妥当性等の評価を行
う。

(3)時間スケールや処分環境を考
慮した廃棄体・人工バリアの性
能評価モデルの整備とその適用
条件・適用範囲と不確実性の把
握
(4)リスク論的考え方に基づく安
全評価シナリオ設定手法の整備
(5)天然バリア中の収着・拡散に
係る評価手法の整備

放射性廃棄物
処分安全技術
調査等（地層
処分の安全審
査に向けた評
価手法等の整
備）（委託）

外部の専門家からなる委託事業
評価検討会において事業の達成
状況を確認する。また、本事業
は、地層処分に係る保安院の
ニーズに基づき、総合資源エネ
ルギー調査会原子力安全・保安
部会廃棄物安全小委員会におい
て平成21年９月に策定予定の報
告書「放射性廃棄物処理・処分
に係る規制支援研究計画（平成
22年度～平成26年度）につい
て」の中に位置付けられている
事業である。

（事業の目標）
本事業は、地層処分に係る安

全評価手法の整備においては、
平成20年代中頃の精密調査地区
の選定（概要調査結果の評価）
及び平成40年前後の最終処分施
設建設地の選定（精密調査結果
の評価）に向け、保安院が行う
事業者の調査結果の安全性に係
る妥当性確認に必要な評価手法
の整備・判断指標の策定に資す
ることを目的とする。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

平成23年
度

２．インストラクター養成コー
ス
2008年現在、中国には約60名の
インストラクターがいるが、今
後約20名／年でインストラク
ターの増員が必要となる。その
ため、今後増加するインストラ
クターの技能向上を図るため、
インストラクターの増加要員の
約25％に相当する５名／年の技
能向上を目指すこととする。

《ｏｕｔｐｕｔ》
【中国】
１．個別課題コース

中国の現在の原子力導入計画
からみて、必要とされる中国の
原子力発電事業者技術系職員数
は2010年までに36,000人、2020
年には約 42,000人と推計され
る。受け入れ研修生は平均約20
名の部下を持つ課長クラスであ
ることから、当該研修生及び現
地セミナー参加者が部下20人に
研修により得られた知見を技術
指導することにより、2020年に
は約２／３のカバー率を目指
す。そのためには、2009年度に
約140名、2010年度までには全体
の約30％である580人の研修、セ
ミナー参加者を目指すこととす
る。

原子力発電所
安全管理等人
材 育 成 事 業
（委託）

○

【ベトナム】
ベトナムでは2017年から2020年
までの間に２～４基の原子力発
電所の運転開始を計画している
おり、2017年の建設着工時には
原子力安全の基礎知識を有する
人員は最低300名程度が必要とさ
れる。このため、平成19～20年
度には研修生を日本に受け入
れ、基礎知識の普及を図った。
今後は、実務的な指揮・管理を
行う各部署に配属される技術者
を研修生として日本に受け入
れ、運転管理等のより実践的な
知識の取得を図る。そのため、
2009年度に約10名、2010年まで
に約20名を目指すこととする。

○

（事業の効果）
保安院は、事業者が行う概要調
査や精密調査結果の妥当性レ
ビューにあたり、本事業の成果
として整備された評価手法・判
断指標によって、科学的かつ合
理的な妥当性レビューを実施
し、事業者の調査結果の妥当性
を十分な根拠を持って説明でき
る。

本報告書では、毎年度、規制支
援研究の進捗状況を廃棄物安全
小委員会で確認し、必要に応じ
て研究計画の見直しを行うこと
としている。また、本事業の中
に設置した外部の専門家からな
る委託事業評価委員会におい
て、専門的な観点からの達成状
況を確認し、内容の妥当性等の
評価を行う。

△
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○平成23年
度

《ｏｕｔｃｏｍｅ》
【中国】
中国の原子力発電所での事故ト
ラブルは、2005年には24件発生
しており、そのうちヒューマン
エラーに起因するものが10件
あった。これを一基あたりの発
生件数でみると、2.67件／基で
あり、かつ、そのうちヒューマ
ンエラーに起因するものは、
1.11件／基となっている。これ
は日本の55倍以上に匹敵する件
数である。このヒューマンエ
ラーによる事故トラブルを本事
業の実施により、2020年までに
日本並みの発生件数に低減する
ことを目指す。

【ベトナム】
2017～2020年の原子力発電所の
運転開始を目指した原子力安全
に関する実践的な知識の習得。
具体的には、研修員が、今後、
原子力発電所の建設・運転・保
守等の実務を行う部署に配属さ
れ、原子力安全に関する知見が
生かされることを目指す。

産業界が進める燃料高度化及び
高経年化に対応するための安全
評価手法に関する民間規格の整
備計画を踏まえて、国としてこ
れら民間規格の妥当性評価に必
要な技術的知見を遅滞なく取得
することにより、燃料及び軽水
炉の高度利用と長期利用に対し
て規制判断の透明性及び説明性
を高める必要がある。このた
め、実機の照射条件、材料構
造、水環境、力学環境等の複合
環境を模擬できる材料試験炉に
必要な試験装置を整備する。以
上により、長期利用により顕在
化する安全上重要な現象を見逃
すことなく安全規制に反映する
ことが可能となる。さらに、万
が一、将来未知のトラブルが発
生した場合においても、本事業
で整備される施設、技術、人材
基盤を活用することで、原因究
明など国として必要な対応を素
早くとることが可能となる。

○△軽水炉燃材料
詳細健全性調
査（委託）

アウトプットは、整備する試験
装置、試験データ及び評価技術
である。また、アウトカムは、
本事業で得られた知見が反映さ
れた規格・基準等である。これ
らのアウトプット及びアウトカ
ムの量(装置や試験の数など)や
質(知見の基準等の有用性など)
は、学識経験者等による専門部
会（委員数は15名程度、年２回
の開催）で評価する。
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高経年化対策
強化基盤整備
事業（委託）

△ 我が国の営業運転中の原子力発
電プラントは合計55基であり、
運転開始後30年を超えるプラン
トが出てきている。このような
状況下、平成16年８月の関西電
力（株）美浜発電所３号機の二
次系配管破損事故を契機とし
て、立地地域より運転年数が長
期にわたるプラントに対する安
全性確保の充実・強化を求める
声が高まっており、高経年化対
策の強化に向け安全情報基盤の
整備を行う。

（技術戦略マップにおける位置
付け）

平成20年12月「燃料高度化技
術戦略マップ2008-2009」（日本
原子力学会）によると、平成26
年頃（2014年頃）から事業者に
よる改良燃料の許認可申請が見
込まれることから、国が遅滞な
く対応するためには、平成23年
（2011年）から速やかに照射試
験を開始し、平成 26年（2014
年）までに高燃焼度燃料の許認
可に必要な技術評価等を行う必
要がある。また、その後に計画
されている大幅な燃料の高燃焼
度化の許認可に対応する必要が
あることから、それらの判断の
基礎となるデータや評価技術を
得るための試験を実施する。他
方、平成22年（2010年）には運
転開始後30年以上経過したプラ
ントが18基となり、運転開始後
40年を迎えるプラントが出現す
ることから、継続利用に向けて
再評価が必要となる。このため
「高経年化対応技術戦略マップ
2008」（（独）原子力安全基盤
機構）に従い、初期の原子炉が
運転開始後50年を迎える平成31
年（2019年）までに、60年を超
える継続運転を想定した照射脆
化及び応力腐食割れなどに関す
る技術情報基盤の整備が必要で
ある。そのため、本事業では平
成23年（2011年）から試験デー
タの蓄積を開始し、平成28年度
までに評価に必要なデータや評
価技術を整備する。

・事業成果の各種規定等（国の
規定、学会規定等）への反映状
況。
・高経年化対応技術戦略マップ
2008の趣旨との適合状況。

○平成23年
度

○
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検討委員会に出席して進捗状況
を確認する。また成果物を学会
発表等に積極的に対外公表する
ことにより、知見の周知（必要
に応じて微修正等）を図る。

○火力・原子力
関係環境審査
調査事業（委
託）

平成23年
度

本事業の調査結果の活用によ
り、事業者は一層充実した環境
影響評価を行うことが出来る。
また、国が行う環境審査にも反
映させることにより、電気事業
法等に基づく国による環境審査
を着実に実施し、環境保全に対
する地域住民等の不安を解消
し、発電所の設置の円滑化を図
る。

△ ○

経年劣化事象は、材料の種類
（炭素鋼、低合金鋼、ステンレ
ス鋼等）、環境（温度、放射線
照射量、酸素・水素量等）、応
力状態の総合的な組み合わせに
より、劣化の発生時期、劣化進
展の程度等に無数のパターンが
存在しており、これら劣化の発
生、進展を的確に予測すること
により、世界的にも運転実績の
少ない高経年化プラントにおい
て、適切な部位、タイミングで
の計画的な検査、補修・取替え
等が可能となるため、材料、環
境、応力の程度に応じた複合環
境下における経年劣化事象の発
生原因やそのメカニズム等の実
体・事実把握（ファクト・ファ
インディング）を行うことが重
要となる。そのため、安全規制
の整備・運用に必要な技術的知
見を実プラント環境下、加速試
験等を通じ、広範に収集するこ
とを目的として、発電所立地地
域に存在する大学、研究機関を
中心とした産学官連携の下、各
種材料物性試験等を実施すると
ともに、それぞれの研究機関が
持つ関連情報のネットワーク化
の推進などの高経年化対策に係
る基盤を整備する。
また、本事業の成果により、原
子力に内在するリスクを十分か
つ的確に認識し、高経年化プラ
ントの安全性の科学的な検証等
のための知識基盤を拡大し、原
子力発電所の高経年化対策の実
効性をより一層高度化させる。
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原子力の安全確保は、各国の知
見を結集して取り組むべき世界
共通の課題であり、本施策はア
ジア地域の原子力安全基盤の高
度化及び世界の耐震安全の向上
に資することにより、事故の頻
発、大事故の発生を防止し、我
が国における原子力発電への信
頼を確保することを目的とす
る。

△国際原子力機
関原子力発電
所等安全対策
拠出金（拠出
金）

原子力発電施
設等緊急時安
全対策交付金
（交付金）

原子力防災活動訓練等を通じ
て、実効的な防災体制が維持・
整備されているか検証してい
く。

○平成23年
度

○原子力発電所等の緊急事態にお
ける周辺地域住民の安全確保を
図ることにより、原子力防災対
策の実効性の向上を目指すもの
であり、万一の原子力緊急事態
に備え周辺地域住民の安全確保
対策のため、地方公共団体によ
る防災体制の整備の充実・維持
を図る。今後も、原子力施設が
稼働している間は体制を維持す
る必要がある。

○

国が実施している原子力安全規
制行政に対する理解度及び原子
力施設に対する安全・安心感等
の把握のため、総合評価・分析
事業を行う。

参加するアジア各国における規
制当局及び技術的支援組織の能
力向上等を、ＩＡＥＡによる評
価によりモニタリングする。

○平成23年
度

原子力安全規
制情報広聴・
広報事業（委
託費）

△

具体的には、事業完了時までに
以下①②の成果を得ることを目
標とする。また得られた成果の
公表（ホームページ掲載、学会
発表及び漁業関係者への説明）
により適切な環境審査を実施す
る。
①環境影響評価に係る予測手法
の確立（火力発電所から排出さ
れる微量物質の影響予測、海域
生態系への影響予測）

発電所設置後の環境影響とし
て社会的関心が高まっている項
目について標準的な予測手法を
開発する。
②環境影響評価に係る評価手法
の確立

温排水による海生生物への影
響に関する科学的因果関係を明
らかにし、環境影響評価の実施
及び審査の際の正しい情報源と
して活用する。

○平成23年
度

○△ 原子力安全・保安院が実施する
広聴・広報は、安全規制当局の
責務として、安全規制活動に関
する国民への説明責任を果たす
とともに、安全規制活動に対す
る多様なステークホルダー（原
子力施設の立地にともない、直
接、間接に影響を受ける人や組
織）からの評価を安全規制行政
に的確に反映することおよび、
国が行う原子力安全規制に関す
る国民の理解の促進を目的とし
ている。これらの目的を達成す
るために、以下の事業を実施す
る。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

34
高圧ガス等技
術基準策定研
究開発等（委
託）

・事故発生件数、事故の内容、
事故による被害の程度（死傷者
数、設備損壊の状況）の動向等
により評価する。
・毎年の免状交付実績を省内手
続から把握する。
・委員会に参加し、事業の進捗
状況を確認する。

○平成25年
度

○○事業の目標
産業活動の現場や一般消費者

において、様々な産業活動の事
例、類似事故の原因、その防止
策や関係法令等に関する情報が
随時入手できるような環境を整
備するとともに、コンプライア
ンスの意識が醸成され、自律的
な事故防止が図られるような環
境を整備し、産業活動における
事故件数の減少、事故による死
傷者数の減少を目指す。

具体的には、事業の実施内容
に応じて、以下の目標等に従っ
て、事業を実施する。
(1)高圧ガス等技術基準策定事業

産業保安関係法令等で定めら
れている技術基準の法令等への
反映
(2)業保安基盤整備・高度化事業
・事故発生件数の低減
・免状交付事務の適確な実施

△
産業保安

・国が行っている原子力安全規
制に関する様々な取組をわかり
やすく解説した記事や特集記事
をニュースレターとして年４回
ＮＩＳＡ通信を発行し、原子力
施設立地地域に毎回約60万部を
新聞折り込み等により配布す
る。
・プルサーマルシンポジウムや
耐震安全性に関して、原子力施
設立地地域の住民にわかりやす
く説明を行う住民説明会事業を
行う。
・放射性廃棄物の安全規制など
の原子力安全に係るパンフレッ
ト等を制作し、配布する。
・原子力安全・保安院の業務紹
介、再処理施設の安全性などの
ＣＡＴＶ番組（ＮＩＳＡ-ＴＶ）
を製作し、立地地域のＣＡＴＶ
にて放映する。
・大規模震災などの緊急時に原
子力施設への影響に関する情報
提供を主に原子力施設の立地地
域の住民に対して行う。
・各種広聴・広報活動の効果測
定や施策へのフィードバック等
のため、総合評価・分析事業を
実施する。
上記の事業を行うことにより、
双方向コミュニケーションの充
実を図り、もって国が実施して
いる原子力安全規制行政に対す
る理解の促進と原子力施設に対
する安全・安心感を醸成する。



施策
番号

得ようとする効果の明確性
検証を行う時期

の特定
効果の把握の方法の特定性政　　策

○効果
・事故発生の未然防止、万一事
故が発生した場合の被害拡大の
抑制、ひいては公共の安全確保
が図られる。
・国家試験受験者の便宜、行政
事務の簡素化が図られる。

合計
○＝61
△＝165

○＝226
○＝197
△＝29

△ ○ 第４次基本方針で定めた鉱害防
止事業（対象鉱山、事業内容、
事業量）等を対象に年度毎に策
定した実施計画に則って、事務
委任先である各地方産業保安監
督部が年間を通じて補助事業の
進捗監理を行っている。また、
当該補助事業は財政法第34条の
２第１項の規定に基づき支出負
担行為実施計画の財務大臣承認
が必要であり、毎年度の予算要
求及び実施計画策定に当たって
は各監督部から事業内容の詳細
に関しヒアリングを行い、緊要
度の高い工事を優先実施すると
ともに内容の精査による工事内
容の見直し等を行っている。
なお、現行基本方針の最終年度
（24年度）には、中央鉱山保安
協議会において事後評価を実施
予定。

○平成25年
度

第４次基本方針で定められた鉱
害防止対策が必要な休廃止鉱山
の鉱害防止事業等について平成
24年度末を目途に着実に実施す
ることによって、国民の健康保
護と生活環境の保全を図る。な
お、基準を超過した坑廃水が公
共水域に流出し人の健康被害や
農作物被害、漁業被害、その他
諸経済活動へ悪影響を及ぼすこ
とのないよう、坑廃水処理につ
いては処理原水が排水基準をク
リアする状態等になるまで永続
的な実施が必要。

休廃止鉱山鉱
害防止等工事
費 補 助 事 業
（補助）

（注）１ 経済産業省の「平成22年度予算概算要求等に係る事前評価書」を基に当省が作成した。

２ 各欄の記載事項については、「政策評価審査表（事業評価（事前）関係）の記載事項」を参照



  

政策評価審査表（事業評価（事前）関係）の記載事項 

 

 

欄   名 記      載      事      項 

「施策番号」欄 評価書の記載番号（「政策評価に係る政策・施策体系」）に基づき記入した。 

「政策」欄 評価の対象とされた施策及び施策に含まれる個別事業(平成 22 年度予算概

算要求時における１億円以上の要求事業)の名称を記入した。 

「得ようとする効

果の明確性」欄 

政策の実施により得ようとする政策効果を記入した。 
得ようとする効果について、「何を」、「どの程度」、「どうする」のかが明ら

かにされているなど、どのような効果が発現したことをもって得ようとする効

果が得られたとするのか、その状態が具体的に特定されているものは、「○」

を記入した。「何を」、「どうする」のかは説明されているものの、「どの程度」

かは明らかでないなど具体的には特定されていないものは、「△」を記入した。 

得ようとする効果についての記載がないものは、「－」を記入した。 

「検証を行う時期

の特定」欄 

事後的検証を予定している場合に、その検証を行う時期を記入した。 
当該政策（施策や事業）について、事後的検証を行う時期が特定されている

ものは、「○」を記入した。事後的検証を行うこととはしているが時期が特定

されていないもの、又は当該政策（施策や事業）の一部についてのみ時期が特

定されているものは、｢△｣を記入した。事後的検証を行うことが明らかにされ

ていないものは、「－」を記入した。 

「効果の把握の方

法の特定性」欄 

事後的検証を予定している場合に、政策の実施後に実際に得られた効果をど

のように把握・測定するのかを記入した。 
政策の実施により発現した効果を把握できる程度に明確にされているもの

は、「○」を記入した。効果の把握の方法が不明確なものは、「△」を記入した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


